
 
 

 

 

旅行速度推定に基づく 

性能照査型道路計画手法に関する研究 
 

A Study on the Performance-Oriented Highway Planning 

Methodology Based on Travel Speed Estimation 

 

 

 

 

 

 

柿元 祐史 

KAKIMOTO, Yuji 

 

名古屋大学大学院環境学研究科 博士（工学） 

 

2021年 
 



 
 

  



i 
 

論文要旨 

日本の道路計画は，道路の総量の拡充のための整備を重視し，仕様に基づく道路計画手法（仕

様設計）により行われてきた．仕様設計は，仕様に沿って条件が決まっているため，全国統一基

準で画一的に素早く整備を進めるうえで優れた設計手法である．また，仕様が満足されていれば

ある一定の道路機能の性能が担保されているというものであり，従来の道路計画手法では断面交

通量に関する性能を照査したものとなっている．現在では，日本の道路ネットワークは概成して

おり，量的な拡充のための整備から道路の持つ機能の質を向上させる整備に移り変わっている．

道路の持つ機能の質の向上とは，道路ネットワークの連続性は確保された上でその道路の円滑

性・安全性を向上させるための整備を指し，交通機能で言えば交通混雑の減少，速達性，時間信

頼性の向上などが挙げられる．現在の日本の道路が抱える幹線道路の速度水準が低い一方，生活

道路が抜け道利用されるなどの問題はこのような交通機能の質を考慮した整備が十分でないこ

とが起因していると考えられる．これは，全国統一基準のもとで画一的に整備をしてきたことと

も関連があり地域の状況を踏まえた道路整備が求められている．日本の道路計画の基本となる

『道路構造令の解説と運用』においては，平成16年の改訂以降，全国統一的な基準を図る考え方

から地域の状況を踏まえた弾力的な運用を認める考え方へと大きな転換が行われた．しかしなが

ら，ここでの弾力的な運用は仕様で規定されている道路構造の値の範囲を地域の状況を踏まえて

一部変更してもよいというものであり，言うなれば規制緩和に近い処置である．また，これまで

仕様と性能にはある程度の対応関係があったものの，弾力的な運用に伴いその対応関係は不明瞭

になったと言わざるを得ない．さらに，これらの改訂の際にも道路計画手法の手順に変更は見ら

れず，断面交通量の観点における性能の照査のみであり，交通機能の質の評価に多く用いられる

旅行速度に関しては触れられていない状況である．このように，道路の量的な拡充のために導入

された仕様設計が，交通機能の質の向上を図る整備が必要な現在においても継続して使用されて

いる状況では，現在の日本の道路が抱える課題を解決できるとは考えにくく，新たな道路計画手

法への刷新が必要であると言える． 

新たな道路計画手法として，地域の状況に応じた道路機能とその機能の性能の目標（性能目標）

を定め，その性能目標を基に道路構造・交通運用条件の照査を行いながら道路計画を行うことで，

道路の機能に基づくネットワークを構築していく性能照査型道路計画手法（性能設計）の重要性

が言われている．交通工学研究会では，性能設計の手法を『機能階層型道路ネットワーク計画の

ためのガイドライン（案）』の中で体系的に整理されており，このガイドラインを用いて道路計画

検討を実践した研究がいくつも行われている．しかしながら，性能目標の設定方法や道路構造・

交通運用条件によって実現できる道路機能の性能の推定手法などは，定性的な整理にとどまって

おり，未だ実際の道路計画へ適用されていない．このように，実際に性能照査型道路計画手法を

導入するためにはいくつかのハードルがあり，性能照査型道路計画手法の全体フレームワークの

構築や性能目標の設定方法，道路構造・交通運用に基づく交通機能の性能の推定手法などフレー

ムワークに実装する技術の開発が必要である． 

我が国では，今後さらなる人口減少・少子高齢化の進展に伴い，公共投資はより一層の選択と

集中を求められることとなる．このような将来に向けて，「国土のグランドデザイン2050」で提唱
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されている「コンパクト・プラス・ネットワーク」では，生活機能や都市機能を拠点に集積し，

拠点と周辺地域・拠点間の連絡性能を強化する国土構造を目指すことが示されている．さらに，

重要物流道路制度の創設を契機として「新たな広域道路交通計画」の策定に向けた動きが加速し，

広域道路ネットワークを再編してく追い風となっている．しかしながら，前述のとおり従来の道

路計画手法のままでは，道路の交通機能の性能（特に，旅行速度）を照査した質の高い道路ネッ

トワークを実現することは困難である．一方で，長年使用している従来の道路計画手法を短期間

に大幅に改定することは，非常にハードルが高いことも事実である． 

そこで本研究では，我が国の道路計画手法をベースとし旅行速度の照査を組みこんだ新たな道

路計画手法として，旅行速度推定に基づく性能照査型道路計画手法を開発することを目的とする． 

本研究では，一般道路の道路計画手法に着目する．まず，性能照査を行う上で必要となる，性

能目標としての目標旅行速度の設定手法，道路構造・交通運用に基づく交通性能の推定手法を開

発・設定するととともに，従来の道路計画手法に旅行速度の照査を組み込んだ性能照査型道路計

画手法のフレームワークを提案する．さらに，提案した道路計画手法を用いた実道路を対象とし

たケーススタディを行い，提案した道路計画手法の有用性を示す． 

まず第1章では，わが国を取り巻く社会情勢・インフラ整備の現状を踏まえ，これから求められ

る道路計画手法の考え方について述べるとともに，従来の道路計画手法について，従来の道路計

画手法での道路横断面の決定方法を概説するとともにその道路計画手法における課題を踏まえ

て，本研究の目的を述べた． 

続いて第2章では，道路計画手法として目指すべき性能照査型道路計画手法の理想像を提示し，

その計画手法を交通機能の性能（交通性能）の目標設定，将来交通量の推計，道路構造・交通運

用に応じた交通性能の推定の3項目に分け，それぞれの項目で設定すべき値および設定の方法に

ついて述べた．そして，従来の道路計画手法も同様に体系的に整理し，交通性能の目標設定が現

在行われていないこと，将来交通量の推計が断面単位，日単位であること，道路の種級区分に応

じた設計基準交通量のみが交通性能として設定されているなどの課題を確認した．また，先に述

べた3項目に関して既往の研究や諸外国の道路計画時に用いる手法などのレビューを実施した．

例えば，国内外における計画段階の交通性能の推定手法では，日本では道路種別等により画一的

に決まる日交通量-速度関係を使用しているのに対し，アメリカやイングランドでは，詳細な幾何

構造要素を用いた時間交通量-速度関係を用いており，より精緻に旅行速度を推定できることが

明らかとなった．また，将来交通量の集計に際し，交通量の単位を時間単位などに細かくするた

めには調査体系の見直しから推計手法の開発など技術的なハードルがあることを確認した．これ

らの内容を踏まえて，目指すべき性能照査型道路計画手法を導入する上での技術的課題を明らか

にするとともに，本研究で提案する従来の道路計画手法をベースにした性能照査型道路計画手法

を概説し，本研究の位置づけとした． 

第3章では，第2章の目指すべき性能照査型道路計画手法を行う上で必要となる目標旅行速度の

設定手法の開発と道路構造・交通運用に応じた交通性能の推定手法の検討を行った．目標旅行速

度は，単純2経路の上位と下位の2階層を持つ仮想道路ネットワークを設定し，任意の拠点間を移

動する際に上位の道路が旅行時間・旅行コストの各々の観点で下位の道路に比べて利用されるた

めの必要条件を明らかにし，そのうち上位の道路の旅行速度の値を目標値とし設定するものであ

る．道路構造・交通運用に応じた交通性能の推定手法の検討として，信号交差点密度と沿道出入
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に着目して，それぞれが旅行速度に与える影響を交通流シミュレーションや道路交通センサスデ

ータを用いて分析した．信号交差点密度，青時間比，指定 高速度が自由（旅行）速度に与える

影響について分析し，信号交差点密度などの道路構造・交通運用とともに青時間比などの交通運

用条件も自由速度に影響が大きいことを明らかにした．また，沿道出入と旅行速度の関係につい

て，沿道の道路アクセスおよび施設アクセス密度をカウントし，旅行速度とアクセス密度との関

係を明らかにした．特に，道路アクセス（信号交差点，無信号交差点，街路接続）による速度低

下が大きく影響することを確認した．上記の分析を踏まえて，本研究で用いる道路構造・交通運

用に応じた交通性能の推定手法では，車線数，信号交差点密度，指定 高速度，飽和交通流率の

基本値，信号サイクル長，青時間比を用いて設定される時間交通量-速度関係を用いることとした． 

第4章では，第3章で検討した道路構造・交通運用に応じた交通性能の推定手法を従来の道路計

画手法で適用できるよう，常時観測データ分析より得られた交通量変動指標と第3章で設定した

時間交通量-速度関係から日交通量-速度関係のモデル化を行った．交通量変動指標としてピーク

率と昼夜率を設定し，これらの指標と日交通量-速度関係の関連分析を行った．その結果，ピーク

率が小さくなるほど，日交通量-速度関係において速度低下が開始する日交通量の値が大きくな

ることを明らかにした．さらに，昼夜率が小さくなるほど速度低下が緩やかになることが確認さ

れた．これらの関係を踏まえて，第3章で設定した時間交通量-速度関係に用いた道路構造・交通

運用と交通条件（ピーク率，昼夜率）を説明変数として，日交通量-速度関係のモデル化を行った．

説明変数に用いた道路構造・交通運用条件と交通条件はすべて有意となり，様々な道路構造・交

通運用および交通条件を表現できる日交通量-速度関係が設定できるようになった．また，既存の

日交通量-速度関係とモデルを用いた日交通量-速度関係の比較を行い，モデルを用いた日交通量-

速度関係の有用性を示した． 

第5章では，本研究で提案する旅行速度推定に基づく性能照査型道路計画手法のフレームワー

クを説明するとともに，東海地域の道路から4本の経路を抽出し提案する道路計画手法のケース

スタディを行った．本研究で提案する性能照査型道路計画手法では，種級区分の設定や設計基準

交通量を用いる部分などは従来の道路計画手法の考え方を踏襲しつつ，旅行速度の照査を組み込

んだ計画手法とした．また，旅行速度の照査の際に用いる設計交通量として計画交通量（日単位），

設計時間交通量（時間単位）の異なる交通量を設定できるようにすることで，着目したい設計交

通量に応じた道路構造・交通運用および交通条件を決定することが可能となった． 

後に第6章にて，本研究の成果および得られた知見をまとめ，今後の課題と展望を述べて結

論とした． 
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第1章 序論 

1.1 性能照査型道路計画の意義と我が国の道路計画手法の課題 

(1) 我が国を取り巻く社会情勢 

道路，鉄道，水道，電気，ガスなどの社会資本インフラは，国の成長を支え，国民の生活を

豊かにする重要な基盤を担ってきた．特に，高度経済成長期の我が国の経済成長と社会資本イ

ンフラ整備は切っても切れない関係にあろう．そのため社会資本インフラは，これまで量的な

拡充を主とした設計思想の下で行われており，社会資本インフラが提供するサービスを享受

する領域を拡大することで利用者のニーズに応えてきた．昨今，我が国の人口減少・少子高齢

化の進展に伴い公共事業投資金額も減少傾向にあり，投資する公共事業の選択と集中がより

一層求められている． 

社会資本インフラのうち道路に着目すると，道路が提供するサービスは，道路ネットワーク

の充実，交通の安全性，円滑性，快適性，定時性，信頼性等，多くの指標がある(桐山，2005)

とされている．道路統計年報(国土交通省，2018)によれば，各道路の総延長に占める実延長+重

用延長（重複区間の延長）の割合は，一般国道，主要地方道（含主要市道），一般都道府県道

のそれぞれで96.5，99.5，98.4%，つまり未供用区間は5%未満となっており，我が国の道路ネ

ットワークは概成している．つまり，道路ネットワークの充実が図れていることがわかる．し

かしながら，信号交差点の連続による幹線道路の混雑，暫定2車線区間における容量不足など

の交通課題は残存している．先に述べたとおり，今後さらなる人口減少・少子高齢化の進展に

伴い公共投資はより一層の選択と集中を求められ，多くの課題に対応することは非常に困難

となる．このような将来に向けて，「国土のグランドデザイン2050」(国土交通省，2014)で提唱

されている「コンパクト・プラス・ネットワーク」では，生活機能や都市機能を拠点に集積し，

拠点と周辺地域・拠点間の連絡性能を強化する国土構造を目指すことが示されている．さらに，

重要物流道路制度の創設を契機として「新たな広域道路交通計画」の策定に向けた動きが加速

し，広域道路ネットワークを再編してく追い風となっている．また，車両の大型化や自動化に

向けた道路インフラとしての対応も求められており，これまでの道路の量的な拡充とは異な

る視点で道路の評価を行い，道路の機能の質を向上させる整備を行う必要性が増している． 

 

(2) 仕様設計から性能照査型設計へ 

従来の道路計画は，道路の量的な拡充のため全国統一基準で画一的な整備を進めてきた．こ

の整備は，従来の道路計画手法として仕様設計を採用することで，同一規格の道路を大量に設

計することを可能にした．仕様設計とは，これまでの経験や研究などを基に定められた基準や

設計値等の「仕様」に基づき設計を行うことを指し，技術者自身の経験や実績は必要としない
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ものである．原則として，「仕様」を満足していると一定の性能は保証されているものである

ことから，技術者自らが性能を照査することや設計内容の妥当性を評価する必要がなくなり，

負担が軽減される．よって，仕様設計は，短期間に一定水準以上の道路を大量に設計する場合

に適した手法であると言える．しかし，前述のとおり道路が量的に充実してきており，道路構

造令の解説と運用(日本道路協会，2015)にも地域に適した道路整備（図-1.1）が求められる旨

が記載され，仕様設計に基づく道路計画を行う理由はもはやなくなりつつある．さらに，仕様

設計の仕様の部分のみを理解するだけで道路設計が可能となるため，仕様により保証される

性能が十分に理解されぬまま道路が設計され，設計時には想定されなかった交通渋滞が発生

するなど，仕様設計による課題が顕在化している． 

  

(a) 従来の道路構造決定の流れ (b) 今後の道路構造決定の流れ 

図-1.1 道路の基本構造の決定フロー（道路構造令の解説と運用より筆者が作成） 

このような，仕様設計と反対に性能照査型設計（または性能設計）がある．性能照査型設計

とは，設計対象が発揮する性能が，求められる（目標として設定した）性能を満足していれば，

どのような設計手法・手順を導入することが可能となる設計体系である．このため， 新の設

計手法や手順などをすぐに導入することが可能となる．しかし，性能照査型設計は，求められ

る性能の設定方法や性能を適切に照査する手法が必要である．一般的な工業製品であれば，○

kNの衝撃に耐えられる，○時間の連続使用可能といった目標が設定され，サンプリング調査

によりその性能の照査が行われている．しかしながら，ここで検討する道路に求められる機能

は，○年の耐久性がある等の構造的なものではなく，道路上を通行する車両（交通）に係る交

通機能を指す．これは，その道路の位置付けや地域の状況などに応じて設定されるもので一様

に設定できるものではない．また，大規模構造物の一種であるためサンプリングによる性能の

照査を行うことは不可能である．そのため，性能照査型設計を適用する場合，技術者の経験や

豊富な研究成果が必要となり，技術者の負担が増大することは容易に想像できる． 

道路の交通機能の質の向上が求められる今，ここで挙げた性能照査型設計の導入が不可欠

であると言える．しかし，道路の交通容量が不足している区間や幹線道路で十分に高速走行で

きない区間などは国内に数多く存在し，大量の道路に対して対応しなくてはいけない状況に

変わりはない．そのため，性能を照査する基本的なプロセスは残しながらも，ある程度簡便に

従来の道路構造決定の流れ

都市部／
地⽅部

⾃動⾞
交通量

道路の
種類

道 路 構 造 令 に 規 定 さ れ た
最 低 値 ・ 標 準 値 な ど を 採 ⽤

全国画⼀的な道路構造

今後の道路構造決定の流れ

地域特性 交通特性 ネットワーク
特 性

必要な道路の機能の明確化

地域に適した道路構造

道路構造令の
弾⼒的運⽤
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道路を計画・設計するための手法の開発が望まれる． 

 

(3) 性能照査型道路計画の観点からみた我が国の道路計画手法の課題 

我が国の道路計画手法は先に述べたとおり仕様設計に基づく手法である． 

まず，道路を地域区分（都市部/地方部）と自動車専用道路とそれ以外によって種区分を設

定し，道路の種類（高速自動車国道，高速道路自動車国道以外の自動車専用道路，一般国道，

都道府県道，市町村道）と地形・地区特性（平地部/山地部），計画交通量によって級区分を決

定している．これにより，道路をいくつかの種級（種級区分）に細分化することができる．こ

こで決まった種級区分に応じて，車線幅員や側方余裕をはじめとする道路の横断面構成が一

意に決まる．また，横断面構成で特に重要となる車線数は，「道路の種級区分および地形区分

ごとにその道路の構造条件（特に幅員構成と勾配）及び交通条件の標準値を想定して算定した

交通容量を日単位に換算したものをもととし，さらに交通に対するサービスの程度，道路建設

の経済性及び行政上の種々の判断等を勘案して定められたもの」である設計基準交通量と道

路の将来交通量である計画交通量との関係からほとんど自動的に決まる仕組みとなっている．

設計基準交通量に用いられる交通状況に関する条件は，交通需要のピーク特性として年平均

日交通量の30番目時間交通量とされるK値やその時の重方向率D値が用いられ，これまでに観

測された値を基に地域・地区条件や道路種別に応じて標準値が定められている．つまり，年間

8,760時間のうち上位30番目の時間交通量を基準に設計されていることを指し，その時点にお

いて交通集中による渋滞が発生しないことを目指している．本来であれば，交通集中による渋

滞が全時間において発生しないことを目指すべきであるが，経済的な観念により現在はこの

ように設定されている．また，少なくとも場所場所によって異なる交通需要のピーク特性は標

準値で定めるのはなく，各場所の交通状況に応じて適宜見直されるべきであるが，実際には基

準値をそのまま用いているのがほとんどである．さらに，一般道路において交通容量上のボト

ルネックとなる箇所は信号交差点でありその影響は考慮されているのか，車線数以外の交通

容量の影響要因が基準値の中でどのように扱われているのか，基準値にどのような数値を用

いて設計基準交通量が算出されているのかなど，いくつか不明瞭な部分が存在する． 

従来の道路計画手法における速度の設定として，道路の設計速度が定められており，特に地

形制約等の課題が大きい場合を除いて，種級区分に応じて定められた値を用いるとされてい

る．設計速度とは，「天候が良好でかつ交通密度が低く，車両の走行条件が道路の構造的な条

件のみに支配されている場合に，平均的な技量を持つ運転者が，安全にしかも快適性を失わず

に走行できる速度である．」とされている．例えば，設計速度80 km/hの道路では，天候が良好

で交通密度が低い状況であれば，少なくとも80 km/hの走行速度を実現できることを指す．し

かしこれは，高速道路や自動車専用道路のような交差点や駐車車両，沿道との出入りなどない

路線での話であり，一般道路においては設計速度と走行速度には大きな乖離が生まれる．設計

速度は，実際の走行速度を考慮した値ではなく，幾何構造を決定するための統一尺度でしかな
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いことがわかる．つまり，設計速度は評価をする対象ではなく，種級区分と道路制約条件によ

って自動的に定まる値であり，道路構造・交通運用により期待される性能とは似て非なるもの

である． 

道路の交通機能の性能は，大きく交通容量（量）と旅行速度（質）の2つとして考えること

ができる．従来の道路計画手法では，交通容量に類する値として設計基準交通量，旅行速度に

類する値として設計速度が該当すると考えられる．設計基準交通量については，標準値の使用

など課題はあるものの計画交通量との照査が行われている．しかしながら，設計速度は，前述

のとおり種級区分に応じて自動的に決まるものであり，特に一般道路において旅行速度とは

異なる性質のものである．そのため，旅行速度の照査に関しては全く触れられていないのが現

在の我が国の道路計画手法である．また，旅行速度の照査を組み込んだ道路計画手法を導入す

るためには，照査の対象となる目標旅行速度，計画段階での旅行速度の推定手法を設定できる

手法の開発が必要である．そして，それらの手法を組み込んだ性能照査型道路計画手法の全体

のフレームワークの提案が求められている． 

1.2 本研究の目的 

本研究では，道路の交通機能のうち移動機能を重視する道路である幹線道路を対象に，従来の

道路計画手法をベースとした旅行速度推定に基づく性能照査型道路計画手法を提案することを

目的とする．その際，交通性能照査に必要となる性能目標の設定手法及び道路構造や交通運用条

件と交通条件を考慮した交通量-速度関係の推定手法を開発するとともに，それらを用いた性能

照査型道路計画手法を提案する．さらに，提案する性能照査型道路計画手法を実ネットワークに

適用したケーススタディとして，設計交通量に応じた性能目標を達成可能な道路構造・交通運用

および交通条件の検討を行う． 

1.3 本論文の構成 

本論文は，以下の6章で構成される．各章の内容を図-1.2に整理する． 

第1章では，本研究の背景として，我が国の社会資本インフラ整備を取り巻く環境と道路の提

供するサービスおよび我が国の道路計画手法の課題を示し，道路計画手法のあるべき姿から新た

な性能照査型道路計画手法の必要性を概説した．また，研究の目的について述べ，論文の構成を

示す． 

第2章では，目指すべき性能照査型道路計画手法の理想像を述べるとともに，従来の道路計画

手法の問題点と旅行速度の照査を組み込むうえでの課題を整理する．また，性能照査型道路計画

手法の各段階における諸研究の整理を踏まえ，目指すべき性能照査型道路計画手法を導入する上

での技術的な課題を明らかにする．そして，従来の道路計画手法と目指すべき性能照査型道路計
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画手法を踏まえて本研究の位置づけを設定する． 

第3章では，交通機能の性能照査のために必要となる目標旅行速度の設定手法の開発および交

通性能の推定手法の検討を行う．目標旅行速度は，単純2経路の上位と下位の2階層を持つ仮想道

路ネットワークを仮定し，任意の拠点間を移動する際に上位の道路が旅行時間・旅行コストの

各々の観点で下位の道路に比べて利用されるための必要条件を明らかにし，そのうち上位の道路

の旅行速度の値を目標値とし設定するものである．また，道路構造・交通運用条件が旅行速度へ

与える影響について，信号交差点，沿道出入の観点から分析し，本研究で用いる時間交通量-速度

関係に組み込むべき道路構造・交通運用を明らかにする．さらに，本研究で用いる時間交通量-速

度関係（q-v）の設定方法を示す． 

第4章では，従来の道路計画手法との整合性を図る目的で日交通量-速度関係（Q-V）のモデル

化を行う．ここでモデル化するQ-Vの説明変数として第3章で設定したq-vで考慮した道路構造・

交通運用と交通変動指標として設定した交通条件（昼夜率・ピーク率）を用いることで，q-vと一

貫性をもたせるとともに地域の交通状況に感度のあるQ-Vの設定が可能となる．そのため，本研

究で開発するQ-Vは，方向別に設定するものとなる．また，従来のQ-Vとモデル化により得られた

Q-Vの比較を行い，その値の違いやモデルの有用性について論じる． 

第5章では，本研究で提案する性能照査型道路計画手法の手順について概説し，既存の道路区

間を対象にケーススタディを行う．ケーススタディでは，将来交通量として異なる設計交通量と

して設計時間交通量（ピーク時）と計画交通量（AADT:Annual Average Daily Traffic）の2つを用い

て，各々の将来交通量の際に達成可能となる道路構造・交通運用および交通条件を明らかにした． 

後に第6章では，本研究の成果及び得られた知見の整理をするとともに，今後の課題と展望

について述べる． 

 

図-1.2 本論文の構成 
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第2章 道路計画手法における交通機能の性能照査の技術的課題 

本章では，まず我が国に適した性能照査型道路計画手法を提案するにあたり目指すべき性能照

査型道路計画手法を概説する．その後，我が国の従来の道路計画手法における交通機能の性能照

査の実態を改めて把握するとともに，特に旅行速度の照査を組み込むうえでの課題を整理する．

次に，性能照査型道路計画手法の各項目における諸研究をレビューし，目指すべき性能照査型道

路計画手法を導入する際の技術的な課題や従来の道路計画手法からの部分的な改良の可能性を

整理する． 後に，これらの内容を受けて本研究の位置づけを示す． 

2.1 目指すべき性能照査型道路計画手法 

本研究では，特に計画段階で照査すべき道路の交通機能の性能（以降，交通性能とする）を道

路の交通容量（もしくは交通量）と道路区間の旅行速度とする．ここでは，それらの交通性能を

可能な範囲で精緻に推定し，照査可能となる道路計画手法をここでは目指すべき性能照査型道路

計画手法として示す．これまで，多くの研究(例えば，中村ら，2005，渡部ら，2011)の中で性能照

査型道路計画手法のフローが示されている．その中で，重要な項目としては計画対象の道路の交

通性能の目標設定，将来交通量の推計，道路構造・交通運用に応じた交通性能の推定であり，各

項目を実務の手順に関して目指すべき性能照査型道路計画手法として図-2.1のとおり整理する． 

以降，各項目の概要について述べる． 

 

(1) 交通性能の目標設定 

交通性能の目標設定とは，将来の道路ネットワークで計画対象とする道路がどの程度の性

能を持たせるかを設定する項目である．まず，対象とする道路が持つべき道路の機能を設定す

る．設定した道路の機能に応じて，その道路が目指すべき（達成すべき）性能目標を設定する． 

本研究では，旅行速度の照査を組み込むことを検討するため，目指すべき性能の指標は，旅

行速度として目標旅行速度を設定する． 

 

(2) 将来交通量の推計 

将来交通量の推計とは，将来ネットワークにおいて計画対象の道路の計画目標年次時点の

交通量を推計する項目である．照査対象となる交通容量や旅行速度は，時間単位で扱うものが

多いことから，将来交通量の推計値も時間単位とした設計時間交通量を用いることが望まし

い．また，時間単位の将来交通量の推計を正確に行うためには，現況の道路交通状況のデータ

（例えば，OD調査）なども365日，24時間などの細かく取得したものであることが望ましい．

得られた道路交通状況のデータと将来の社会経済指標や将来ネットワーク計画を基に，時間
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単位かつ方向別に交通量配分を行い，設計時間交通量を求める．交通量の配分に当たってはリ

ンクコスト関数の設定が必要となり，これらは道路構造・交通運用に応じて設定される時間交

通量-速度関係を用いることが想定される．より理想的な環境において年間の8760時間の交通

量配分が行える場合は，ある特定の時間のみを用いて照査とするのではなく，8760時間すべて

を設計時間交通量とすることも考えられる． 

 

(3) 道路構造・交通運用に応じた交通性能の推定 

道路構造・交通運用に応じた交通性能の推定の項目では，計画対象区間の道路構造・交通運

用に応じて時間交通容量や旅行速度等の交通性能を推定する．大口ら(大口ら，2005)の提案す

る計画設計試論において，ボトルネックと非ボトルネックによって交通性能が大きく異なる

ことを指摘しており，特に街路の計画をする際には，ボトルネックを対象に検討する必要があ

るとしている．そのため，交通容量の照査は対象区間のボトルネック時間交通容量と(2)で求

めた設計時間交通量を比較することにより行うことが望ましい．旅行速度の照査は，時間交通

量-速度関係に(2)で求めた設計時間交通量を代入することで推定旅行速度を算出し，(1)で求め

た目標旅行速度と比較して行う．ここでは，道路構造・交通運用に応じた道路区間の時間交通

量-速度関係の設定が重要となる．道路区間の道路構造・交通運用に感度のある時間交通量-速

度関係を用いて，目標旅行速度が達成できる道路構造・交通運用を決定する． 

 

 

図-2.1 目指すべき性能照査型道路計画手法のフロー 
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2.2 交通機能の性能照査の観点から見た日本の道路計画手法の課題 

2.2.1 日本の道路計画手法の流れ 

日本の道路計画手法(日本道路協会，2015)では図-2.2に示すとおり，道路の機能を明確化するた

めに地域特性，交通特性，ネットワーク特性の把握を行い，どの機能（もしくは交通モード）を

重視して道路空間を計画するかを検討する．ここで，地域特性は，「沿道土地利用や気象条件，地

形といった地勢や風土，地域の歴史・文化環境や福祉，災害，公共交通機関，ライフライン（情

報通信施設，上下水道等），景観，まちづくりに関わる現状や計画など」，交通特性は，「自動車，

歩行者，自転車の各々の交通量及び自動車の車種，トリップ長，交通量の変動特性，速度分布や，

高齢者・障害者等歩行者の属性，並んで歩く，休憩等歩行者の利用形態など」，ネットワーク特性

は，「全国や広域，都市内における当該道路の「ネットワーク上の位置づけ」」を指している．特

に，交通特性を基に，自動車の交通機能，歩行者・自転車の交通機能，空間機能の各機能の検討

を行うこととなる．道路の分類と重視する機能の対応例が表-2.1のように整理され，計画する道

路は大きく5つに分類することができる．これにより，交通機能に関する道路の機能の明確化が

行われるようなプロセスとなっている．「自動車専用道路」，「歩行者専用道路」と「自転車専用道

路」は，機能とともに道路構造条件が明確になるものの，それ以外の道路に関しては自動車の通

行，アクセス，滞留，歩行者などの通行，アクセス，滞留の各交通機能をどの程度重視するのか，

道路構造条件をどのようなものとするかを明確にできない．そのため，実際に道路計画・設計を

行う上では，この道路の分類はほとんど用いられず道路の区分を利用している．道路の区分は，

道路構造令が法令であるため，ある程度明確な指標を用いる必要があるため，ネットワーク特性

は道路の種類で，交通特性は自動車の計画交通量で代表させ，これらと自動車専用道路の別，道

路の存する地域，地形の状況に応じ種別，級別に区分している．道路の種類と種級区分等との関

係も合わせて整理されており，高速自動車国道，高速道路自動車国道以外の自動車専用道路，一

般国道，都道府県道，市町村道と種級区分の設定理由とともに各道路の種類が持つべき機能及び

役割が示されている． 後に道路の基本構造は，先に決定した道路の区分に応じて決定する．道

路の基本構造は，設計速度（道路線形），設計基準交通量（車線数），幅員（車道部，歩道部・自

転車道等，植樹帯）によって構成される． 

つまり，我が国における道路の機能は道路の区分に読み替えられ，道路の区分に応じた道路計

画・設計を行っていることから，本来どういった道路の機能を持たせる意図があるのかが見えな

くなっている． 
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図-2.2 道路の基本構造の検討フロー（道路構造令の解説と運用より筆者が作成） 

 

表-2.1 道路の分類と重視する交通機能の対応例 

 

 

2.2.2 日本の道路設計手法の実施手順 

2.2.1を踏まえて，特に道路構造や交通運用の決定に関する項目に着目し，従来の道路計画手法

の手順を2.1と同様に交通性能の目標設定，将来交通量の推計，道路構造・交通運用に応じた交通

性能の推定の3項目に分けた場合の道路計画手法のフローを図-2.3に示す．フローは，中村(中村，

1993)を参考に作成した．以降，各項目において我が国の道路計画手法でどのように扱われている

のかを述べる． 

 

道路の機能
地域特性 交通特性 ﾈｯﾄﾜｰｸ特性

⾃動⾞の
交通機能

歩⾏者・
⾃転⾞の
交通機能

空間機能

道路の基本構造

設計速度 設計基準
交通量

線形

⾞道部
［中央帯 路肩等］

⾞線数
植樹帯歩道

⾃転⾞道等

基本構造の決定

道路の区分

都市部/地⽅部
平地部/⼭地部

⾃動⾞交通量
(計画交通量) 道路の種類

道路の区分決定

通行
アク
セス

滞留 通行
アク
セス

滞留

自動車専用道路
自動車の通行機能に特化し，完
全に出入り制限された道路
（高規格幹線道路など）

◎ × × × × ×

自動車の通行機能
を重視する道路

自動車の通行機能に重視し，部
分的に出入り制限された道路
（地域高規格道路など）

◎ △ △ △ △ △

多機能道路

自動車の通行機能だけでなく，
アクセスや滞留機能，歩行者等
の交通機能も兼ね備えた道路
（都市内の幹線道路など）

○ ○ ○ ○ ○ ○

歩行者等の交通機能
を重視する道路

自動車の通行機能よりも歩行者
等の交通機能を重視した道路
（歩車共存道路，コミュニティ
道路など）

△ ○ ○ ◎ ◎ ◎

歩行者専用道路
自転車専用道路

自動車が通行しない歩行者，自
転車のための道路 × × × ◎ ◎ ◎

凡例　◎：機能を重視する，機能を優先する　○：機能がある
　　　△：機能が小さい，機能が制限される　×：機能を有しない

道路の分類
自動車 歩行者

重視する交通機能
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図-2.3 従来の道路計画手法のフロー（(中村，1993)を引用・加筆） 

 

(1) 交通性能の目標設定 

図-2.3からもわかるとおり従来の道路計画手法の中では，明確に目標設定について触れられ

ていない．これは，従来の道路計画手法において将来交通量を通すことが可能か否かで車線数

を決定する方法を採用しており，将来交通量そのものが交通性能の目標となっているためで

ある．もちろん，旅行速度に関しての目標設定は行われておらず，道路構造令の解説と運用(日

本道路協会，2015)に「地域高規格道路のサービス速度は，自動車の通行機能，沿道や交通の

状況等を総合的に勘案し，路線全体として概ね60km/h以上を確保しつつ，適切に設定する必要

がある．」等の記述はあるものの，これを目標値として定め目標達成の可否を判断できる手法

にはなっていないのが現状である． 

 

(2) 将来交通量の推計 

将来交通量の推計では，道路交通センサスや平日OD調査などで得られた現在の道路交通状

況のデータを基に，将来の社会経済指標や将来ネットワーク計画を用いて日単位の交通量の

配分を行っている．交通量の配分に当たってはリンクコスト関数の設定が必要となり，これら

は道路構造・交通運用に基づく日交通量-速度関係などを用いて設定されることが多い．現在，

将来交通量の推計で得られる計画交通量は，観測できる道路交通状況のデータの制約や交通

量配分の推計精度のため，日単位，道路断面の年平均日交通量（AADT:Annual Average Daily 
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Traffic）が多く用いられる．交通量配分の結果と関連の深い現在用いられている日交通量-速度

関係については，(3)の中で概説する． 

 

(3) 道路構造・交通運用に応じた交通性能の推定 

従来の道路計画手法での道路構造・交通運用に応じた交通性能の推定の項目は，道路の種級

区分の設定を行い，それを基に定まる設計基準交通量と(2)で推計した計画交通量を比較して，

計画交通量が設計基準交通量を下回る条件を確認し，車線数を決定するものである．ここでは，

特に道路の種級区分の設定，設計基準交通量の設定，日交通量-速度関係の設定の方法とその

課題を述べる．これらについては既往研究(森田，2011)でも指摘があり，その内容の一部を参

照しながらここで整理をする． 

A) 道路の種級区分の設定 

道路の種級区分の設定については前述にも触れているとおりであり，地域区分（都市部/地

方部）と自動車専用道路とそれ以外によって種区分を設定し，道路の種類（高速自動車国道，

高速道路自動車国道以外の自動車専用道路，一般国道，都道府県道，市町村道）と地形・地区

特性（平地部/山地部），計画交通量によって級区分を決定している．これにより，計画対象の

道路の種級区分を決めることができる． 

種級区分は，地域特性（地形・地区特性），交通特性（計画交通量），ネットワーク特性（道

路の種類）などの道路の機能に応じて設定しているとされているが，特に道路の種類や地形・

地区特性と道路の機能は必ずしも関連性があるものではない．例えば，一般国道は一般に広域

的な幹線道路としての機能を持つと考えられるが，信号交差点が多く接続する都市部ではそ

の機能の性能を十分に発揮できる状態にあるとは言えない．つまり，従来の道路計画手法で検

討している種級区分は，道路の交通機能の性能を十分に考慮したものであるとは言えないこ

とがわかる． 

B) 設計基準交通量の設定 

設計基準交通量は，「道路の種級区分および地形区分ごとにその道路の構造条件（特に幅員

構成と勾配）及び交通条件の標準値を想定して算定した交通容量を日単位に換算したものを

もととし，さらに交通に対するサービスの程度，道路建設の経済性及び行政上の種々の判断等

を勘案して定められたもの」とされている．つまり，従来の道路計画手法では，種級区分と地

形区分が決まると設計基準交通量が自動的に決まり，これを用いて車線数の検討を行うもの

である．参考までに，本来の設計基準交通量の算出方法を記載する． 

まず，設計対象とする道路の可能交通容量𝑐の算出を行う．ここでは，多車線道路における

道路の可能交通容量𝑐の算出方法を，道路の交通容量(道路協会，1984)を参考に示す．信号交差

点のある道路は，単路部と交差点部の交通容量を算出し， 小となるものを用いるとしており，

基本交通容量に各種補正率を乗じることで次式のように表される． 

𝑐 min 𝑐 , 𝑐  (2.1) 
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𝑐 2500 ∙ 𝛾 ∙ 𝛾 ∙ 𝛾 𝑁 (2.2) 

𝑐 2200 ∙ 𝛾 ∙ 𝛾 ∙ 𝛾 ∙ 𝛾 𝑁 (2.3) 

ここに，𝛾 は車線幅員による補正率，𝛾 は側方余裕による補正率，𝛾 は二輪車混入による補正

率，𝛾 は交差点の信号による補正率，𝛾 は沿道状況（駐車）による補正率，𝛾 は交差点の車線

幅員による補正率，𝛾 は交差点の二輪車混入による補正率，𝑁は車線数，𝑐 は交差点の交通容

量[pcu/h]，𝑐 は単路の交通容量[pcu/h]，である． 

次に，式(2.1)で算出した可能交通量にその道路の計画水準に応じた低減率（交通量・交通容

量比）を乗じて設計交通容量を求める．設計交通容量（𝑐 ）の算定は次のとおりとする． 

𝑐 𝑐 𝑟  (2.4) 

ここに，𝑐 は設計交通容量[pcu/h]，𝑟 は計画水準に応じた低減率，である． 

後に，式(2.4)で算出した設計交通容量に対してその路線の交通量の変動特性を考慮して日

単位に換算することで設計基準交通量𝑄 を求める． 

𝑄 𝑐
100

𝐾
100

𝐷
 (2.5) 

ここに，𝑄 は設計基準交通量[pcu/day]，𝐾は年平均日交通量に対する30番目時間交通量の割合，

𝐷は往復合計の交通量（1時間単位）に対する重方向交通量の割合，である． 

設計基準交通量の算出には，基本交通容量，道路構造・交通条件の補正率，計画水準に応じ

た低減率，交通量の変動特性といった多くの条件を仮定していることがわかる．しかし，設計

基準交通量は交通容量を基に算出された値ではあるものの，計画水準を乗じていることで従

来の交通容量の概念である「道路上の1断面を単位時間あたりに通過し得る自動車の 大数」

と同義ではないことがわかる．また，道路構造条件および交通条件が標準値と異なる道路を計

画する場合は，記載されている設計基準交通量は必ずしも正確なものとは言いえず使用にあ

たっては注意が必要となる． 

C) 交通量配分のための日交通量-速度関係の設定 

交通量配分に用いられる日交通量-速度関係（Q-V）は，図-2.4のように表されたものを用い

ることが多い．図-2.4にある各変数（𝑉 , 𝑉 , 𝑉 , 𝑄 , 𝑄 ）は，それぞれ，自由流速

度（自由走行できる速度），渋滞が発生する直前の速度，渋滞時の速度，自由走行できなくな

る交通量，渋滞が発生する交通量として設定されている．これらの変数は，道路交通センサス

や地域の情勢に合わせて調整を行い，現況再現性を高めるように設定している．また，便宜上

道路の断面ごとにQ-Vが設定されており，上り線と下り線の合計の交通量を用いて，上下線の

旅行速度が決まるものとなる． 

Q-Vの設定例を坂祝町道路網整備計画(坂祝町，2017)にを参考に紹介する．坂祝町道路網整

備計画(坂祝町，2017)には，「一般に交通量推計で用いるQV式は，道路の構造規格，沿道状況，

車線数などの道路の条件によって区分しており，本町における推計では，道路種別，沿道状況，
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車線数ごとに分類した（岐阜）県の推計データに基づき設定」と記述されている． 

表-2.2に岐阜県の推計データに基づくQ-Vの分類を，図-2.5にQ-Vの各変数の数値とそれによ

って設定できるQ-Vを示す．道路種別，沿道状況，車線数等の道路条件ごとにQ-Vが設定され

ており，非常に簡便な手法であると言える． 

図-2.4 交通量配分に用いられる交通量-旅行速度関係の例 

 

表-2.2 Q-Vの分類(坂祝町，2017) 

指標 区分 

道路種別 
高規格幹線道路，地域高規格道路，国道バイパス，直轄国道，補助国

道，主要地方道，一般県道，幹線町道 

沿道状況 
区分1:平地部，山地部，都市部（高規格幹線道路，地域高規格道路） 
区分2:DID，市街地，平地，山地（一般道） 

車線数 1車線，2車線，（3車線），4車線，6車線，8車線，10車線 
※1 高規格幹線道路は，道路構造令における種級区分で各路線を分類． 
※2 国道バイパスは，沿道状況をアクセスコントロールの有無で区分． 
※3 車線数の3車線は，名古屋高速都心環状線のみに適用． 

 

(a)各変数の設定値一覧（抜粋） (b)Q-V 

図-2.5 Q-Vの変数の設定値およびグラフ(坂祝町，2017) 
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このQ-Vは，交通工学で通常用いられる時間交通量-速度関係（q-v）と異なる性質を持って

いることから，Q-Vの設定に使用する各変数（𝑉 , 𝑉 , 𝑉 , 𝑄 , 𝑄 ）の解釈とここで

示すQ-Vを使用する上での課題について述べる． 

まず，交通量の軸（横軸）に関連する𝑄 , 𝑄 から述べる．𝑄 は，日平均旅行速度が𝑉

となる 小の日交通量であり日交通容量𝑐 と解釈される．道路の交通容量(日本道路協会，

1984)によるとこの日交通容量は，可能交通容量𝑐に対して計画水準に応じた低減率を乗じて求

めた設計交通容量𝑐 と，年平均日交通量に対する30番目時間交通量の割合𝐾とその時の重方向

率𝐷によって設定され，設計基準交通量を指している．また，松井・藤田(松井・藤田，1988)

によれば，日交通容量の定義を「日容量とは，ピーク時交通量が時間容量に一致するときの日

交通量である．」としており，以下の式(2.6)で表される． 

𝑐 𝑞  (2.6) 

𝑞
𝑐

1 (2.7) 

ここで，𝑖は時間帯，𝑞 は時間帯𝑖の時間交通量，𝑞 はピーク時間帯の時間交通量，𝑐は可能交通

容量，である． 

仮に，ピーク時間帯のみ交通容量と同じ交通量が流れそれ以外の時間帯で交通量が0であれ

ば𝑐 𝑐，全時間帯において交通容量と同じ交通量が流れた場合𝑐 24 𝑐，となる． 

道路の交通容量(日本道路協会，1984)および松井・藤田(松井・藤田，1988)のいずれの手法に

おいても，日交通容量として設定しているものは，従来の交通容量の概念である「道路上の1

断面を単位時間あたりに通過し得る自動車の 大数」ではなく，ある条件の下で求めた交通量

を便宜的に交通容量と読み替えて扱っているに過ぎない． 

𝑄 は，日平均旅行速度が自由速度𝑉 を維持できる 大の日交通量と解釈できる．通常

𝑄 の値に応じて設定されており，道路条件に応じて補正係数𝛾 が与えられている． 

𝑄 𝛾 𝑄  (2.8) 

0 𝛾 1.0 (2.9) 

現在，補正係数𝛾 は自動車専用道路（バイパス区間含む）とその他道路の2種類の道路に対

して設定されており，以下の式(2.10)の関係にある． 

𝛾 𝛾  (2.10) 

ここで，𝛾 は自動車専用道路（バイパス区間含む）の補正係数，𝛾 はその他道路の補正係数，

である. 

つまり，自動車専用道路（バイパス区間含む）のほうが，その他道路に比べてより交通量が

多くても自由速度を維持できることを指している．さらに，自動車専用道路（バイパス区間含
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む）とその他道路以外の条件による補正係数の違いがないこともわかる． 

次に，速度の軸（縦軸）に関連する𝑉 , 𝑉 , 𝑉 について述べる．𝑉 は，交通量が微

小である状況において実現する 大の旅行速度であり，表-2.2に示す道路種別（種級区分），車

線数，沿道状況に加え指定 高速度も値の設定条件の一つとして考えられる．自動車専用道路

（バイパス区間含む）などにおいて，𝑉 はおおむね指定 高速度と同値が設定される．ま

た，その他道路においては特に沿道状況による影響を鑑み指定 高速度より小さい値が設定

される． 

沿道状況による影響について都市部を仮定して考えるとその要因は大きく以下の2つがある

と考えられる． 

(a) 複数の道路が集積また交差し，（信号）交差点間隔が短くなり，右左折や信号による停止

により道路の円滑性が低下． 

(b) 沿道施設の密度が増加し，沿道出入により道路の交通を阻害． 

しかしながら，交通量が微小である状況における上記2つの要因が𝑉 へ与える影響を考え

ると，(b)は沿道出入車両に遭遇する確率も減少しその影響はほぼ無視できる．さらに，(a)は無

信号の交差点であれば(b)と同様に影響を無視することができる．つまり，𝑉 の影響要因で

ある沿道状況は信号交差点の設置・運用状況によるものであると解釈することが可能となる．

しかし，表-2.2の沿道状況の区分では，DID+都市部，平地，山地程度の分類であり，この分類

が信号交差点の設置・運用状況を代表するものとは言い難い． 

𝑉 は，日交通量𝑄 になり渋滞流になる前の速度を指す．通常𝑉 の値に応じて設定

されており，道路の条件に応じて補正係数𝛾 が与えられている． 

𝑉 𝛾 𝑉  (2.11) 

0 𝛾 1.0 (2.12) 

現在，補正係数𝛾 は自動車専用道路（バイパス区間含む）とその他道路の2種類の道路に対

して設定されており，以下の式(2.9)の関係にある． 

𝛾 𝛾  (2.13) 

ここで，𝛾 は自動車専用道路（バイパス区間含む）の補正係数，𝛾 はその他道路の補正係数，

である. 

つまり，自動車専用道路（バイパス区間含む）のほうが，その他道路に比べてより渋滞前の

交通量時点での速度の低下量が少ないことを指している．さらに，自動車専用道路（バイパス

区間含む）とその他道路以外の条件による補正係数の違いがないこともわかる． 

𝑉 は，日交通量が日交通容量を超過した際の速度であり，通常10 km/hか5 km/hが用いら

れている．実際に，交通容量を超過してもグリッドロックの状態でない限りは低速での走行が

可能であるためこれらの速度での走行は十分に考えられる． 
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ここまで，従来のQ-Vの各変数の解釈及びその課題について整理した．各変数の設定は道路

条件との関係，解釈が不明確なものがある． 

 日交通容量と𝑄 の解釈 

 道路構造・交通運用と𝛾 , 𝛾 の関係 

 道路構造・交通運用と𝑉 の関係 

これらの内容が明確に説明できるものでないとQ-Vが実際の道路構造・交通運用および交通

条件を的確に表現できるものになっているとは言えない．また，このQ-Vによって求められた

将来交通量の推計値に対する扱いについても注意が必要となる． 

2.2.3 まとめ 

ここでは，我が国の現在の道路計画手法の流れを改めて示すとともに，その道路計画手法の各

段階における方法論とその課題について整理した． 

現在の道路計画手法では，道路が目指すべき目標が明確に設定されていないこと，また計画交

通量がその目標の代替指標であることが確認された．また，将来交通量の推計に関しては，現在

の調査体系や推計精度の問題から日単位の断面の交通量推計しか行えない課題を改めて指摘し

た．さらに，道路構造・交通運用に応じた交通性能の推定に関しては，道路の種級区分および設

計基準交通量の持つ意味が形骸化している実態を明らかにするとともに，交通量配分で使用する

日交通量-速度関係の設定に関する不明瞭な点を整理した． 

本節での整理により，現在の道路計画手法は，その手法が確立された当時の目的や制約のまま

仕様だけが現在まで踏襲され，仕様に紐づく性能が不明確になっていること，現在であれば解決

可能な制約も残存すること等が改めて明らかとなった． 

以上より，我が国の道路計画手法は，これからの道路整備に向けた刷新が必要であることは明

らかである．しかし，簡便に道路計画を立案できるという意味では有用な手法であり，調査体系

から道路事業評価に至るまでこの手法を基本に構築されていることからも，全てを刷新すること

は非常に障害が多いことも考えられる． 
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2.3 道路計画手法の各項目に対する諸研究 

次に，道路計画手法の各項目における諸研究をレビューし，目指すべき性能照査型道路計画手

法を導入する際の技術的な課題や従来の道路計画手法からの部分的な改良の可能性を整理する． 

2.3.1 交通性能の目標設定 

ここでは，交通性能の目標設定として主に旅行速度の目標設定について既往のマニュアルや研

究を整理する．まず，アメリカの道路の計画設計について記した，Highway Capacity Manual 6th 

edition（HCM 6th edition）(TRB，2016)では，街路の旅行速度の数値に応じてサービスレベル

（LOS:Level of Service）がA~Fの6段階で設定されている（表-2.3）．例えば，計画対象とする道路

のLOSの目標値をB，基本自由速度を40 mi/hとすると，旅行速度の目標値は27 mi/h以上であると

考えることが可能である．基本自由速度は道路構造・交通運用に応じて算出されるものであるが，

計画対象の道路のLOSをいくつにすべきか，どのように設定するかは明確にされていない．おそ

らく，道路網計画をはじめとする上位計画により道路の位置づけに応じたLOSを設定しているこ

とが想定される． 

表-2.3 サービスレベルの基準(TRB, 2016) 

 

 

ドイツの交通ネットワーク計画指針RIN(FGSV，2008)は，道路ネットワークが大都市，中核都

市，生活圏などの様々な規模の拠点間を連絡する役割を持つとし，拠点はその役割や規模，重要

度などによってレベル分けされ，そのレベルに応じて拠点間の目標旅行時間を設定している．つ

まり，道路の機能（役割）を明確にし，その役割に応じて目標を設定しているものである．この

計画指針においては，拠点間の目標旅行時間がどのように設定されたかは明記されておらず，基

本的には道路の上位計画に基づくものであると考えられる．また，日本においては機能階層型道

路ネットワーク計画のためのガイドライン（案）（以降，ガイドライン）(交通工学研究会，2018)

の中で，拠点の階層と拠点間の連絡レベルに応じて目標旅行時間を設定している．ガイドライン

は，RINの考え方を参考にしている部分が多くあることから，RINと同じように設定されている．

この目標旅行時間の設定も国土のグランドデザイン2050(国土交通省，2014)の考え方を参考とす

るなど，道路の上位計画に基づき設定されている． 
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表-2.4 目標旅行時間(交通工学研究会，2018) 

 

上位計画によらず旅行速度の目標値を設定する研究事例として，道路利用者のニーズにより設

定する手法(船田ら，2011)が提案されている．この手法では，道路利用者に対してアンケート調

査を実施し，都市内の拠点施設への移動距離と理想的な旅行時間に関して回答を得ることで，道

路利用者の希望旅行速度を把握し，その希望旅行速度に応じてサービス水準目標を設定するもの

である．移動距離とサービス水準に応じて理想とする旅行速度が設定可能となるが，アンケート

の回答の精度（特に，移動距離）やドライバー属性によっても値が大きく変わるものである．ま

た，医療施設に対する旅行速度の目標値として，カーラーの救命曲線を参考に設定した事例（鈴

木ら，2020）もある． 

このように，旅行速度（旅行時間）の目標設定は，基本的には道路の上位計画を基に設定され

ている状況であり，上位計画がない場合においては任意の値を設定している状況であることが確

認された．我が国において上位計画で目標旅行時間を設定している事例として静岡30（サーティ）

構想(静岡県，2011，2013)があり，これは静岡県内の「地域の中心都市に30分で移動できる道路ネ

ットワークの確立を目指す」ことを目的としている．しかし，国内の多くの上位計画（例えば，

愛知県，2020，岐阜県，2015）では，道路ネットワークの拡充を目標とした整備にとどまってお

り，○分以内で移動できるといった目標旅行時間（目標旅行速度）の設定がなされていないのが

現状である．そのため，上位計画に頼らずとも道路の性能目標を決定する手法の確立が望まれる． 
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2.3.2 将来交通量の推計 

ここでは，将来交通量の推計に関連する分析や研究を整理する．将来交通量の推計にあたって

は，まず現状の道路交通状況の調査が必要である．我が国では，5年に一度道路交通センサスとし

て，交通量，旅行速度，道路状況及びOD等の交通データを収集しており，将来交通量の推計の下

となるデータを構築している．国土交通省(上坂ら，2011)では，今後の調査体系として，交通量お

よび旅行速度は常時観測（連続観測）を基本とし，常時観測機器の設置や一般車のプローブデー

タの活用により，効率的かつ連続的な交通量・旅行速度データの収集を行う方針を示している．

また，自動車起終点調査（OD調査）に関しては，特に現況分析や道路事業評価で用いるOD表の

作成はETCプローブを活用し，既存の調査から切り替えていく方針が示されている(国土交通省，

2018)．さらに，OD表構築に向けた検討(国土交通省，2020)やOD交通量逆推定手法の検討(国土交

通省，2020)が進められており，2025年度を目途にETC2.0プローブ等を活用したODの常時観測方

法の確立に向けて研究が進められている．目指すべき性能照査型道路計画手法では，より正確で

連続的なデータが求められており，このような調査体系により実現の可能性が高まると言える． 

将来交通量の推計手法は，現在は日交通量配分を行っているが上記のような豊富なデータが入

手可能となる場合，より細かい時間単位での正確な交通量配分が実施可能となりうる．時間交通

量配分や時間帯交通量配分に関しては，古くから研究が進められており，例えば藤田ら(藤田ら，

1988)は，1日の交通網交通流の時間変動を再現できる時間帯交通量配分モデルを開発し，その実

用性を検討している．この手法は，交通流の時間変動を考慮できるよう1時間ごとに交通量推計

を行い各時間帯の交通量の合計によって求めた日交通量が，日交通量配分によって求めた値より

も精度よく再現できていることを示した．また，井上・高山(井上・高山，1995)は，これまで静的

に扱われていた信号交差点を組み込んだ時間交通量配分の動的化を行い，より微小なOD交通量

（10分間OD）を用いた交通量配分を可能にしている．その結果，時間経過に伴う渋滞長の延伸や

解消が表現でき，またボトルネック交差点の信号現示の改良の効果を定量的に示すことが可能と

なった．このように，より細かい時間単位での交通量配分に関して研究がおこなわれているが実

際の道路計画の場面で使用されておらず，特定の渋滞箇所における整備効果を示す目的などで活

用されてきている．今後，調査体系の刷新により豊富な交通データが入手可能になると道路計画

の場面での適用が加速することが予測される．また，イングランド(highways england,2020)では，

日本とは異なり年平均時間交通量（AAHT：Annual Average Hourly Traffic）を推計している．求め

たAAHTに対して，交通条件，平日休日別に設定されるHourly Flow Groupに応じて係数を乗じる

ことで，Ordinary flow group(off-peak)，Adjacent-to-peak flow group，AM Peak flow group，PM Peak 

flow groupの交通量グループをそれぞれ設計時間交通量として用いることで，8760時間の交通状

況を表現することを可能にしている． 

交通流シミュレーションは，交通量配分時で検討する道路ネットワークよりも詳細な道路ネッ

トワークの解析に用いられており，車両1台1台の動きを微小な時間単位で追うことが可能である．

交通量配分と交通流シミュレーションを結合した方法として，溝上・中山(溝上・中山，2005)は
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ミクロ交通流シミュレーションを用いてリンクコスト関数を推定し，推定したリンクコスト関数

を用いた時間帯別交通量配分に基づき将来交通量を予測している．ミクロ交通流シミュレーショ

ンを用いて推定してリンクコスト関数を用いることにより，ピーク時間，オフピーク時，および

12時間合計の将来交通量の精度が高くなることが確認された．つまり，将来交通量を算出する際

のリンクコスト関数の設定が，交通量推計の精度と直結しており，詳細な道路ネットワークの考

慮が求められていると言える． 

このように，目指すべき性能照査型道路計画手法で検討している将来交通量の推計が行えるよ

うに調査体系や交通量の推計手法などの構築が進められているものの，道路計画手法そのものへ

の導入は不確かな部分が多いのが現状である． 

2.3.3 道路構造・交通運用に応じた交通性能の推定 

(1) 諸外国の道路計画時に使用される交通性能の推定手法 

アメリカの道路の費用便益分析マニュアルであるUser Benefit Analysis for Highways 

(AASHTO，2003)では，道路事業を「車線の増設 “ADDITIONA LANES”」，「道路の新設 “NEW 

HIGHWAY”」，「交通制御 “TRAFFIC CONTROL”」，「信号システム “SIGNAL SYSTEMS”」，「高

度交通システムへの改良 “INTELLIGENT TRANSPORT SYSTEMS IMPROVEMENTS”」，「料金

および規制政策 “PRICING AND REGULATORY POLICIES”」等に区分し，各事業における評

価方法を提示している．ここでは，「車線の増設 “ADDITIONA LANES”」を例に旅行速度の推

定手法について概説する．車線の増設の事業については，Highway Capacity Manual 2000(TRB，

2000)のワークシートを用いて道路区間の速度を算出することが示されている．しかしながら，

単純な車線の増設プロジェクトの際には，簡便な手法として式(2.14)のBPR(Bureau of Public 

Roads，1964）式や式(2.15)の交通量-旅行時間関係を用いることとしている． 

𝑡 𝑣 𝑡 1 𝑎
𝑣
𝑐

 (2.14) 

𝑡
𝑣
𝑐

2 𝑎 1
𝑣
𝑐

2𝑎 1
2𝑎 2

𝑎 1
𝑣
𝑐

2𝑎 1
2𝑎 2

 (2.15) 

ここに，𝑡 𝑣 は交通量𝑣の時の旅行時間[min]，𝑡 は自由旅行時間[min]， は交通量交通容量

比，𝑎, 𝑏はパラメータ（𝑎, 𝑏 0），である． 

表-2.5に，一般的に式(2.14)で用いるパラメータを掲載する．道路の種別及び沿道状況に応じ

て異なる値が設定されていることがわかる． 
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表-2.5 交通量-旅行時間関係の典型的なパラメータ(AASHTO，2003) 

 

また，ここでは示していないが道路事業の種類に応じて式(2.14)に用いるパラメータの設定

を変えて，その道路事業の特徴を反映できるようにしている． 

HCM 6th Edition(TRB，2016)では，道路の種類を「中断されない交通流 “UNINTERRUPTED 

FLOW”」，「中断のある交通流 “INTERRUPTED FLOW”」の別に大きく区分し，それらに応じ

て，計画段階における旅行速度を推定し，性能の評価を行うことを提案している．ここでは，

「中断されない交通流 “UNINTERRUPTED FLOW”」の都市内街路の計画段階における旅行速

度の検討部分を概説する． 

Step1: 道路構造・交通運用に応じた自由速度 𝑆 の設定 

Step2: 交通量および交差点遅れを考慮した旅行速度 𝑆 ,  の設定 

Step1: 道路構造・交通運用に応じた自由速度 𝑆 の設定 

道路の構造条件に応じた基本自由速度𝑆 と信号間隔の補正係数𝑓 を用いて，式(2.16)のとお

り自由速度を設定する．表-2.6に各補正係数の値を示す． 

𝑆 𝑆 ∙ 𝑓 𝑆  (2.16) 

𝑓 1.02 4.7
𝑆 19.5

𝑚𝑎𝑥 𝐿 , 400
1.0 (2.17) 

𝑆 𝑆 𝑆 𝑓 𝑓 𝑓  (2.18) 

𝑆 25.4 0.47𝑆  (2.19) 

ここに，𝑆 は都市内街路の自由速度[mi/h]，𝑓 は信号間隔の補正係数[mi/h]，𝐿 は隣接信号交

差点間の間隔[ft]，𝑆 は都市内街路の基本自由速度[mi/h]，𝑆 は基本自由速度の補正値[mi/h]，

𝑆 は速度定数[mi/h]，𝑓 は道路断面の補正係数[mi/h]，𝑓 はアクセスポイントの補正係数[mi/h]，

𝑓 は路上駐車の補正係数[mi/h]，𝑆 は指定 高速度，である． 
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表-2.6 基本自由速度の補正係数(TRB, 2016) 

 

 

Step2: 交通量および交差点遅れを考慮した旅行速度𝑆 , の設定 

Step1で求めた𝑆 を用いて，交通需要や右左折車両による遅れを考慮した道路区間の旅行時

間の算出を行う． 

交通量および交差点の遅れを加味した旅行速度は，式(2.20)に基づき算出する． 

𝑆 ,
3,600𝐿

5,280 𝑡 𝑑
 (2.20) 

ここに，𝑆 , は道路区間の直進車両の旅行速度[mi/h]，𝐿は道路区間延長[ft]，𝑡 は道路区間

の旅行時間[s]，𝑑 は直進遅れ[s/veh]，である． 

𝑡 は交通状況を考慮した旅行時間に，交差点の制御形式，接続道路の出入り，路上駐車によ

る遅れを加えたものである．また，𝑑 は車線構成（例えば，直進車線，左直車線，右直車線な

ど）によって直進車両の走行が阻害される際に発生する遅れを表現している．これにより得ら

れる時間交通量-速度関係は図-2.6のとおりである． 

HCM 6th Editionおける計画段階の旅行速度推定手法は，指定 高速度，中央分離帯，アクセ

スポイント，路上駐車，信号交差点，交差点の制御形式等の実際の道路の状況を詳細に考慮し

たものとなっている． 
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図-2.6 時間交通量-速度関係(TRB，2016) 

 

イングランドでは，計画段階の旅行速度推定について費用便益分析の用いるソフトウェ

ア”COBA2020(highways england，2020)”に詳細に記載がある．ここでは，COBA2020を用いて

イングランドにおける計画段階の旅行速度推定手法について概説する． 

COBA2020の旅行速度の推定は以下の手順に基づき行われる． 

Step1: 道路種別（Road Class）の設定 

Step2: 道路種別に応じた道路構造・交通運用を考慮した交通量-速度関係の設定 

 

Step1: 道路種別（Road Class）の設定 

計画対象とする道路の道路種別を表-2.7に基づき設定する． 

Class1～6: 使用対象とする指定 高速度の制限がなく自動車専用道や多目的の一般道路 

Class7,8: 指定 高速度48 km/hが適用される大きな都市や都市部の道路 

Class9: 指定 高速度48 km/hや64 km/hが適用される小さな町村の道路 

Class10: 指定 高速度64 km/hが適用される町や都市郊外の主要幹線道路 

表-2.7 道路種別の一覧 
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Step2: 道路種別に応じた道路構造・交通運用を考慮した交通量-速度関係の設定 

Step1で設定した道路種別(Road class)別に交通量-速度関係を定め，さらにそれぞれ影響する

道路構造・交通運用および道路構造・交通運用の影響度合いが設定されている．道路構造・交

通運用は，道路の屈曲性，丘陵性，視距，道路幅員，大型車混入率などがあり，様々な道路構

造・交通運用に対応できるようになっている．ここでは，代表してClass 7,8の交通量-速度関係

の設定について紹介する． 

Class 7,8は，人口が70,000人以上の町や指定 高速度48 km/hを適用する都市に用いる交通量

-旅行速度関係である．基本的な交通量-旅行速度関係は，式(2.21)に示すとおりである． 

𝑣 𝑣 30 ∙
𝑄

1000
 (2.21) 

ここに，𝑣は平均旅行速度[km/h]，𝑄は交通量[vehs/h/3.65m lane]，𝑣 は道路種別Class 7,8の自

由流速度（𝑣 の 大値は指定 高速度とする），である． 

また，Class 7,8での現実的な 大交通量𝑄 は800[vehs/h/3.65m lane]とし， 小旅行速度速度

は実観測データを基に，Class7は25 km/h，Class8は15 km/hとしている． 

Class 7の自由流速度は，式(2.22)で表現される． 

𝑣 64.5
𝐷𝐸𝑉𝐸𝐿

5
km/h  (2.22) 

ここに，𝐷𝐸𝑉𝐸𝐿は都市の道路ネットワークに占める道路の間口開発率[%]を指し，オフィス

や住宅開発は100%，オープンスペースは0%として定義している．𝐷𝐸𝑉𝐸𝐿は通常50%~90%の範

囲であり，平均は80%である． 

Class 8の自由流速度は，式(2.23)で表現される． 

𝑣 39.5 5 ∙
𝐼𝑁𝑇

4
 (2.23) 

ここに，𝐼𝑁𝑇は主要道路ネットワークの交差点の密度[number/km]，である．𝐼𝑁𝑇は一般的に

1kmあたり2~9の範囲で，平均は4.5となっている．仮に，𝐼𝑁𝑇が2未満の値である場合は，道路

種別をCentral からNon-Centralに変更をする必要がある． 

図-2.7に典型的なRoad Class 7,8の交通量-速度関係を示す．同じ道路種別の中であっても，

𝐷𝐸𝑉𝐸𝐿や𝐼𝑁𝑇に応じて様々な道路に対する交通量-速度関係を設定することができることが確

認された． 
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図-2.7 典型的なRoad Class7,8の時間交通量-速度関係(highways england，2020) 

 

(2) 交通性能の推定手法に関する諸研究 

旅行速度照査に用いる推定旅行速度の算出のために，交通性能の推定方法に関して既往研

究方法を整理する．Hong and Oguchi(Hong and Oguchi，2007)は，高速道路を対象に縦断勾配や

曲率半径などの道路幾何構造と実勢速度の関係について分析し，曲率半径が大きくなると実

勢速度が低下している傾向を明らかにした．また，気象条件が交通予測の精度に与える影響を

分析した研究(洪・大口，2006，Lykourgos et al，2012)もあり，雨天時などは速度の低下を引き

起こすことも知られている．小型車の速度は大型車の速度に比べて縦断勾配の影響を大きく

受けない(Leisch and Leisch，1977)ことも知られており，道路構造条件と車種は旅行速度に強く

影響していることがわかる．また，稲野ら(稲野ら，2006)は，往復分離2車線の都市間高速道路

の交通量-速度関係に対する影響要因を分析し，往復分離2車線の性能曲線（交通量-速度関係）

を設定した．さらに，国際交通安全学会の報告書(IATSS，2007)では，上流下流側の線形条件

を考慮した交通量-速度関係のモデルを構築している．これらより，高速道路及び自動車専用

道に関しては，主に車種や道路構造，天候が旅行速度に与える影響が大きいことが確認される． 

一般道の旅行速度に関しては，道路構造条件と旅行速度の関係に着目して，道路交通センサ

ス等を用いて旅行速度が50 km/hを達成している区間における道路構造等の共通条件を整理し

た分析がある(下川ら，2018)．この研究により，山地部で線形不良などの固有の道路構造上の

課題を除き表-2.8に示す共通条件を満たす道路区間は，旅行速度が50 km/hを達成することが

示された．これにより，対象道路区間の旅行速度を直接取得することなく，対象道路区間の道

路構造条件と表-2.8の共通条件との対比により，旅行速度の達成の可否を判断することが可能

となる．同様の分析をすることにより指定の旅行速度を実現する共通条件を明らかにするこ

とも可能と言える． 
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表-2.8 旅行速度50km/hを実現する共通条件(下川ら, 2018) 

 

 

Lum et al(Lum et al，1998)は，シンガポールの放射道路，環状道路，幹線道路に対して信号

交差点数と信号交差点の遅れを考慮した旅行速度-交通密度モデルを開発した．道路の種類に

応じて信号機が旅行速度に与える影響が異なり，旅行速度-交通密度モデルのパラメータが変

化していることが確認された．また，栗林ら(栗林ら，2016)は各道路構造・交通運用が旅行速

度の分散に及ぼす影響を分析している．信号交差点密度，沿道状況，車線数，指定 高速度，

道路種別，道路幅員が旅行速度に与える影響を把握するとともに，特に分散に関しては信号交

差点密度が強く影響することを明らかにした． 

吉田・原田(吉田・原田，2002)は，均衡配分に用いるBPR式に関して，信号交差点の影響を

考慮したBPR式のパラメータ推定を行い，リンクコスト関数に信号交差点密度を組み込むこと

よりも，リンクコスト関数に信号交差点での平均的な遅れを別途加算することで旅行時間の

精度を高め，実務での扱いが容易となることを示した．さらに，交通量配分におけるQ-V関係

の設定方法に関して，松井・藤田(松井・藤田，1986，松井・藤田，1988)は，信号交差点密度，

指定 高速度等を考慮して一般道路における時間単位の交通量-速度関係のモデル化を行い，

モデル式と交通量の時間変動パターンの分散から日単位の交通量-速度関係（自由速度𝑉 と傾

き）を導いている．ここで求めたQ-Vを用いて配分日交通量を算出し，実交通量との適合度の

比較から新しい手法で適合度が上がることを示した．Akandwanaho et al(Akandwanaho et al，

2019)は，幹線街路を対象に信号交差点間隔，信号サイクル長，オフセットと交通量の違いが

幹線道路の交通量-旅行速度関係に与える影響に関して分析を行っている.その結果，交差点間

隔が短くなるほど，サイクル長が長いほど交通量が少ない状況下でも旅行速度が低下するこ

となど，交通運用要件と旅行速度の関係を詳細に分析している．早河・中村(早河・中村，2009)

は，通過車両の走行性に大きく影響を与える沿道アクセス交通に着目し，旅行速度を用いて道

路交通の質の評価を行った．沿道アクセスの程度に応じて実現する交通状況に関してミクロ

交通シミュレータを用いて再現し，旅行速度の解析を行った．その結果，アクセス口数， 小

車庫車頭時間，自由速度などを説明変数として重回帰分析により交通量-速度関係のモデル化
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を行った． 

このように交通性能の推定に関しては，様々な道路構造・交通運用条件，気象条件を考慮し

た手法が検討されている．また，日本独自の手法ともいえる日交通量-速度関係についても道

路の構造条件を考慮した時間交通量-速度関係を基に作成した日交通量-速度関係が提案され

ている．しかしながら，従来の道路計画手法においてこれらが用いられてはおらず，実用に至

っていない状況である． 

2.3.4 まとめ 

ここでは，道路計画手法の各項目に関する既往研究や国外における交通性能の推定手法につい

て整理した．交通性能の目標設定に関しては，いくつかの自治体の上位計画で目標が設定されて

いる事例が出てきているものの，以前多くの自治体で明確に目標が設定されていない状況を確認

した．また，目標の設定方法に関しても経験的な方法によるものが多く，目標設定の妥当性を把

握できるものではないことが確認された．将来交通量の推計に関しては，従来の手法である日交

通量配分から時間交通量変動を考慮できる時間帯配分や交通流シミュレーションを活用した手

法など様々研究が進められている．これらの研究の進展は，現在の道路状況のデータの収集状況

（日単位，時間単位，1日，年間など）によっても影響を受けることとも確認された．そのため，

より精度の高い将来交通量の推計を行うには，道路交通センサスをはじめとした調査体系の見直

しから推定手法の構築まで多岐にわたることが明らかとなった． 

諸外国における計画段階における交通性能の推定手法について，アメリカ，イングランドを例

にレビューを行った．アメリカでは，HCM 6th Editionの方法に基づき交差点間隔や沿道施設の影

響などを加味した時間交通量-速度関係により旅行速度の推定を行っている．しかし，費用便益分

析の際などには簡便な手法としてBPR式によって計算をするなど，使い分けがされていることが

確認された．イングランドでは，道路の種別に応じて時間交通量-速度関係を導出するための影響

要因を変えていることが確認された．例えば，高規格の幹線道路などでは縦断勾配や平面線形に

などの道路幾何構造の影響を考慮し，市街地部の道路などでは，沿道出入や信号交差点といった

周辺道路状況の影響を考慮するなど，様々な道路構造・交通運用に対応した時間交通量-速度関係

となっている．アメリカやイングランドの手法は，時間交通量-速度関係を用いており，かつ様々

な道路構造・交通運用を表現できる工夫がされていることが特徴といえる．しかしながら，諸外

国の手法は，それぞれの国の道路計画手法に沿った推定手法であるため，そのまま日本に適応す

ることは難しく，適用する場合でも日本の交通状況に合わせてパラメータ等の再設定が求められ

る． 

交通性能の推定に関する諸研究からは，高速道路は，車種や幾何構造，気象条件が旅行速度に

強く影響することが確認された．一般道路に関しては，交差点や沿道出入等が交通性能に与える

影響が大きく，交通容量や旅行速度の低下要因となっていることが確認された．しかしながら，

従来の道路計画手法で用いられる交通量-速度関係とは集計単位（日単位と時間単位）が異なって
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おり，既往研究における推定手法をそのまま従来の道路計画手法に用いることができない状況で

あることから，道路構造・交通運用に応じた従来の道路計画手法にも適用できる交通性能の推定

手法が求められている． 

 

2.4 本研究の位置づけ 

ここまで，目指すべき性能照査型道路計画手法の理想像を示すとともに，従来の道路計画手法

における課題を整理した．また，道路計画手法の各項目における国内外の既往研究をレビューし

た．従来の道路計画手法の大きな課題は，旅行速度の照査が全く含まれていない点である．しか

し，既往研究の整理からもわかるとおり，いくつかの地域においては計画時に目標すべき旅行時

間を上位計画で設定している事例(静岡県，2011)や一般道路の交通性能の推定方法に関して研究

が進んいることがわかる．また，旅行速度照査を取り入れた道路計画手法に関して，交通工学研

究会よりガイドライン(交通工学研究会，2018)が発行されており，図-2.8の道路のネットワーク計

画の流れが提示されている．図-2.8の道路ネットワーク計画の流れでは，まず道路の機能階層と

性能目標の設定として，拠点間（OD間）の連絡性能目標（目標旅行時間），道路の機能階層と性

能目標（目標旅行速度）を設定する．その後，現況道路ネットワークの性能照査として旅行速度

の照査を実施し，性能目標達成に向けた改善方針の検討，性能目標の達成可能な改善計画（案）

の作成を行うこととしている．ガイドラインの手法では性能目標を用いて照査をしており，従来

の道路計画手法に旅行速度の照査が組み込まれている． 

実際にこのガイドラインに基づくフローやその他手法に基づき旅行速度照査を実践した実務

研究が数多く行われている．表-2.9にそれらの実践的な研究例の一覧を示す．これらの実践的な

研究は，日本全国各地を対象に道路の目標の設定から改善計画（案）の検討まで幅広く行われて

いる．しかしながら，「改善計画（案）の策定」まで行われているものがまだわずかであることや

改善計画（案）の策定がされているもののその効果について定性的にしか示されていないものが

多くみられる．また，これらの分析は既存の道路に対して行われているものであり，新設の道路

で同様の検討が行えるかについては定かではない．これは，改善計画（案）で検討した対策の効

果が定量的に示されていないこと，新設される道路の交通条件などが明らかでなく検討ができな

いことに起因していると考えられる． 
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図-2.8 道路の交通性能を照査する道路ネットワーク計画の流れ(交通工学研究会，2018) 

 

表-2.9 旅行速度照査を取り入れた道路計画・設計に関する実践的な近年の研究例の一覧 

筆者 年 
道路の機能階層と

性能目標の設定 

性能照査の実施 
性能照査

Check
改善方針の検討

Act
改善計画（案）の策定

Plan 
立松ら，2017 ○ ● ○ - 
山川ら，2017 ● - - - 
大久保ら，2017 ○ ● ○ - 
齊藤ら，2017 ○ ● ○ - 
山川ら，2018 ○ ● ○ ○ 
岩澤ら，2020 ○ ○ ● ○ 
加藤ら，2020 ○ ● ○ - 
大久保ら，2020 ○ ● ○ ○ 
鈴木ら，2020 ● ○ ○ - 
神戸ら，2020 ● - - - 

凡例：●：重点的に実施，○：実施，-:未実施 

 

このように，図-2.8の概略のフローだけでは，実務で適用することはできずまた，各検討時に

使用される手法も確立されてものではないことが確認された．しかし，従来の道路計画手法に旅

行速度の照査を組み込むことが喫緊に抱える道路の課題を解決する道路計画を検討することが

可能となると考えられる． 
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以上を踏まえ，本研究では，従来の道路計画手法をベースに旅行速度の照査を組み込んだ図-2.8

より詳細な計画手法を提案する．さらに，提案する道路計画手法を行うために必要な，目標旅行

速度の設定手法，交通性能の推定手法の開発を行う．提案する道路計画手法のイメージを図-2.9

に示す．従来の道路計画手法をベースとしながらも，旅行速度の照査を行う為に将来交通量の推

計を断面単位から方向別へ変更することや，道路構造・交通運用に応じた日交通量-速度関係の

導入によるより詳細な交通性能の推定等を行う． 

 

 

図-2.9 提案する性能照査型道路計画手法のフロー（設計交通量：計画通量） 
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第3章 交通性能照査のための目標旅行速度設定手法および交通

性能推定手法の検討 

第2章にて示した本研究で提案する性能照査型道路計画手法で用いる目標旅行速度の設定手法

の開発と交通性能推定手法（時間交通量-速度関係）の検討を行う．提案する性能照査型道路計画

手法における本章で開発・検討する各手法の位置づけは，図-3.1に示す青及び赤の着色部分であ

る．目標旅行速度は，任意の道路ネットワークに対して検討対象の道路区間が，旅行時間や旅行

コストの各々の観点で利用される必要条件を明らかにし，必要条件のうち旅行速度を性能目標と

することで設定する．また，本研究では交通性能として旅行速度を取り扱うことから，特に街路

において旅行速度へ与える影響が大きいと考えられる信号交差点，沿道出入と旅行速度の関係を

分析し，これらの影響分析結果を踏まえて考慮すべき道路構造・交通運用を設定し，それらが反

映可能となる交通性能推定手法を検討する． 

 

 

図-3.1 提案する性能照査型道路計画手法のフローと3章の位置付け 
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3.1 道路の目標旅行速度設定手法の開発 

3.1.1 目標旅行速度を設定するための仮説および計算条件 

(1) 仮想道路ネットワークの設定 

本分析では，図-3.2に示す道路ネットワークを仮定する．このネットワーク上に，起点𝑖から

終点𝑗に向かうODを設定し，起終点を一本の道路で結ぶ「一般道路経路」と起点からラインホ

ール道路とアクセス/イグレスの道路を利用して終点に向かう「ラインホール道路経路」の2つ

の経路を想定する．本手法では，任意の道路ネットワークにおいて，一般道路経路ではなくラ

インホール道路経路が使用されるために必要な旅行速度を目標旅行速度と定義する． 

 

 

図-3.2 仮想ネットワーク 

ここに，𝑋 , 𝑋 , 𝑋 , 𝑋 は，それぞれ起終点間距離，アクセス距離，ラインホール距離，イ

グレス距離，𝑣 , 𝑣 , 𝑣 , 𝑣 はそれぞれ一般道路の旅行速度，アクセス道路の旅行速度，ラ

インホール道路の旅行速度，イグレス道路の旅行速度である． 

次に，ネットワークの特性を表現する変数として，式(3.1)，式(3.2)に示す変数𝛼, 𝛽を定義す

る．𝛼, 𝛽は図-3.3に示す． 

𝛼
𝑋 𝑋 𝑋

𝑋
1.0 𝛼  (3.1) 

𝛽
𝑋

𝑋 𝑋 𝑋
0 𝛽 1.0  (3.2) 

ここに，𝛼はラインホール道路経路の総走行距離に対する一般道路経路の距離の比（以降，迂

回率），𝛽はラインホール道路の距離に対するラインホール道路経路の総走行距離の比（以降，

ラインホール距離比），である． 

これにより，任意のOD間のネットワーク形状について分析を行うことが可能となる． 

 

イグレス速度Ve

終点j

起点i

イグレス距離
Xe

アクセス距離
Xa アクセス速度Va

ラインホール速度Vl

⼀般道路速度Vij

拠点間距離
Xij

ラインホール距離
Xl 

アクセスポイントアクセスポイント

⼀般道路
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 𝛼 1.5 𝛼 1.2 

𝛽 0.5 

  

𝛽 0.8 
 

図-3.3 道路ネットワーク形状 

 

(2) 経路評価指標の設定 

本分析では， 短旅行時間と 小旅行コストの2つの指標を用いて，各経路を評価する． 

A) 最短旅行時間経路 

ラインホール道路を利用する経路が 短旅行時間経路となることを仮定すると，条件式は

式(3.3)で表される． 

𝑋
𝑣

𝑋
𝑣

𝑋
𝑣

𝑋
𝑣

 (3.3) 

𝑣 , 𝑣 , 𝑣 𝑣  (3.4) 

また，簡単のために𝑣 𝑣 とし，一般道路とラインホールとの間で速度の逆転が生じない

という条件として，式(3.4)を与えている． 

なお，一般的に道路ネットワークにおいては道路間の接続箇所には交差点やインターチェ

ンジ等が存在し，道路間の移動時に遅れを伴うため，本分析で扱う旅行速度は，道路間の移動

の遅れも含めた旅行速度を指すこととする．図-3.4に，各経路の総走行距離と総旅行時間の関

係の模式図を示す．横軸が総走行距離，縦軸が総旅行時間となっており，縦軸からの傾きが旅

行速度を表す．図-3.4では，一般道路を利用する経路の方がラインホールを利用する経路より

総旅行時間が短いため，このネットワーク形状および旅行速度（道路ネットワーク条件）であ

れば一般道路経路を利用すると考えられる． 

 

Xij

Xl 

Xa
Xe

Xij

Xl 
Xa Xe

Xij

Xl Xa Xe

Xij

Xl Xa Xe
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図-3.4 総走行距離と総旅行時間の関係 

 

式(3.1)と式(3.2)で示した𝛼と𝛽の2変数を用いることで，式(3.3)を式(3.5)で示すことができる． 

𝛼 1 𝛽
𝑣

𝛼𝛽
𝑣

1
𝑣

 (3.5) 

𝑣 𝑣 𝑣  (3.6) 

ここに，𝑣 はアクセス道路とイグレス道路の旅行速度が同じである場合のアクセス/イグレ

ス道路の旅行速度，である． 

 

B) 最小旅行コスト経路 

各道路の旅行コストは，式(3.7)により算出する． 

𝐶𝑜𝑠𝑡 𝐵𝑇 𝐵𝑅 𝐵𝑡𝑜𝑙𝑙  (3.7) 

ここに，𝐶𝑜𝑠𝑡 は道路𝑥 𝑖𝑗, 𝑎, 𝑙𝑖𝑛𝑒, 𝑒 の旅行コスト[円/年]，𝐵𝑇 , 𝐵𝑅 , 𝐵𝑡𝑜𝑙𝑙 は道路𝑥の総走

行時間費用，総走行経費，有料道路通行料，である． 

ラインホール道路を利用する経路が 小旅行コスト経路となると仮定すると，その条件は

式(3.8)で表される． 

𝐶𝑜𝑠𝑡 𝐶𝑜𝑠𝑡 𝐶𝑜𝑠𝑡 𝐶𝑜𝑠𝑡  (3.8) 

ここに，𝐶𝑜𝑠𝑡 , 𝐶𝑜𝑠𝑡 , 𝐶𝑜𝑠𝑡 , 𝐶𝑜𝑠𝑡 はそれぞれ一般道路，アクセス道路，ラインホール

道路，イグレス道路の旅行コスト[円/年]，である． 

また，式(3.8)は簡便のため式(3.9)に変形して使用する． 

総⾛⾏距離

総旅⾏時間

⼀般道路
ラインホール

道路
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𝐶𝑜𝑠𝑡 𝐶𝑜𝑠𝑡 𝐶𝑜𝑠𝑡  (3.9) 

ここに，𝐶𝑜𝑠𝑡 はアクセス/イグレス道路の旅行コストであり，アクセス道路の旅行コスト

とイグレス道路の旅行コストの和（𝐶𝑜𝑠𝑡 𝐶𝑜𝑠𝑡 ），である．また，この時，アクセス/イグレ

ス道路の旅行速度を𝑣 𝑣 𝑣 ，アクセス/イグレス道路の延長を𝑋 𝑋 𝑋 ，とする． 

𝐵𝑇, 𝐵𝑅は費用便益分析マニュアル(国土交通省，2018)を踏まえて式(3.10)，式(3.11)により算

出する．本分析では，乗用車のみを対象とする． 

𝐵𝑇 𝑄 𝑇 𝜏 365 (3.10) 

𝐵𝑅 𝑄 𝑋 𝜑 365 (3.11) 

ここに，𝑄 は道路𝑥における乗用車の交通量[台/日]，𝑇 は道路𝑥における乗用車の走行時間[分]，

𝜏は乗用車の時間価値原単位[円/分・台]，𝑋 は道路𝑥の延長[km]，𝜑 は道路𝑥における乗用車の

走行経費原単位[円/台・km]，である. 

𝐵𝑡𝑜𝑙𝑙は有料道路通行料であり，式(3.12)により算出する． 

𝐵𝑡𝑜𝑙𝑙 𝑄 𝑡𝑜𝑙𝑙 365 (3.12) 

ここに，𝑡𝑜𝑙𝑙 は道路𝑥の通行料[円/台]，である． 

式(3.13)と式(3.14)は，それぞれ𝑇 と𝑋 を式(3.3)に示す変数で表したものである． 

𝑇

⎩
⎪
⎨

⎪
⎧ 𝑋

𝑣
 一般道路経路

𝑋
𝑣

,
𝑋
𝑣

,
𝑋
𝑣

ラインホール道路経路

 (3.13) 

𝑋
𝑋  一般道路経路

𝑋 , 𝑋 , 𝑋 ラインホール道路経路
 (3.14) 

これにより旅行コストによる分析においても旅行速度及びネットワーク形状に感度がある

ことがわかる． 

3.1.2 任意の道路ネットワークの目標旅行速度の設定手順 

3.1.1に示した計算条件を基に，任意の道路ネットワークの目標旅行速度の設定手順を提示する．

本手順においては，対象道路に対して(1)~(3)の状況下における目標旅行速度の設定について述べ

る． 
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(1) 地域の上位計画により対象道路の性能目標が設定されている場合 

都道府県や市町村の上位計画に対象道路や対象拠点間に対する性能目標（目標旅行時間な

ど）が設定されている場合，その上位計画を基に目標旅行速度𝑣 を設定することが望まし

い．上位計画に道路の性能目標が設定されている例として，静岡30「サーティ」構想(静岡県，

2011)がある．静岡30「サーティ」構想とは，「静岡県内に住む人が地域の中心都市と高規格幹

線道路のインターチェンジに30分以内で到達できる道路網の確立を目指す．」とされており，

対象拠点間（ここでは，自宅から地域の中心都市もしくは高規格幹線道路のインターチェンジ）

の目標旅行時間が設定されている． 

 

(2) 2階層の上位階層の道路が対象道路である場合 

図-3.2の道路において上位階層の道路（ラインホール道路）を利用する経路を選択するため

に必要なラインホール旅行速度を把握する．式(3.5)をラインホール旅行速度について変形をす

ると，式(3.15)となる． 

𝑣
𝛼𝛽

1
𝑣

𝛼 1 𝛽
𝑣

(3.15) 

ここに，𝑣 は下位のラインホール旅行速度の下限値，である． 

この式により，ネットワーク形状（𝛼 , 𝛽）と一般道路の旅行速度，アクセス/イグレス道路

の旅行速度を与えることで，上位階層の道路を利用する経路を選択するためのラインホール

旅行速度の下限値を算出できる．すなわち，目標旅行速度𝑣 は，式(3.16)のように表せる． 

𝑣 𝑣 (3.16) 

 

(3) 3階層のうち中間階層の道路が対象道路である場合 

対象道路に対して上位階層の道路が存在する場合（例えば，図-3.5）の性能目標設定手法を

検討する．このとき，起点aから終点bに対する経路として，道路1を下位の一般道路，道路2を

下位のラインホール道路とし，起点cから終点dに対する経路として道路2を上位の一般道路，

道路3を上位のラインホール道路と仮定する． 
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図-3.5 対象道路の階層に対して上位の階層の道路が存在するネットワークイメージ 

 

下位のラインホール（道路2）旅行速度の下限値𝑣 は，起点aから終点bの経路の道路ネッ

トワーク条件を用いて式(3.14)により算出される． 

次に，上位のラインホール（道路3）旅行速度の下限値𝑣 は，下位のラインホール（道路

2）旅行速度の下限値𝑣 を上位の一般道路（道路2）の旅行速度𝑣 と仮定し，その値と起点c

から終点dの経路の道路ネットワーク条件を式(3.15)に代入して得られる旅行速度の 小値を

用いて，式(3.17)のように設定できる． 

𝑣
𝛼 𝛽

1
𝑣

𝛼 1 𝛽
𝑣

(3.17) 

ここに，𝑣 は上位のラインホール旅行速度の下限値，𝛼 は上位のラインホール道路の総走

行距離に対する一般道路の距離の比，𝛽 は上位のラインホール部分の距離に対する上位のライ

ンホール道路の総走行距離の比，𝑣 , 𝑣 はそれぞれ上位の一般道路の旅行速度，上位のアク

セス/イグレス道路の旅行速度，である． 

ここで求めた𝑣 は，対象道路から上位のラインホール道路へ経路を変更するための下限

値であり，起点cから終点dの拠点間が上位のラインホール道路を使用するのに十分離れていな

い場合，対象道路からは目標旅行速度の上限値と読み替えることができる．すなわち，目標旅

行速度𝑣 は，式(3.18)のように表せる． 

𝑣 𝑣 𝑣  (3.18) 

 

(4) まとめ 

(1)~(3)を踏まえて，道路の性能目標（旅行速度）の設定手順を図-3.6に示すとおり提案する．

これは，都市・地域の上位計画による性能目標の有無や対象道路に対する上位階層の道路の有

無により対象道路の条件整理を行い，その条件に応じて性能目標を決定するものである．それ

らの値もしくは範囲は，次のとおり決まることになる. 

起点 a 終点 b

起点 c 終点 d

道路 3

道路 2(対象道路)

道路 1
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(1)  𝑣 ＝上位計画の性能目標 

(2)  𝑣 𝑣  

(3)  𝑣 𝑣 𝑣  

 

 

図-3.6 既存の道路に対する目標旅行速度の決定手順 

 

  

対象道路（2階層の上位道路）の決定

(a)対象道路に対して地域の
上位計画に基づく性能⽬標

がある

(b)対象道路に対して上位階
層の道路がある

Yes

No

Yes

No

=
上位計画の性能⽬標

(1) (2) (3)

対
象
道
路
の
条
件
整
理

性
能
⽬
標
の
決
定
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3.1.3 道路ネットワーク条件が目標旅行速度へ与える影響分析 

(1) 分析シナリオの設定 

図-3.4に示すようなラインホール道路経路が一般道路経路より総旅行時間が長い状況や，ラ

インホール道路経路が一般道路経路より総旅行コストが高い状況にある経路から，式(3.5)もし

くは式(3.9)を満たすような道路へ改良し，ラインホール道路経路へと経路変更させるため，以

下の(a)~(c)の改良シナリオを検討する．図-3.7は， 小旅行時間の観点から各シナリオ（道路

ネットワーク条件の変更）のイメージを示したものである． 

(a)ラインホール道路の改良によるラインホール旅行速度𝑣 の引き上げ（図-3.7 (a)） 

(b)道路ネットワーク形状（𝛼, 𝛽）の改良（図-3.7 (b)） 

(c)アクセス/イグレス道路の改良によるアクセス/イグレス道路の旅行速度𝑣 の引き上げ

（図-3.7 (c)） 

 

 

(a) ラインホール旅行速度の引き上げ (b) 道路ネットワークの改良 

 

- 

(c) アクセス/イグレス道路の旅行速度の引き上げ - 

図-3.7 分析シナリオのイメージ 

  

’

総旅⾏時間

総⾛⾏距離

現状

⼀般道路

ラインホール
道路

総⾛⾏距離

総旅⾏時間

’ ’’

現状

⼀般道路

ラインホール
道路

総⾛⾏距離

総旅⾏時間
現状

ラインホール
道路

⼀般道路
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図-3.7に示した各シナリオの変数を目的変数としてそれぞれ式(3.5)，式(3.8)を解くことによ

り， 短旅行時間経路， 小旅行コスト経路に必要なネットワーク形状および旅行速度を明ら

かにする．(c)については，(a)と(b)に対する追加改良として，各々の分析に加えて実施する． 

また，表-3.1に，費用便益分析マニュアル(国土交通省，2018)に掲載されている，コスト算

出に必要な各種のパラメータおよび原単位を示す．走行経費原単位について，旅行速度70.0 

km/h未満の場合は，一般道（市街地）の値を，70.0 km/h以上の場合は高速・地域高規格道路の

値を用いる．これは，日本において，旅行速度70.0 km/h以上で走行できる道路は，高速道路も

しくは地域高規格道路であるためである．さらに，本シナリオでは，簡単のため有料道路の通

行料は0とする． 

 

表-3.1 コスト算出のための各種パラメータおよび原単位(国土交通省, 2018) 

 条件 使用する値 

一般道路の道路延長 Xij 

*走行経費の𝐿 算出のみに使用 
- 10 km 

交通量 Qx - 1 台/日 

時間価値原単位(τ) 

[乗用車] 
- 39.60 円/分・台 

走行経費原単位(φ)* 

[乗用車，一般道（市街地）の値] 

*条件にない速度の原単位は，速度間の値を直線補間することにより算出

5 km/h 38.33 円/台・km 

10 km/h 28.02 円/台・km 

… … 

55 km/h 20.21 円/台・km 

60 km/h 20.35 円/台・km 

走行経費原単位(φ)* 

[乗用車，高速・地域高規格の値] 

*条件にない速度の原単位は，速度間の値を直線補間することにより算出

70 km/h 8.50 円/台・km 

75 km/h 8.60 円/台・km 

… … 

85 km/h 8.91 円/台・km 

90 km/h 9.15 円/台・km 
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(2) ラインホール旅行速度の引き上げ 

上位の階層の道路を選択するために必要なラインホール旅行速度を把握する． 小旅行時

間経路は，式(3.5)をラインホール旅行速度について変形をした式(3.19)を用いて計算を行う． 

𝑣
𝛼𝛽

1
𝑣

𝛼 1 𝛽
𝑣

 
(3.19) 

この式により求められる値は，ラインホール旅行速度の下限値であることがわかる．以降は，

この式の𝛼 , 𝛽 , 𝑣  , 𝑣 にそれぞれ任意の値を代入し，ネットワーク形状に応じたラインホー

ル旅行速度の下限値𝑣 を把握する． 

小旅行コスト経路に関しては，式(3.9)に表-3.1の値および𝛼, 𝛽, 𝑣 , 𝑣 にそれぞれ任意の

値を代入することで計算を行う． 

A) ネットワーク形状とラインホール旅行速度の関係 

図-3.8に，𝑣 𝑣 を満たすネットワーク形状𝛼, 𝛽とラインホール旅行速度の下限値𝑣 の

関係を示す．実線は 短旅行時間経路を，破線は 小旅行コスト経路をそれぞれ示す． 

 

(a) 𝑣 𝑣 20 km/h (b) 𝑣 𝑣 30 km/h 

図-3.8 ネットワーク形状とラインホール旅行速度の関係 

迂回率𝛼が増加すると，𝑣 が増加する．これは，総旅行距離が一般道路に比べて増加する

ことにより，ラインホール道路を利用することで増加した距離を補うだけの速度で移動する

必要があるためである．また，ラインホール距離比𝛽が減少すると，𝑣 が急激に増加する．

これは，他の道路と速度差のあるラインホール区間が短くなるため，より短い区間で一般道路

の旅行時間を下回る必要があるためである．また，𝑣 と𝑣 の値が20 km/hから30 km/hに増加

すると，𝑣 が高くなる． 

短旅行時間経路と 小旅行コスト経路でラインホール旅行速度の下限値𝑣 を比較する

と， 小旅行コスト経路の方が， 短旅行時間経路よりも𝑣 が高いことがわかる．これは，

旅行時間の増分に伴い必要となる速度に加えて，走行経費の増加分に伴い必要となる速度を

加味するためである．また，70 km/h前後で 小旅行コスト経路の線がいびつな形状となって
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いる理由は，前章で述べた走行経費原単位の違いのためである．高速・地域高規格道路の原単

位を用いた場合（𝑣 70km/h）では， 短旅行時間経路と 小旅行コスト経路の乖離が小

さくなることがわかる．このことから高速・地域高規格道路として整備することにより， 短

旅行時間経路に近い条件の旅行速度で，ラインホール道路経路へ経路が変更されることがわ

かる． 

B) アクセス/イグレス道路の旅行速度引き上げ効果 

図-3.9に， 短旅行時間経路での，アクセス/イグレス道路の旅行速度の引き上げを行った場

合の結果を示す．実線は𝑣 𝑣 を満足する結果を，点線は𝑣 𝑣 5km/hの結果をそれ

ぞれ示す．アクセス/イグレス道路の旅行速度が増加することにより，ラインホール旅行速度

の下限値𝑣 が下へ移動していることがわかる．また，その変化量はラインホール距離比𝛽が

小さいほど大きくなる．つまり，アクセス/イグレス距離の長い道路などでは，ラインホール

旅行速度の引き上げより，アクセス/イグレス道路の旅行速度をわずかに引き上げるだけで，

ラインホール道路へと経路変更を促すことができる可能性を示している． 

 

 

図-3.9 アクセス/イグレス道路の旅行速度の引き上げ（ 短旅行時間経路, 𝑣 20 km/h, 
𝑣 25 km/h） 

 

 

(3) 道路ネットワーク形状の改良 

上位の階層に経路を変更するために必要なネットワークの形状を把握するため，式(3.5)をラ

インホール距離比𝛽について解くと，式(3.20)となる． 

𝛽
1

𝑣
𝛼𝑣

1
𝑣

𝑣
 (3.20) 

この式により求められる値は，ラインホール距離比の上限値であることがわかる．以降は，
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この式の𝛼, 𝑣 , 𝑣 , 𝑣 にそれぞれ任意の値を代入し，ラインホール旅行速度𝑣 に応じた

ラインホール距離比の上限値𝛽 を把握する． 小旅行コスト経路に関しては，式(3.9)に表-

3.1の値および𝛼, 𝑣 , 𝑣 , 𝑣 にそれぞれ任意の値を代入することで計算を行う． 

 

A) ネットワーク形状とラインホール旅行速度の関係 

図-3.10に，𝑣 𝑣 での迂回率とラインホール距離比の上限値𝛽 の関係を示す．実線は

短旅行時間経路，破線は 小旅行コスト経路をそれぞれ示す．迂回率𝛼が増加すると，𝛽

が増加する．これは，総旅行距離が増加することにより，一般道路に比べて速度の高いライン

ホールで増加した時間を補うだけの移動が必要になるためである．また，ラインホール旅行速

度𝑣 が増加すると，𝛽 が減少する．これは，一般道路との速度差が大きくなることによ

り，一般道路の旅行時間を下回るために必要な距離が短くなるためである．また，𝑣 と𝑣 の

値が20 km/hから30 km/hに増加すると，𝛽 が大きくなる． 

短旅行時間経路と 小旅行コスト経路のラインホール距離比の上限値𝛽 を比較すると，

小旅行コスト経路の方が， 短旅行時間経路よりも𝛽 が大きいことがわかる．これは，一

般道路経路よりもラインホール道路経路の総走行距離の延長差による走行経費の増加分を，

速度の高いラインホールの走行距離を延ばすことで，総旅行時間の短縮を図ることができる

ためである． 

 

(a) 𝑣 𝑣 20 km/h (b) 𝑣 𝑣 30 km/h 

図-3.10 迂回率とラインホール距離比の関係 

 

B) アクセス/イグレス道路の旅行速度引き上げ効果 

図-3.11は， 短旅行時間経路の結果における，アクセス/イグレス道路の旅行速度の引き上

げを行った場合の結果を示している．実線は𝑣 𝑣 となる条件における結果を示しており，

点線は𝑣 𝑣 5km/hの結果を示す． 
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図-3.11 アクセス/イグレス道路の旅行速度の引き上げ（ 短旅行時間経路, 𝑣 20 km/h, 
𝑣 25 km/h） 

 

アクセス/イグレス道路の旅行速度が増加することにより，必要なラインホール距離比の上

限値𝛽 の値が減少していることがわかる．また，その変化量は，ラインホールの旅行速度60 

km/hが も大きく，90 km/hと120 km/hはほとんど同じとなっている．これは，高速・地域高規

格道路の原単位によるものであり，𝑣 90km/hでは原単位が一定になることから変化量

も同じになったと考えられる． 

以上より，アクセス/イグレス道路の旅行速度をわずかに引き上げることにより，ラインホ

ール距離比が小さいネットワーク条件であってもラインホール経路が選択される可能性を示

した. 

 

3.1.4 まとめ 

本節では，1OD2経路の簡易ネットワークを仮定して，道路の性能目標（旅行速度）の設定につ

いて，地域の上位計画の有無と周辺道路の状況に応じて設定が可能となる手順を提案した．また，

道路ネットワークの機能的階層化に際して必要となる各道路ネットワーク条件（𝑣 , 𝑣 , 𝛼, 𝛽）

を明らかにするとともに，その感度分析を行った．迂回率𝛼とラインホール距離比𝛽で表される道

路ネットワーク形状の違いによるラインホール旅行速度の下限値𝑣 の分析では，𝛼が大きくな

るほど𝑣 は大きくなり，𝛽が大きくなるほど𝑣 は小さくなることを示した．また，アクセス

/イグレス道路の旅行速度𝑣 の引き上げが，𝑣 を小さくすることに大きく寄与することを明ら

かにした． 

本項で示した目標旅行速度𝑣 の設定手法により，任意の道路ネットワーク条件（𝑣 , 𝑣 , 𝛼, 𝛽）

が定まると目標旅行速度𝑣 を一意に設定することが可能となる．本手法を実務で使用する場合

は，に示す一覧表を用いることでより簡便に目標旅行速度𝑣 の設定が可能となると考えられる． 
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表-3.2 道路ネットワーク条件と目標旅行速度𝑣 の一覧表の例（最小旅行時間経路） 

α 

β 𝑣 𝑣 30𝑘𝑚/ℎ 𝑣 30𝑘𝑚/ℎ, 𝑣 35𝑘𝑚/ℎ 

0.1 0.3 0.5 0.7 0.9 0.1 0.3 0.5 0.7 0.9 

1.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 13.1 22.5 26.3 28.3 29.5 

1.1 - 43.0 36.7 34.5 33.4 21.8 29.1 31.2 32.2 32.8 

1.2 - 67.5 45.0 39.4 36.8 48.5 38.6 37.1 36.4 36.1 

1.3 - 130.0 55.7 44.8 40.3 - 53.2 44.0 41.0 39.5 

1.4 - - 70.0 50.7 44.0 - 78.8 52.5 45.9 43.0 

1.5 - - 90.0 57.3 47.6 - 135.0 63.0 51.3 46.5 

1.6 - - 120.0 64.6 51.4 - - 76.4 57.1 50.1 

1.7 - - - 72.9 55.3 - - 93.9 63.4 53.7 

1.8 - - - 82.2 59.3 - - 118.1 70.4 57.5 

1.9 - - - 92.8 63.3 - - - 78.0 61.3 

2.0 - - - 105.0 67.5 - - - 86.5 65.2 

＼:𝑉 𝑉 を満足しないもの  -:目標値が150km/h以上，および負の値になるもの 
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3.2 道路構造・交通運用に応じた交通性能推定手法の検討 

ここでは，提案する性能照査型道路計画手法で用いる交通性能の推定手法を検討するため，考

慮すべき道路構造・交通運用を信号交差点，沿道状況による影響分析を基に設定する．まず，信

号交差点密度が道路区間の自由速度に与える影響を分析し，信号交差点密度や信号現示設定が交

通性能に与える影響を分析する．次に，道路や沿道施設の立地（密度）が交通性能に与える影響

を分析する．これらの影響分析の結果を踏まえて，交通性能として本研究で用いる時間交通量-速

度関係を設定する． 

3.2.1 信号交差点密度が自由速度へ与える影響分析 

信号交差点の数や間隔が旅行速度に与える影響に関して，実データを基に分析した事例がある

(小塚ら，2012)．しかしながら，実データでは交通量や沿道の施設による影響も同時に受けてい

ることから純粋に信号交差点の数や間隔による影響を測ることはできない．よって，交通流シミ

ュレータを用い他の影響要因を排除した状況下での信号交差点密度が自由速度へ与える影響分

析を行う． 

(1) 分析方法 

個々の車両の旅行速度及び複数の信号現示の設定による分析を実施することから，既往の

幹線街路の旅行速度の研究(Akandwanaho and Nakamura, 2019)でも使用されているミクロ交通

流シミュレータVISSIM7を用いる．図-3.12に示す1車線一方通行のリンクを仮定し，リンク及

びシミュレータの各設定値を表-3.3に示す．本分析では，交通量が極めて少ない状態での自由

速度と交差点密度との関係を把握するため，自由流の状態を表現可能な微小な交通量（100 

veh/h）を仮定する．さらに，信号交差点は密度に応じて等間隔に配置する．信号現示のオフセ

ットは，同時式オフセットを仮定する．青時間比とサイクル長は，速度への影響が大きいこと

が想定されることから，いくつかの値を設定する．希望速度は，信号交差点密度が0 箇所/km

の時に，検討する道路区間の指定 高速

度の値を超過しないよう，自由速度が

40.0, 50.0, 60.0 km/hとなるように較正し

設定する．シミュレーションの実行ケー

スは以下の27ケースで，シミュレーショ

ン実行時間は3600 s，試行回数を5回と

し，全時間のデータを集計に使用する． 

 希望速度：40.0, 50.0, 60.0 km/hの3種類 

 青時間比：0.67, 0.50, 0.33の3種類 

 サイクル長：90, 120, 150の3種類 

 

 

図-3.12 シミュレーションにおけるリンク条件

A
O D

LA

信号交差点数︓nA

信号交差点密度︓𝐷 _
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表-3.3 リンク及びシミュレーションの各設定値 

項目 設定値 

計測延長[km] 2.0 

交通量[veh/h] 100 

希望速度[km/h] 交差点密度0のときに40.0, 50.0, 60.0になるように設定 

信号交差点密度[箇所/km] 0, 0.5, 1, 2, 3, 4, 5, 6, 7, 8, 9, 10 

サイクル長[s] 90, 120, 150 

青時間比 0.33, 0.50, 0.67 

 

(2) 分析結果 

27ケースの信号交差点密度と自由速度の結果を，図-3.13に示す．全27ケースにおいて，信

号交差点密度の増加に伴い速度が減少している．また，信号交差点密度が5 箇所/km以上から

ほぼ横ばいになり，速度が収束していくことがわかる．サイクル長は，長くなるほど速度が低

下する傾向がわずかに確認された．希望速度は，小さくなるほど速度が低下する．また，青時

間比も，小さくなるほど速度が低下する傾向が確認された．これらより，自由速度は，信号交

差点密度，青時間比，希望速度，サイクル長によって強く影響を受けることが確認された． 

(a) サイクル長 120s (b) サイクル長の影響 

(c) 希望速度の影響 (d) 青時間比の影響 

図-3.13 信号交差点密度と自由速度の関係 
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(3) 信号交差点密度に応じた自由速度推定式の提案 

(2)で示した自由速度は，特定の信号交差点密度の場合の離散的な値に限定されており，様々

な信号交差点密度の値に対応できないことから，連続的な信号交差点密度に応じた自由旅行

速度の値を設定できるよう，重回帰分析によりモデル化を行う．図-3.13より，信号交差点密

度の増加に伴い旅行速度が減少し，その減少速度は徐々に緩やかになる傾向が確認されるた

め，信号交差点密度は対数関数を仮定する．希望速度は指定 高速度を代替指標とすることも

考えられることから連続数として扱わずダミー変数とする．それ以外の影響要因については

簡便のため線形を仮定し，連続数として扱う．これらを踏まえて，式(3.21)を仮定しパラメー

タの推定を行う． 

𝑣 𝐷 𝑎 ln 𝐷 𝑎 𝑆𝐿 𝑎 𝑆𝐿 𝑎 𝐶 𝑎 𝑔 𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡. (3.21)

表-3.4に重回帰モデルで得られた各係数及び重決定係数を示す．いずれの説明変数も(2)の分

析結果で示す傾向と同じであるとともにt値および重決定係数も有意な値となり，精度の高い

結果となった． 

表-3.4 自由速度推定モデルの係数一覧 

説明変数 係数 

切片 𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡. 24.9** 

信号交差点密度 ln 𝐷  [箇所/km] 𝑎  -5.77** 

希望速度40km/h ダミー 𝑆𝐿  𝑎  -10.5** 

希望速度50km/h ダミー 𝑆𝐿  𝑎  -5.54** 

サイクル長𝐶 [s] 𝑎  1.92×10-2** 

青時間比𝑔 𝑎  45.9** 

サンプル数 n 297 

重決定係数 R2 0.939 

t値の凡例：**1%有意，*5%有意 

 

図-3.14(a)にシミュレーション値と推定値の散布図を，図-3.14(b)に青時間比0.5の場合におけ

る，信号交差点密度と自由速度の関係についてシミュレーション値と推定値を示す．散布図は，

概ね45度線上に分布しており，MAPE（Mean Absolute Percentage Error）の値も小さくばらつき

が少ないことが確認できる．さらに，図-3.14(b)においてもほぼ同一の値を取っていることか

ら，精度の高いモデルであることが確認された． 

推定したモデル式は，信号交差点密度が極めて小さい時に無限大に発散することから，希望

速度を超える場合の自由速度は，希望速度と同じと仮定することで，連続的に自由速度を設定

できる． 
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これらより，本分析で用いる自由速度𝑣 は，式(3.22)および式(3.23)によって設定する． 

𝑣 𝐷 𝑎 ln 𝐷 𝑎 𝑆𝐿 𝑎 𝑆𝐿 𝑎 𝐶 𝑎 𝑔 𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡. 
(3.22a)

(再掲)

𝑎 ln 𝐷 𝑎 𝑆𝐿 𝑎 𝑆𝐿 𝑎 𝐶 𝑎 𝑔 𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡. 𝑆𝐿 (3.22b)

𝑣 𝑆𝐿 (3.23a)

𝑎 ln 𝐷 𝑎 𝑆𝐿 𝑎 𝑆𝐿 𝑎 𝐶 𝑎 𝑔 𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡. 𝑆𝐿 (3.23b)

ここに，𝐷 は信号交差点密度[箇所/km]，𝑆𝐿は希望速度（=指定 高速度）[km/h]，𝑎 は各説明

変数の係数，𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡.は定数項，である． 

 

（a）自由速度の散布図 (b) モデル式の精度確認 

図-3.14 シミュレーション値とモデル値の比較 

 

(4) 道路交通センサスデータを用いた精度の検証 

本分析では，交通量や沿道出入等の影響を排除するため交通シミュレータを用いたが，(3)

で求めた推定式の値が実道での値に対して大きく乖離している場合，シミュレーションの精

度が問われることとなる．そのため，(3)で求めた推定式の値が実際の道路における値と大き

く乖離がないことを確認するため，平成27年度全国道路・街路交通情勢調査（以降，H27セン

サス）(国土交通省，2016)の愛知県、岐阜県、三重県、静岡県のデータを用いて検証を行う．

実際の道路における値は，H27センサスの昼間非混雑時旅行速度（9時～17時）が，交通量の極

めて少ない自由速度を表現できるものと仮定し，昼間非混雑時旅行速度と信号交差点密度を

用いる．ここでは，信号交差点による影響を考慮すること，自由走行できる交通状況を用いる

こと，その他イレギュラーなデータの影響を排除することを目的として下記に該当するデー

タを除外する． 

【信号による影響を考慮するため】 

・アクセスコントロール：完全出入制限，部分出入制限，地形要因等により出入制限なし 

・信号交差点密度:0.0箇所/km  
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【自由走行できる交通状況を用いるため】 

・昼間12時間平均旅行速度:0km/hと空欄 

・混雑度:1.0以上 

【イレギュラーなデータを除外するため】 

・調査交通量観測・非観測の別の非観測（推定値）とデータなし（推定不能） 

・起点側・終点側の備考欄:データ有 

・24時間自動車類交通量:0台 

・リンク延長:1.0km未満 

 

上記の該当区間を除外した際のサンプル数を表-3.5に示す． 

表-3.5 データサンプル数 

指定最高速度 サンプル数 平均信号交差点密度[箇所/km] 

60 394 2.84 

50 1854 1.62 

40 2783 1.20 

 

図-3.15に，信号交差点密度別の昼間非混雑時旅行速度（実データ）およびその中央値を示

すとともに，(3)のモデル式を用いた自由速度を示す．実データから，信号交差点密度が大きく

なるとともに，昼間非混雑時旅行速度が減少していく傾向がわかる．また，信号交差点密度別

の昼間非混雑時旅行速度の中央値を見ると，信号交差点密度3以下の場合，推定式の青時間比

0.67と0.33の値の間で推移していることが確認された．H27センサスの昼間非混雑時旅行速度

のデータは，交通量や沿道出入の影響を受けていることが想定されるため，推定式の値より小

さくなることは想定通りの傾向であると言える．よって，推定値のデータの傾向及び実データ

の傾向に大きな乖離は確認されず，良好なモデル式であると言える． 
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(a) 指定 高速度 60 km/h (b) 指定 高速度 50 km/h 

*中央値のシンボルが白抜きになっているもの

は，サンプル数50未満である． 

(c) 指定 高速度 40 km/h - 

図-3.15 昼間非混雑時旅行速度と信号交差点密度の関係 

 

3.2.2 沿道出入が旅行速度へ与える影響分析 

沿道の施設および周辺街路への出入は，道路区間を直進する車両にとって速度の低下要因とな

る．一方，沿道出入を適切に制限することで，道路区間の速度低下要因を排除し，道路区間の旅

行速度を維持することが可能となる．ここでは，沿道出入を道路アクセス，施設アクセスの2つに

分類し，各々が旅行速度へ与える影響分析を行う． 

 

(1) 分析方法 

今回対象とする道路区間は，一般国道のバイパス区間とそれに並行する現道区間とする．バ

イパス区間と並行する現道区間では，機能が明確に分けられており，分析対象とした愛知県の

一般国道のバイパス区間および並行現道は，表-3.6に示すとおりである．対象区間のうち，車

線数や指定 高速度，アクセスコントロールにより旅行速度が大きく変化することを考慮し，

これらの条件が区間を通して同一である延長のみを分析に使用する． 
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表-3.6 対象道路区間 

路線 路線名・バイパス名 地域 
分析延長

[km] 
車線

数 

指定 高 
速度 

𝑆𝐿[km/h]

アクセス 
コントロール 

代表沿道状況* 

1-1 西知多産業道路 知多市 8.3 4 70 完全出入制限 その他市街地 

1-2 国道155号 知多市 9.0 2 40 出入自由 その他市街地 

2-1 西知多産業道路 東海市 5.3 4 70 完全出入制限 その他市街地 

2-2 国道247号 東海市 6.2 2 40 出入自由 
DID(商業地域

を除く) 

3-1 
国道23号 豊橋東バイ

パス 
豊橋市 7.0 2 60 完全出入制限 平地部 

3-2 国道42号 豊橋市 6.1 2 50 出入自由 平地部 

4-1 半田大府バイパス 東浦町 4.8 2 60 出入自由 平地部 

4-2 国道366号 東浦町 4.6 2 40 出入自由 
DID(商業地域

を除く) 

5-1 
国道155号 豊田南バイ

パス 
豊田市 4.0 4 60 部分出入制限 平地部 

5-2 国道419号 豊田市 5.2 2 50 出入自由 平地部 

6-1 国道155号バイパス 小牧市 3.3 4 60 出入自由 その他市街地 

6-2 国道155号 小牧市 2.4 4 50 出入自由 
DID かつ商業

地域 

*代表沿道状況のうち も延長が長い代表沿道状況を記載．-1は，バイパス区間，-2は現道区間 

 

沿道出入に関連するデータとして，沿道施設および接続街路の数をGoogle mapのストリート

ビューを用いて計測する．また，中央分離帯等で上下分離されていない道路区間については，

右折により沿道出入を考慮する必要があることから上下線の合計値を用いる．本来，右折によ

る沿道出入の影響は左折により影響よりも大きい（道路の閉鎖時間が長い）ことが考えられる

が，本分析では簡便のため左折と右折の沿道出入の影響は同等であると仮定し，それに伴う補

正は行わないものとする．各データの集計方法については，以下のとおりとする． 

[沿道施設のアクセス密度(施設アクセス密度)] 

道路状況調査単位区間における店舗，工場，会社，住宅駐車場などの沿道施設へ出入が可能

な地点の箇所数[箇所/km]． 

施設アクセス密度
沿道施設出入箇所数

道路状況調査単位区間延長
 (3.24) 

[街路のアクセス密度(道路アクセス密度)] 

道路状況調査単位区間における信号交差点を除く接続する道路の1km当たりの箇所数[箇所

/km]． 
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道路アクセス密度
接続街路本数

道路状況調査単位区間延長
 (3.25) 

 

対象道路における施設アクセス密度と道路アクセス密度を表-3.7に示す． 

 

表-3.7 対象道路の施設アクセス密度および道路アクセス密度 

路線 
施設アクセス密度 

[箇所/km] 
道路アクセス密度 

[箇所/km] 
施設アクセス密度+道路アクセス密度

(アクセス密度) [箇所/km] 

上り線 下り線 上り線 下り線 上り線 下り線 
1-1 0.8 0.8 0.5 0.6 1.3 1.4 

1-2 61.0 13.1 74.1 

2-1 - - 0.6 0.8 0.6 0.8 

2-2 70.3 7.7 78.0 

3-1 - - 0.4 0.4 0.4 0.4 

3-2 23.8 15.6 39.4 

4-1 1.9 1.9 1.5 2.3 3.4 4.2 

4-2 76.5 11.7 88.2 

5-1 3.3 3.5 3.3 3.8 6.6 7.3 

5-2 27.9 6.2 34.1 

6-1 29.7 26.7 8.2 7.9 37.9 34.6 

6-2 55.0 10.4 65.4 

 

施設アクセス密度は，全ての並行現道(枝番-2)で20.0以上であり，50mに1箇所以上は沿道施

設が立地し，沿道施設へのアクセス機会が非常に多いことがわかる． 

道路アクセス密度は，路線6(小牧市)を除くバイパス区間(枝番1)で5.0未満であり，500mに1

箇所他の道路との接続がある程度である． 

これより，対象道路のほとんどがバイパス区間と並行現道で明確にアクセス密度が異なり，

並行現道でアクセス密度が高いことが確認された．しかしながら，路線6(小牧市)では，バイパ

ス区間においても施設アクセス密度が20.0以上と高くなっており，バイパス区間と並行現道区

間でアクセス密度に差はあるものの他の区間に比べて傾向が異なることがわかる． 

 

(2) 分析結果 

(1)で把握したアクセス密度を用いて，昼間12時間旅行速度との関係を図-3.16に示す．図-

3.16(a)は，施設アクセス密度に着目したものであり，密度が高くなると旅行速度が減少してい

ることがわかる．また，図-3.16(b)は，道路アクセス密度に着目しており，密度が高くなるに

つれて指数関数的に減少していることがわかる．路線3(豊橋市)のみ，近似曲線から外れている

が，これは交通量が非常に少なく，アクセス以外の影響が極めて少ないためと考えられる．ま

た，図-3.16(c)に，表-3.4の自由速度のモデル式との比較を示す．指定 高速度60, 50 km/hの箇



54 
 
 
 

所では，自由速度の値に比べて昼間12時間旅行速度が大きく下回っており交通量及びそれに

伴う沿道出入の影響を強く受けていることが想定される．指定 高速度40 km/hの箇所では，

自由速度の値が昼間12時間旅行速度よりも小さくなっている．これは，指定 高速度40km/hの

箇所の道路アクセス密度のうち信号交差点が接続している割合が低下することから，道路ア

クセス密度が高くてもあまり速度低下しないことが考えられる． 

図-3.16(d)は，施設アクセス密度と道路アクセス密度を合計した値に対する昼間12時間旅行

速度の関係を見たものであり，密度が高くなるにつれて指数関数的に減少していることがわ

かる．これらの結果より施設アクセス密度より道路アクセス密度が旅行速度に与える影響が

大きいと言える． 

図-3.17に各箇所の指定 高速度と昼間12時間旅行速度の差（速度低下量）とアクセス密度

の関係を示す．バイパス区間は，アクセス密度が大きくなるにつれて速度低下量が大きくなっ

ているのがわかる．現道区間は，アクセス密度と速度低下量の関係が明確ではない．現道区間

は，指定 高速度の値そのものが小さいことに加え，利用頻度の低いアクセスポイント（細街

路との交点，住宅の駐車場等）が数多く存在することから，速度低下量への影響が少ないこと

が考えられる．加えて，各箇所の交通量の値を考慮した速度低下量とはなっておらず，その影

響によるものと考えられる． 

しかしながら，施設アクセス密度，道路アクセス密度に着目し旅行速度への影響を確認する

ことができた．特に，道路アクセス密度の影響が大きく，道路アクセスに関する交差点に関す

る変数を考慮できる交通量-速度関係の設定の必要性が確認された．また今後，沿道出入の影

響を正確に把握するためには，アクセス密度だけでなくアクセスポイントの利用頻度を考慮

することの必要性が明らかとなり，同一箇所で施設が増設された場合などを対象に分析を行

うことが望まれる．  
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(a) 施設アクセス密度 (b) 道路アクセス密度 

 

(c) 自由速度と昼間12時間旅行速度 (d) 施設アクセス密度+道路アクセス密度 

図-3.16 各アクセス密度と昼間12時間旅行速度の関係 

 

 

図-3.17 指定最高速度と昼間12時間旅行速度の差とアクセス密度の関係 
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3.2.3 時間交通量-速度関係の設定 

ここでは，3.2.1と3.2.2で行った道路構造・交通運用が交通性能に与える影響分析結果を踏ま

え，本研究で用いる時間交通量-速度関係（q-v）の設定方法について示す． 

 

(1) 時間交通量-速度関係の導出 

時間交通量-速度関係（q-v）の設定は，特に信号交差点の影響を考慮すること重視し，道路

の交通容量(日本道路協会，1984)の区間のサービス水準の考え方を用いて設定する． 

 
図-3.18 道路区間の時間交通量-速度関係の設定時の仮定 

区間の旅行時間は，区間内の単路部の走行時間と，信号交差点の待ち時間によって構成され，

次式のように表現される． 

𝑇
𝑙
𝑣

𝜔  (3.26) 

簡単のため各単路部での速度𝑣 𝑣，交差点での待ち時間𝜔 ωとすれば， 

𝑇
𝐿
𝑣

𝑛 ∙ 𝜔
𝐿
𝑣

 (3.27) 

ここに，𝐿は区間延長，𝑣 は（交差点での待ち時間を考慮した）交換の旅行速度，𝑛は信号交

差点数，である． 

運転手1人当たりの信号による待ち時間はランダム到着と仮定すると，次式のように表現さ

れる． 

ω
1 𝑔

2 1 𝑔 ∙ 𝑍
𝐶

𝑍
2𝑞 1 𝑍

 (3.28) 

ここに，𝑔は青時間比，𝐶はサイクル長，𝑞は流入部の交通量，𝑍は流入部の需要率 𝑞 𝑐⁄ ，𝑐

は流入部の交通容量，である． 

したがって，式(3.27)と式(3.28)より，式(3.29)が設定できる． 

（区間⻑）

（速度）

（所要時間）
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𝑣
1

1
𝑣 𝐷 ∙

1 𝑔
2 1 𝑔 ∙ 𝑍 𝐶

𝑍
2𝑞 1 𝑍

 
(3.29) 

ここに，𝐷 は信号交差点密度 𝑛 𝐿⁄ ，である． 

ここで，𝑍 𝑞 𝑐⁄ の𝑐は流入部の交通容量であるが，信号交差点が存在する区間においては，

信号交差点流入部の交通容量の値が区間において 小値となることが多い．よって，これを区

間の可能交通容量とみなせば，単路での𝑞 𝑐⁄ と𝑍は同種のものと考えることができ𝑞 𝑐⁄ と𝑣 の

関係が表されることになる．また，𝑣は各単路部での速度であり交差点等による遅れを含んで

いないものであることから，本研究では簡便のため指定 高速度と等しいと仮定すると，次式

のように表せる． 

𝑣
1

1
𝑆𝐿 𝐷 ∙

1 𝑔
2 1 𝑔 ∙ 𝑍 𝐶

𝑍
2𝑞 1 𝑍

 
(3.30) 

ここに，𝑆𝐿は道路区間の指定 高速度，である． 

式(3.30)において𝑍 1.0となる場合の旅行速度が計算できない．しかし，実際の道路では，

交通容量を超過した場合（𝑍 1.0）でも車両は通行可能であるため， 小旅行速度𝑣 を定

め式(3.31)によって算出する． 

𝑍 1.0の時 または 
∙

∙

𝑣  の時 

𝑣 𝑣  

(3.31) Otherwise 

𝑣
1

1
𝑆𝐿 𝐷 ∙

1 𝑔
2 1 𝑔 ∙ 𝑍 𝐶

𝑍
2𝑞 1 𝑍

 

 

(2) 交通容量の設定 

信号交差点区間を含む道路区間の交通容量は，道路の交通容量(道路協会，1984)によれば単

路部と交差点部の双方の交通容量を算出し，小さい値を用いるとされている．旅行速度は道路

区間で検討されるべきものであるが，特に街路における交通容量はボトルネックの交通容量

をターゲットに検討すべきである(大口ら，2005)．そのため，本研究では信号交差点の交通容

量を用いることとする． 

信号交差点の交通容量は，流入部の飽和交通流率と青時間比により式(3.32)のとおり算出さ

れる．また，飽和交通流率は式(3.33)の道路構造条件および交通状況によって設定される． 
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𝑐 𝑆 ∙ 𝑔 ∙ 𝑁 𝑆 ∙
𝐺
𝐶

∙ 𝑁 (3.32) 

ここに，𝑆 は流入部𝑗の飽和交通流率，𝑔 は流入部𝑗の青時間比，𝐺 は流入部𝑗の1信号サイクル

に割り当てられた青時間，である 

𝑆 𝑆 𝛾 𝛾 𝛾 𝛾  (3.33) 

ここに，𝑆は実際の車線の可能飽和交通流率[pcu/青1時間]，𝑆 は飽和交通流率の基本値[pcu/青

1時間]，𝛾 は車線幅員の補正率，𝛾 は勾配の補正率，𝛾 は右折車混入の補正率，𝛾 は左折車

混入の補正率，である． 

 

(3) 時間交通量-速度関係の感度分析 

(1)と(2)の内容を踏まえここで検討している時間交通量-速度関係（q-v）の感度分析を行う．

式(3.30)，式(3.32)，式(3.33)よりこのq-vでは，以下の道路構造・交通運用に感度のあるものと

なる． 

 車線数 𝑁 

 指定 高速度 𝑆𝐿 

 飽和交通流率 𝑆𝐹𝑅 

 飽和交通流率の基本値 𝐵𝑆𝐹𝑅 

 車線幅員（本研究では影響を考慮しない） 

 勾配（本研究では影響を考慮しない） 

 右折車混入割合（本研究では影響を考慮しない） 

 左折車混入割合（本研究では影響を考慮しない） 

 信号交差点密度 𝐷  

 信号サイクル長 𝐶 

 青時間比 𝑔 

飽和交通流率は，飽和交通流率の基本値，車線幅員，勾配，右折車混入割合，左折車混入割

合に応じて設定されるが，計画段階で詳細な道路構造条件，交通状況の設定が困難であること

を踏まえ，車線幅員，勾配，右折車混入割合，左折車混入割合は，本研究で取り扱わないこと

とする． 

図-3.19に，𝑁 2，𝑆𝐿 50[km/h]，𝐵𝑆𝐹𝑅 1800[pcu/h]，𝐷 2.0 [箇所/km]，𝐶 120[s] 

0.033[h]，𝑔 0.5，𝑣 10[km/h]を基本設定とし，各条件を変化させたq-vを示す．車線数，

飽和交通流率の基本値は，式(3.31)からもわかるように主として交通容量に影響を与えており，

値が大きくなるにつれてq-vが右に移動している．また，指定 高速度，信号交差点密度，サ

イクル長は，主として旅行速度に影響を与えており，指定 高速度が大きくなると旅行速度は

大きくなり，信号交差点密度，サイクル長は小さくなると旅行速度が大きくなることが確認さ

れた．また，青時間比は，交通容量と旅行速度の双方に影響を与えており，青時間比が大きく
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なると交通容量および旅行速度が増加することが確認された． 

 

(a)車線数(𝑁 1, 2, 3) (b)指定 高速度(𝑆𝐿 40, 50, 60) 

(c)飽和交通流率の基本値(𝐵𝑆𝐹𝑅 1600, 1800, 2000) (d)信号交差点密度(𝐷 0.5, 2.0, 4.0) 

(e)サイクル長(𝐶 90, 120, 150) (f)青時間比(𝑔 0.4, 0.5, 0.6) 

図-3.19 道路構造・交通運用に応じた道路区間の時間交通量-速度関係（q-v） 
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(4) モデル式を用いた自由速度値の精度検証 

3.2.1のモデル式で算出される自由速度と式(3.31)のq-vを用いて算出される自由速度の比較

により，自由速度値の精度検証を行う．自由速度値の推定精度が高ければこのq-vの推定精度

が高いことを必ずしも保証するものではないものの，少なくとも自由速度値の値に乖離がな

いことで本研究で用いる上で一定の 低限の精度があることを確認する． 

式(3.31)の𝑍に0を代入し，次式から自由速度を算出する． 

𝑣
1

1
𝑆𝐿 𝐷 ∙

1 𝑔
2 𝐶

 (3.34) 

精度検証に用いた条件は，以下のとおりとした． 

 指定 高速度 𝑆𝐿：40, 50, 60 

 信号交差点密度 𝐷 ：0.5, 1.0, 2.0, 3.0, 4.0, 5.0, 6.0, 7.0, 8.0, 9.0, 10.0 

 信号サイクル長 𝐶：90, 120, 150 

 青時間比 𝑔：0.67, 0.50, 0.33 

図-3.20に，式(3.34)により算出した自由速度とモデル式の自由速度の散布図を示す．全デー

タのMAPEの値は，18.8と少し精度が低く，値にばらつきがあることが確認された．シミュレ

ーション値やモデル式では，信号交差点密度の値が5を超えると一定に推移する傾向がみられ

たが，式(3.34)では信号交差点密度が大きくなるほど値が小さくなる条件式であるため，信号

交差点密度が極めて高い状況で値の乖離が発生する可能性がある．そのため，信号交差点密度

5.0以下とそれ以上に分けて再度MAPEにより精度の確認を行った．その結果，信号交差点密度

5.0以下ではMAPEが10.6と比較的精度が高くなることが確認された．また，信号交差点密度5.0

より大きい場合ではMAPEが28.7と全データの精度よりも悪くなることが確認された． 

以上より，信号交差点密度が小さい場合，精度高く旅行速度が推定可能なq-vであることが

確認された． 

 
図-3.20 式(3.34)により算出した自由速度とモデル式の自由速度の比較 
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3.3 まとめ 

ここでは，第2章にて示した本研究で提案する性能照査型道路計画手法に必要となる目標旅行

速度の設定手法の提案を行った．目標旅行速度は，任意の道路ネットワークを迂回率とラインホ

ール距離比で表現し，検討対象の道路区間が，旅行時間や旅行コストの各々の観点で利用される

必要条件を明らかにし，必要条件のうち旅行速度を性能目標として設定する手法を提案した．ま

た，信号交差点，沿道出入に着目して旅行速度への影響分析を行った．これにより，道路区間の

自由速度は信号交差点密度が増加するに応じて徐々に減少していく傾向を確認した．その減少量

は指定 高速度や青時間比等に関係しており，指定 高速度，青時間比，サイクル長，信号交差

点密度に応じた道路区間の自由速度のモデル式を提案した．さらに，沿道出入による速度の影響

について，道路アクセス密度と施設アクセス密度どちらも速度低下の要因となっていることを改

めて確認し，道路アクセス密度は自由速度の分析の際に考慮した信号交差点の影響が強く，施設

アクセス密度はその施設の利用頻度が大きく影響する可能性を指摘した． 

これらの分析を踏まえて，本研究で用いる時間交通量-速度関係（q-v）について設定をした．

本研究で用いるq-vでは信号交差点数，信号現示設定を考慮できるよう，信号交差点密度を用いた

q-vとし，その計算に用いる時間交通容量は信号現示設定を考慮できる信号交差点の交通容量を

用いることとした．その結果，道路構造（車線数，指定 高速度，信号交差点密度，飽和交通流

率の基本値），交通運用（サイクル長，青時間比）に応じて様々なq-vを設定できるものとなった． 
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第4章 交通量変動を考慮した日交通量-速度関係のモデル化 

第3章で，本研究で提案する性能照査型道路計画手法に必要となる目標旅行速度の設定手法と

交通性能の設定手法を定めた．交通性能の設定手法は時間交通量-速度関係を用いており，従来

の道路計画手法で用いる日交通量-速度関係とは単位が異なり，従来と同様の考え方で使用する

ことはできない．よって，本章では，従来の道路計画手法でも使用することのできる交通性能の

設定手法の検討を行う．提案する性能照査型道路計画手法において，本章でモデル化する日交通

量-速度関係の位置づけは図-4.1に示す赤の着色部分である．まず，従来の道路計画手法の単位に

変換するための交通条件として用いる交通量変動の抽出を行い，交通量変動を考慮した日交通量

-速度関係（Q-V）のモデル化を行う．また，交通量変動を考慮した日交通量-速度関係とすること

で，従来の道路計画手法との整合が図れるだけでなく，交通量変動に対する施策に対しても感度

のある交通量-速度関係となることも特徴の一つである． 

 

図-4.1 提案する性能照査型道路計画手法のフローと4章の位置付け 
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4.1 常時観測データを用いた交通量変動の基礎分析 

4.1.1 常時観測データの概要 

(1) 常時観測データの取得概要 

本研究では，国土交通省中部地方整備局の協力の下，2015年4月1日～2016年3月31日（366日）

の愛知県，岐阜県，三重県，静岡県の常時観測データを用いる．常時観測データは1時間ごと

車種別（小型，大型）に観測される．観測点数，欠損，分析に用いた道路区間数を表-4.1に示

す．上下別に全157区間を対象に交通量変動の分析を行う． 

表-4.1 観測点数及び使用する道路区間数 

 岐阜県 静岡県 愛知県 三重県 合計 

全観測点数 18 34 21 14 87 

欠測（うち片方向のみ欠測） 0 7（1） 1 1 9（1） 
交通量変動の基礎分析に用い

る道路区間数 
36 55 40 26 157 

 

(2) 交通量変動の分析に使用する道路区間情報の把握 

今回使用するデータが，様々な交通量変動を表現できるか確認するため箇所の特徴を確認

する．箇所の特徴を把握するため，交通量常時観測調査報告書(国土交通省，2003)を参考に群

分類を用いることとする．群分類は本来，道路の利用（観光交通の有無），道路の配置（都市

の周辺か否か），都市間道路か都市内道路かなどの道路の情報を基に設定されるが，ここでは，

交通量常時観測調査報告書(国土交通省，2003)のP.11の観測地点の群分類と昼夜率，日曜日係

数との対応関係を基に整理する（図-4.2(a)）．ここで求めた，昼夜率及び日曜日係数は，各車

種の実交通量[veh]を用いて算出する．群分類は，A~Cが都市内及び都市周辺部，D,Eが主要幹

線，Fが地域幹線，G，Hが観光道路に大きく分かれる． 

図-4.2(b)，図-4.3に各都道府県別にどの群分類の道路区間が含まれているかを示す．岐阜県

は，特に群分類Fが多く，愛知県，静岡県，三重県では群分類A~Cなどの都市部及び都市周辺

部に多くなっている．群分類E，Gの区間数は少ないものの，群分類A~Hが全て存在し，幅広

い交通状況を確認することができると言える． 
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(a)群分類と昼夜率，日曜日係数との対応関係 (b)対象県別の群分類の道路区間数 

図-4.2 群分類および使用データ区間の概要 

 

(a) 岐阜県 (b) 静岡県 

(c) 愛知県 (d) 三重県 

図-4.3 分析に用いた区間の群分類 
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4.1.2 着目する交通量変動指標の設定 

ここで，本研究で着目する交通量変動指標を設定する．交通量変動は，対象とする単位に応じ

て存在し，月変動（季節変動），週変動，日変動（曜日変動），時間変動などがある．本研究では，

時間交通量-速度関係(q-v)を基にした交通性能の推定手法を提案するため，交通量の時間変動に関

する指標を選定する．また，時間変動の指標として，時間係数，ピーク率，昼夜率を用いる．各

時間変動指標を図-4.4の道路区間のデータを例に説明する．以降，交通量は乗用車換算台数[pcu]

を用いることとし，大型車の乗用車換算係数（PCE:Passenger Car Equivalent）は1.7とする． 

 

 

図-4.4 時間交通量の例_岡崎上り（国土交通省中部地方整備局） 

 

時間係数𝑟 は，ある1時間帯の時間交通量を日交通量で除した値であり，式(4.1)のように算出

できる．また，ピーク率𝑝は時間係数の 大値をパーセントに直したものを指す． 
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 (4.1) 

𝑝 𝑟 100 (4.2) 
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[%]，である． 

昼夜率𝑟 は，日交通量を昼間12時間交通量で除してパーセントに直した値であり，式(4.3)のよ

うに算出できる． 

𝑟
𝑄

∑ 𝑞
100 (4.3) 

ここに，𝑟 は昼夜率[%]，∑ 𝑞 は7時台から18時台までの時間交通量の総和（昼間12時間交通

量），である． 

図-4.5に時間係数の算出結果を，表-4.2にピーク率と昼夜率の算出結果を示す．時間係数は，時
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間交通量を日交通量で除した値であり，図-4.4と変動の傾向は全く同じになるものである．また，

平日と休日では，交通量の変動パターンが大きく異なる可能性があることも確認された．そのた

め本研究では，より多くの交通量変動指標の値を分析に使用するため,平日と休日を分けて集計

を行い，314データ（157区間）を対象とする．図-4.6に全分析対象のピーク率と昼夜率の関係を

示す．本研究では，この交通量変動指標の値を用いて分析を行う． 

 

 

図-4.5 時間係数の例（岡崎上り） 

 

表-4.2 ピーク率と昼夜率の算出例 

岡崎上り ピーク率 昼夜率 

平日 7.3% 149% 

休日 6.1% 145% 

 

 

図-4.6 全分析対象データのピーク率と昼夜率の関係 
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4.2 交通量変動を考慮した日交通量-速度関係の定式化 

4.2.1 時間交通量-速度関係と交通量変動を用いた日交通量-速度関係の導出 

本研究では，時間交通量-速度関係(q-v)を基に交通量変動を考慮した日交通量-速度関係（Q-V）

を提案する．Q-Vの導出にあたっては，以下の仮定を置く． 

仮定1：各道路区間のq-vは各時間帯で変化せず共通である． 

仮定2：各道路区間の交通量変動パターンは日交通量とは無関係に一定である． 

仮定1について，本研究で用いるq-vは，青時間比や信号サイクル長によって変化するものであ

り，厳密には昼間と夜間で信号サイクルの設定が異なる区間も存在しq-vが若干異なる可能性が

ある．しかしながら，計画段階において昼夜の信号サイクルの詳細な設定を検討することは考え

にくいため，各道路区間のq-vは昼夜問わず同一であるとする． 

仮定2について，道路区間の交通量および交通量変動は毎日少しずつ異なるが，日交通量の大

小によらず道路区間の交通量変動は同一であると仮定し，年間の平均値をその道路区間の代表的

な交通量変動パターンとする． 

ある道路区間の各時間帯の交通量を𝑞 ，各時間帯の交通需要を𝑞 ，平均旅行速度を𝑣 ，また日

交通量を𝑄とおくと，日平均旅行速度𝑉は，時間帯別旅行速度𝑣 を交通需要𝑞 で加重平均した値

として，式(4.4)で示される． 

𝑉
∑ 𝑣 𝑞 ∙ 𝑞

∑ 𝑞
 (4.4) 

𝑞 𝑞 ∆𝑞  (4.5) 

∆𝑞 𝑐 𝑞  (4.6) 

𝑄 𝑞  (4.7) 

ここに，∆𝑞 は超過交通量，である． 

また，交通需要𝑞 が時間交通容量𝑐より大きい値となった場合は，時間平均旅行速度𝑣 𝑣

として計算を行う． 

仮定2の下で各時間帯の交通量𝑞 は式(4.8)のとおり設定する． 

𝑞 𝑟 𝑄 (4.8) 

𝑟
𝑞
𝑄

 (4.9) 

ここに，𝑟 は時間帯𝑡の時間交通量の日交通量に対する比（時間係数），𝑞 は時間帯𝑡の観測時間
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交通量，𝑄 は観測日交通量，である． 

式(4.8)の日交通量𝑄に任意の日交通量を入力することで，同一の交通量変動指標下における日

平均旅行速度𝑉が算出できる． 

先に示す交通需要の算出では，0時台から順に24時間の各時間帯の交通需要を算出すると特に0

時～6時台で𝑟 が小さく，日交通量𝑄に大きな値を設定しても全時間帯で交通容量を超える状態に

はならない． 

しかし，式(4.10)のような日交通量𝑄 となった場合，日平均旅行速度は𝑣 に極めて近い値

になるべきである． 

𝑄 𝑐 24 (4.10) 

ここに，𝑄 は時間交通容量と同じ交通量が24時間流入した場合の日交通量，𝑐は時間交通容量，

である． 

よって本研究では，時間係数の比較的高い7時台から交通需要の算出を行い翌6時台までを日平

均旅行速度を算出するための24時間とし，時間係数の小さい時間帯においても前の時間帯の交通

需要の交通容量の超過分による影響を受けるように設定する． 

この考え方をもとに交通需要，時間平均旅行速度の算出，Q-Vの作成イメージを図-4.7に示す．

ここでは，日交通量𝑄としたときの時間平均旅行速度の算出の方法を示している．得られた各時

間帯の時間平均旅行速度を式(4.4)のとおり加重平均と取ることで，日交通量𝑄の時の日平均旅行

速度𝑉を得ることができる．以降，同様に∆𝑄ずつ日交通量の値を変えて異なる日交通量の時の日

平均旅行速度を算出し，Q-Vを作成する． 

  



69 
 
 
 

 

Step1: 時間係数の算出 Step2: 時間交通量に換算 

Step3: 交通需要の算出 Step4: 時間平均旅行速度の算出 

Step5: 日平均旅行速度の算出（加重平均） Step6: 日交通量-速度関係 

図-4.7 日交通量-速度関係の作成イメージ 

ここまでに示した手法をもとに，図-3.19に示す基本設定（𝑁 2，𝑆𝐿 50 [km/h]，𝐵𝑆𝐹𝑅

1800[pcu/h]，𝐷 2.0 [箇所/km]，𝐶 120[s] 0.033[h]，𝑔 0.5，𝑣 10[km/h]）のq-vを用

いて求めたQ-Vの一例を図-4.8に示す． 

Q-Vは，日交通量の増加とともに速度が緩やかに低下し，ある時点で急激に速度が減少する傾

向があることが確認された．また，日交通量𝑄 の状態においては，おおむね速度𝑣 となって
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おり，設定した条件を適切に反映できているといえる． 

 

(a)時間交通量-速度(q-v) (b)日交通量-速度(Q-V) 

図-4.8 時間交通量-速度関係(q-v)と日交通量-速度関係(Q-V)の一例 

 
 

4.2.2 交通量変動指標が日交通量-速度関係へ与える影響分析 

4.2.1の計算方法を用いて，異なる交通量変動指標の下で日交通量-速度関係（Q-V）がどのよう

に変化するのかその影響分析を行う．昼夜率とピーク率の影響分析では，図-4.9に示すピーク率

の値の幅を固定し昼夜率の違いによる影響を把握するa~dと，昼夜率の値の幅を固定しピーク率

の違いによる影響を把握する1~4に区分したデータの中からデータを抽出し比較することとする． 

 

 

図-4.9 ピーク率と昼夜率 
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(1) ピーク率が日交通量-速度関係へ与える影響 

図-4.10に昼夜率の値の範囲を固定した際の異なるピーク率によるQ-Vのグラフを示す．ピ

ーク率が大きくなるほど日平均旅行速度が急激に低下し始める位置（時間交通容量超過開始

時の日交通量）が左に移動していることがわかる．これは，ピーク率の値が大きくなるほどピ

ーク時の時間交通量が大きくなるため，より小さい日交通量の値で時間交通量が時間交通容

量を超過するためである． 

 

平日 休日 

図-4.10 ピーク率が日交通量-速度関係に与える影響（昼夜率=137%） 

 

図-4.10の傾向がどの昼夜率の値であっても同様であるかを確認するため，昼夜率の値の範

囲を替えた場合におけるピーク率がQ-Vに与える影響を図-4.11にて確認する．昼夜率の値に関

わらず前述の「ピーク率の値が大きくなるほど日平均旅行速度が急激に低下し始める位置が

左に移動する」傾向と同じであることを確認した．また，ピーク率及び昼夜率の値によらず日

平均旅行速度の低下点まではほぼ同じ曲線となった． 

この時間交通容量超過開始時の日交通量は，ピーク率𝑝を用いて式(4.11)で示すことができる． 

𝑄
𝑐
𝑝

100 （4.11） 

ここに，𝑝はピーク率，𝑄 は時間交通容量超過開始時の日交通量[pcu/day]，である． 

式(4.11)より，ピーク率が大きくなると時間交通量超過開始時の日交通量は小さくなり，時

間交通容量が大きくなると時間交通量超過開始時の日交通量は大きくなることがわかる． 
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平日 休日 

1) 昼夜率 140%~149% 

2) 昼夜率 130%~139% 

3) 昼夜率 120%~129% 

4) 昼夜率 110%~119% 

図-4.11 ピーク率が日交通量-速度関係に与える影響（昼夜率=110%~149%） 
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(2) 昼夜率が日交通量-速度関係に与える影響 

図-4.12にピーク率の値の範囲を固定した際の異なる昼夜率によるQ-Vのグラフを示す．昼

夜率が大きくなるほど時間交通容量超過開始時の日交通量以降の速度の低下が緩やかになっ

ていることがわかる．昼夜率が大きいとは昼間と夜間の交通量に大きな乖離があることを指

している．つまり，昼夜率が大きい時間交通量変動特性を持った道路で時間交通容量超過開始

時の日交通量になったとしても，直ちに他の時間帯も時間交通容量を超過するということは

ない．逆に昼夜率が小さい場合は，時間交通容量超過開始時の日交通量になったのち，直ちに

他の時間帯も時間交通容量を超過することとなり，急激な速度低下を引き起こす． 

 

平日 休日 

図-4.12 昼夜率が日交通量-速度関係に与える影響（ピーク率=6.5%） 

 

図-4.12の傾向がどの昼夜率の値であっても同様であるかを確認するため，昼夜率の値の範

囲を変えた場合におけるピーク率がQ-Vに与える影響を図-4.13にて確認する．ピーク率の値

に関わらず上記で述べた「昼夜率が大きくなるほど時間交通容量超過開始時の日交通量以降

の速度の低下が緩やかになる」傾向と同じであることを確認した． 
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平日 休日 

a) ピーク率 5.0%~5.9% 

b) ピーク率 6.0%~6.9% 

c) ピーク率 7.0%~7.9% 

d) ピーク率 8.0%~8.9% 

図-4.13 昼夜率が日交通量-速度関係に与える影響（ピーク率=5.0%~8.9%） 
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(3) その他の交通量変動指標が日交通量-速度関係へ与える影響 

(1)，(2)より，本研究で提案するQ-Vはピーク率および昼夜率の交通量変動指標の影響を受

けることが確認された．ここでは，その他の交通量変動指標による影響がないことを，ピーク

率および昼夜率がほぼ同じとなるである区間のデータを用いて確認を行う． 

図-4.14にピーク率および昼夜率がほぼ同じとなる区間のQ-Vを平休別に示すとともに，そ

れらの区間における各時間帯の時間係数値を示す．平日休日ともにQ-Vに違いは見られない．

各時間帯の時間係数を確認すると特に平日と休日では，6時台～8時台で違いがみられるがQ-V

に対してはほとんど感度がないことがわかる．よって，本研究で提案するQ-Vはピーク率と昼

夜率のみを交通量変動指標とする． 

 

平日 休日 

(a)日交通量-旅行速度関係 

(b)各時間帯の時間係数 

図-4.14 ピーク率=6.4%~6.6%，昼夜率=136%~138% 
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4.2.3 日交通量-速度関係の定式化 

4.2.2の分析結果より，ある時間帯の時間交通量が時間交通量と等しいもしくはそれ以上となる

日交通量𝑄 までとそれ以降で日交通量-速度関係（Q-V）が変化していることが確認された．そこ

で，定式化にあたっては，日交通量の範囲に応じて関数形を変えて検討することとする． 

(1) 日交通量が𝑄 以下（0 𝑄 𝑄 ） 

日交通量が𝑄 以下となる条件では，いずれの時間帯においても時間交通容量を超過するこ

とがなく，q-vと同様に交通量の増加にともない緩やかに減少していく傾向がある．よって，

式の形はq-vと同じ，極値を持つ対数関数として設定する．さらに，日交通量が0となる時の旅

行速度が，時間交通量が0となる時の旅行速度を超えないことをQ-Vの条件とする．これらは，

式(4.12)で表される． 

𝑔 𝑄 𝜂 𝑙𝑛 𝜃 𝑄
𝑔 0 𝑓 0

 (4.12) 

0 𝑄 𝑄  (4.13) 

𝑄
𝑐
𝑝

100 
(4.14) 

[再掲] 

ここに，𝑔 𝑄 は日交通量𝑄における日平均旅行速度，𝜂, 𝜃はパラメータ，𝑄 は 大の時間係数

（ピーク率𝑝）の時間帯の時間交通量が時間交通容量𝑐と等しくなる日交通量，である． 

(2) 日交通量が𝑄 より大きく𝑄 以下（𝑄 𝑄 𝑄 ） 

日交通量が𝑄 より大きくなる条件では，𝑄 に向けてなだらかに旅行速度が減少していき，

日交通量が𝑄 時旅行速度が𝑉 となる．よって，頂点を（𝑄 , 𝑉 ）にもつ2次関数であ

ると仮定する．また，式(4.12)との連続性を担保するため（𝑄 , 𝑔 𝑄 ）の点を通る関数として

設定し，これら2点を用いてパラメータを設定する．これらは，式(4.15)で表される． 

𝑔 𝑄 𝜅 𝑄 𝑄 𝑉

𝑔 𝑄 𝑔 𝑄
 (4.15) 

𝑄 𝑄 𝑄  (4.16) 

𝑄 𝑐 24 
(4.17) 

[再掲] 

ここに，𝑔 𝑄 は日交通量𝑄における日平均旅行速度，κはパラメータ，𝑉 は日平均旅行速度

の 小値（ 𝑣 ），である． 

(3) 日交通量が𝑄 より大きい（𝑄 𝑄） 

日交通量が𝑄 より大きくなる条件では旅行速度𝑉 に収束する． 

𝑔 𝑄 𝑉  (4.18) 

𝑄 𝑄 (4.19) 
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これら，(1)，(2)の条件式において各パラメータの推定を行う．様々な交通量変動の状態におけ

る条件で用いることのできるように，全314箇所全体が網羅できるよう図-4.15に示す境界部のデ

ータおよび平均的な数値のデータ計30箇所をパラメータ推定に用いる． 

 
図-4.15 パラメータ推定に用いた交通量変動特性データ 

ここでは，図-4.8(a)に示すq-vを用いた結果を例示する．分析に用いた箇所の交通量変動指標の

値， 小二乗法を用いて推定したパラメータ𝜂, 𝜃および推定したパラメータ𝜂, 𝜃を用いて求めたパ

ラメータ𝜅を表-4.3に示す．対数関数を仮定し推定したパラメータ𝜂, 𝜃による曲線の決定係数はい

ずれも5%有意を満たしており，非常に精度の高い推定結果となった． 

パラメータ𝜂, 𝜃と各交通量変動指標との関係を把握するため，図-4.16，図-4.17に各パラメータ

とピーク率及び昼夜率の散布図を示す．パラメータ𝜂は，ピーク率が大きくなると単調増加し，

昼夜率が大きくなると単調減少することが確認された．ピーク率が大きいとその他の時間帯の時

間係数が相対的に小さくなることから，特に交通量が少ない時の旅行速度が大きくなるためパラ

メータ𝜂は増加すると考えられる．また，昼夜率が大きいと昼間と夜間の交通量の差が小さくな

ることから，1日を通して交通量が多く旅行速度が小さくなるためパラメータ𝜂は増加する．パラ

メータ𝜃は，ピーク率が大きくなると単調減少し，昼夜率が大きくなると単調増加することが確

認された．ピーク率が大きいと日交通量が比較的小さい状況であっても時間交通需要が交通容量

を超過し旅行速度が急激に低下するため，パラメータ𝜃は減少すると考えられる．また，昼夜率

が大きいと昼間と夜間の交通量の差が小さくなり時間係数の差が少なくなることから，日交通量

が比較的大きい状況であっても時間交通需要が交通容量を超過しにくいため，パラメータ𝜃は増

加すると考えられる．よって，パラメータ𝜂, 𝜃のどちらも各交通量変動指標の影響が妥当である

と言える． 
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表-4.3 Q-V推定のパラメータ一覧（図-4.8のq-vを使用） 

箇所

番号 

交通量変動特性 (1) 0 𝑄 𝑄  (2) 𝑄 𝑄 𝑄  

ピーク率 昼夜率 𝜂 𝜃 𝑅 𝜅 𝑄  

1 12.0 115 3.62 1.70 10 ** 2.20 10  4.32 10  

2 11.0 133 3.58 1.90 10 ** 2.53 10  4.32 10  

3 10.9 117 3.58 1.89 10 ** 2.50 10  4.32 10  

7 10.4 145 3.53 2.19 10 ** 2.96 10  4.32 10  

11 10.0 116 3.57 1.95 10 ** 2.53 10  4.32 10  

14 9.8 124 3.53 2.12 10 ** 2.93 10  4.32 10  

21 9.4 116 3.54 2.05 10 ** 2.69 10  4.32 10  

45 8.6 150 3.46 2.62 10 ** 3.97 10  4.32 10  

47 8.6 125 3.49 2.33 10 ** 3.46 10  4.32 10  

53 8.4 131 3.47 2.48 10 ** 3.83 10  4.32 10  

64 8.3 120 3.48 2.34 10 ** 3.41 10  4.32 10  

73 8.1 131 3.46 2.52 10 ** 4.02 10  4.32 10  

105 7.6 155 3.43 2.83 10 ** 4.96 10  4.32 10  

141 7.2 125 3.44 2.54 10 ** 3.56 10  4.32 10  

150 7.1 139 3.42 2.78 10 ** 5.27 10  4.32 10  

166 6.9 139 3.40 2.82 10 ** 5.51 10  4.32 10  

176 6.9 139 3.41 2.81 10 ** 5.44 10  4.32 10  

186 6.8 139 3.42 2.78 10 ** 5.22 10  4.32 10  

187 6.8 158 3.39 3.07 10 ** 6.61 10  4.32 10  

195 6.7 139 3.40 2.85 10 ** 5.69 10  4.32 10  

209 6.6 139 3.42 2.78 10 ** 4.81 10  4.32 10  

227 6.5 139 3.40 2.87 10 ** 5.70 10  4.32 10  

236 6.5 149 3.40 2.95 10 ** 6.49 10  4.32 10  

240 6.5 149 3.38 3.04 10 ** 6.99 10  4.32 10  

241 6.4 137 3.39 2.88 10 ** 5.49 10  4.32 10  

262 6.3 149 3.37 3.11 10 ** 7.74 10  4.32 10  

264 6.3 149 3.37 3.09 10 ** 7.46 10  4.32 10  

311 5.5 170 3.33 3.46 10 ** 1.34 10  4.32 10  

313 5.3 166 3.32 3.49 10 ** 1.49 10  4.32 10  

314 5.1 177 3.30 3.69 10 ** 2.26 10  4.32 10  

𝑅 の凡例：**1%有意，*5%有意 
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(a)ピーク率 (b)昼夜率 

図-4.16 交通量変動指標とパラメータ𝜂の関係 

 

(a)ピーク率 (b)昼夜率 

図-4.17 交通量変動指標とパラメータ𝜃の関係 

 

パラメータ𝜅についても同様に各交通量変動指標との関係を把握するため，図-4.18にピーク率

及び昼夜率の散布図を示す． 

ピーク率が大きくなると負の指数関数的に減少し，昼夜率が大きくなると正の指数関数的に増

加することが確認された．ピーク率が十分に小さいと各時間係数がどの時間帯においてもほぼ近

い値である可能性が高く，ある時間帯の時間交通需要が交通容量を超過し始めるとすぐに別の時

間帯においても時間交通需要が交通容量を超過し，急激に旅行速度が低下する．そのため，パラ

メータ𝜅は大きくなり，ピーク率がある程度大きくなると交通量の低下がピーク率の変化量に比

べて微小となり感度が小さくなると考えられる．また，昼夜率が大きいと昼間と夜間の交通量の

差が小さくなり時間係数の差が少なくなることから，日交通量が比較的大きい状況であっても時

間交通需要が交通容量を超過にくいため，パラメータ𝜅は増加すると考えられる． 
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(a)ピーク率 (b)昼夜率 

図-4.18 交通量変動指標とパラメータ𝜅の関係 

 

表-4.3に示すパラメータの推定結果に基づくQ-Vと実データを基に描いたQ-Vを図-4.19に示す．

いずれの交通量変動指標のケースにおいても日交通量が𝑄 以下の交通状況において，一致してい

ると言える．また，日交通量が𝑄 より大きい交通状況下においては，実データをもとに描いたQ-

Vに比べて 大でも約4 km/h程度の差にとどまっており，比較的良好な精度であると言える． 

よって，本節で設定した推定式を採用し，より様々な道路・交通条件下で使用できるようにパ

ラメータ𝜂, 𝜃を推定するモデルを構築する． 

 

 

図-4.19 実データに基づくQ-Vと推定パラメータを用いたQ-V 
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4.3 交通量変動指標を用いた日交通量-速度関係のモデル化 

4.3.1 重回帰分析による日交通量-速度関係のパラメータ推定 

4.2.3の式(4.12)のパラメータ𝜂, 𝜃に対して交通条件及び道路構造・交通運用を説明変数とした重

回帰分析により，日交通量-速度関係（Q-V）のモデル化を行う．パラメータ𝜂, 𝜃と各交通量変動

指標との関係は4.2.3にて説明済みであるため，ここでは，パラメータ𝜂, 𝜃と道路構造・交通運用

との関係について整理したのち，Q-Vのモデル化を行う． 

道路構造・交通運用は，4.2.3で検討した道路構造・交通運用に対して影響を分析する．また，

影響の分析には定式化の際に用いた30箇所のデータを用いる． 

 車線数 𝑁 1, 2, 3 

 指定 高速度 𝑆𝐿 40, 50, 60 

 飽和交通流率の基本値 𝐵𝑆𝐹𝑅 1600, 1800, 2000 

 信号交差点密度 𝐷 0.5, 2.0, 4.0 

 信号サイクル長 𝐶 90, 120, 150 

 青時間比 𝑔 0.4, 0.5, 0.6 

表-4.4に道路構造・交通運用と各パラメータの関係の分析結果を示す．また，図-4.20，図-4.21

にパラメータ𝜂と道路構造・交通運用の関係，図-4.22，図-4.23にパラメータ𝜃と道路構造・交通

運用の関係の散布図を示す．パラメータ𝜂は，指定 高速度および青時間比が増加すると増加す

る傾向にある．パラメータ𝜂が，Q-Vの速度（縦軸方向）に強く影響するパラメータであり，指定

高速度は旅行速度の上限値に影響があり，青時間比は交通容量の増加に強く影響するためこの

ような傾向が確認された．車線数，飽和交通流率の基本値，信号交差点密度およびサイクル長が

増加するとパラメータ𝜂が減少する．図-3.19より車線数および飽和交通流率の基本値が大きい場

合，速度の低下が非常に緩やかになることからパラメータ𝜂が小さくなると考えられる．信号交

差点密度とサイクル長は，小さい値ほど時間平均旅行速度が高くなる傾向であるため，パラメー

タ𝜂が小さくなると考えられる． 

パラメータ𝜃は，車線数，飽和交通流率の基本値および青時間比が増加すると増加する傾向に

ある．パラメータ𝜃が，Q-Vの交通量（横軸方向）に強く影響するパラメータであり，車線数，飽

和交通流率の基本値，青時間比が交通容量の増加に強く影響するためこのような傾向が確認され

た．また，車線数と青時間比は，ピーク率や昼夜率の値によって道路構造・交通運用による変化

量が異なることが確認された．指定 高速度とサイクル長が増加してもパラメータ𝜃はほとんど

変化しない．これは図-3.19のq-vの交通容量に変化がなく曲線もほぼ同じであるためである．信

号交差点密度が増加すると，パラメータ𝜃が小さくなる．これは，信号交差点密度が増加すると

時間平均旅行速度が大きく減少するためである．また，信号交差点密度の変化によるパラメータ

𝜃の変化量が，0.5から2，2から4とで大きく異なることから非線形に変化していると考えられる． 
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表-4.4 道路構造・交通運用と各パラメータの関係（総括） 

道路構造・交通運用の変化 パラメータ 𝜂 パラメータ 𝜃 

車線数が増加↑ 減少↓ 増加↑ 
指定 高速度が増加↑ 増加↑ 減少↓ 
飽和交通流率の基本値が増加↑ 減少↓ 増加↑ 
信号交差点密度が増加↑ 減少↓ 減少↓ 
サイクル長が増加↑ 減少↓ 減少↓ 
青時間比が増加↑ 増加↑ 増加↑ 

 

(a)車線数(𝑁 1, 2, 3) (b)指定 高速度(𝑆𝐿 40, 50, 60) 

(c)飽和交通流率の基本値(𝐵𝑆𝐹𝑅 1600, 1800, 2000) (d)信号交差点密度(𝐷 0.5, 2.0, 4.0) 

(e)サイクル長(𝐶 90, 120, 150) (f)青時間比 (𝑔 0.4, 0.5, 0.6) 

図-4.20 道路構造・交通運用に応じたパラメータ𝜂とピーク率の関係 
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(a)車線数(𝑁 1, 2, 3) (b)指定 高速度(𝑆𝐿 40, 50, 60) 

(c)飽和交通流率の基本値(𝐵𝑆𝐹𝑅 1600, 1800, 2000) (d)信号交差点密度(𝐷 0.5, 2.0, 4.0) 

(e)サイクル長(𝐶 90, 120, 150) (f)青時間比 (𝑔 0.4, 0.5, 0.6) 

図-4.21 道路構造・交通運用に応じたパラメータ𝜂と昼夜率の関係 
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(a)車線数(𝑁 1, 2, 3) (b)指定 高速度(𝑆𝐿 40, 50, 60) 

(c)飽和交通流率の基本値(𝐵𝑆𝐹𝑅 1600, 1800, 2000) (d)信号交差点密度(𝐷 0.5, 2.0, 4.0) 

(e)サイクル長(𝐶 90, 120, 150) (f)青時間比 (𝑔 0.4, 0.5, 0.6) 

図-4.22 道路構造・交通運用に応じたパラメータ𝜃とピーク率の関係 

  

0

10

20

30

40

50

60

4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

パ
ラ

メ
ー

タ
θ×

10
00

ピーク率(%)

⾞線数=1
⾞線数=2
⾞線数=3

0

10

20

30

40

50

60

4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

パ
ラ

メ
ー

タ
θ×

10
00

ピーク率(%)

Spl=40
Spl=50
Spl=60

0

10

20

30

40

50

60

4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

パ
ラ

メ
ー

タ
θ×

10
00

ピーク率(%)

BSFR=1600
BSFR=1800
BSFR=2000

0

10

20

30

40

50

60

4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

パ
ラ

メ
ー

タ
θ×

10
00

ピーク率(%)

Ds=0.5
Ds=2
Ds=4

0

10

20

30

40

50

60

4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

パ
ラ

メ
ー

タ
θ×

10
00

ピーク率(%)

c=90
c=120
c=150

0

10

20

30

40

50

60

4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

パ
ラ

メ
ー

タ
θ×

10
00

ピーク率(%)

⻘時間⽐=0.4
⻘時間⽐=0.5
⻘時間⽐=0.6



85 
 
 
 

 

(a)車線数(𝑁 1, 2, 3) (b)指定 高速度(𝑆𝐿 40, 50, 60) 

(c)飽和交通流率の基本値(𝐵𝑆𝐹𝑅 1600, 1800, 2000) (d)信号交差点密度(𝐷 0.5, 2.0, 4.0) 

(e)サイクル長(𝐶 90, 120, 150) (f)青時間比 (𝑔 0.4, 0.5, 0.6) 

図-4.23 道路構造・交通運用に応じたパラメータ𝜃と昼夜率の関係 
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図-4.20~図-4.23の結果を踏まえて，パラメータ𝜂, 𝜃をそれぞれ式(4.20)，式(4.21)に基づき重回帰

分析を行う． 

𝜂 𝑁, 𝑔 𝑎 ∙ 𝑝 𝑎 ∙ 𝑟 𝑎 ∙ 𝐵𝑆𝐹𝑅 𝑎 ∙ 𝑆𝐿 𝑎 ∙ 𝑆𝐿 𝑎 ∙ 𝐷

𝑎 ∙ 𝐶 𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡. 
(4.20) 

𝜃 𝑁, 𝑔 𝑏 ∙ 𝑝 𝑏 ∙ 𝑟 𝑏 ∙ 𝐵𝑆𝐹𝑅 𝑏 ∙ 𝑆𝐿 𝑏 ∙ 𝑆𝐿 𝑏

∙ 𝑙𝑛 𝐷 𝑏 ∙ 𝐶 𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡. 
(4.21) 

ここに，𝜂 𝑁, 𝑔 は車線数𝑁，青時間比𝑔の時のパラメータ𝜂，𝜃 𝑁, 𝑔 は車線数𝑁，青時間比𝑔の時

のパラメータ𝜃，𝑎 ~𝑎 ，𝑏 ~𝑏 は各変数の係数，𝑆𝐿 ，𝑆𝐿 は指定 高速度40km/hダミー，50km/h

ダミー，𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡.は定数項，である． 

車線数𝑁と青時間比𝑔は，前述のとおりピーク率，昼夜率の値によって各パラメータへの影響が

異なることから，重回帰分析の説明変数からは除く．また，パラメータ𝜃は信号交差点密度𝐷 の

値が大きくなると影響度が急激に小さくなることから，対数関数を仮定し説明変数に加える．指

定 高速度を除き，様々な道路構造・交通運用に対応できるようピーク率，昼夜率，飽和交通流

率の基本値，信号交差点密度，サイクル長は連続数として扱う．ただし，各々の値の範囲は以下

のとおりである． 

5.1 𝑝 12.0 (4.22a) 

115 𝑟 177 (4.22b) 

1600 𝐵𝑆𝐹𝑅 2000 (4.22c) 

0.5 𝐷 4.0 (4.22d) 

90 𝐶 150 (4.22e) 

 

表-4.5~表-4.7にパラメータ𝜂，表-4.8~表-4.10にパラメータ𝜃の推定結果をそれぞれ示す. 

パラメータ𝜂は，車線数別青時間比別に行った重回帰分析においていずれのモデルも重決定係

数は0.9以上かつ説明変数すべてが有意水準5%以内となり精度の高いモデルとなった．いずれの

係数も図-4.16および表-4.4で確認された傾向と同じとなった． 

パラメータ𝜃は，車線数別青時間比別に行った重回帰分析においていずれのモデルも重決定係

数は0.8以上かつ定数項を除き説明変数すべてが有意水準5%以内となり，精度の高いモデルとな

った．いずれの係数も図-4.17および表-4.4で確認された傾向と同じとなった． 

図-4.24に重回帰分析に用いた実パラメータ値と推定したパラメータ値の散布図を示す．いずれ

のパラメータもおおむね45度線に乗っているが，特にパラメータ𝜃が大きい値の際に推定値が過

小評価されている状況が確認された．推定値が過小評価されている場合，パラメータ𝜃が𝑄 以下

となり，曲線を設定できない道路構造・交通運用が発生する可能性がある．これについては，次



87 
 
 
 

項で詳細な分析を行う． 

 

表-4.5 パラメータ𝜂の重回帰分析の結果（車線数1,青時間比別） 

パラメータ𝜂 
𝑁 1 

𝑔 0.4 𝑔 0.5 𝑔 0.6 

切片 𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡. 6.60** 6.59** 6.43**

ピーク率 𝑝 [%] 3.39 10 ** 3.94 10 ** 4.27 10 2**

昼夜率 𝑟  [%] -1.44 10 ** -1.30 10 ** -1.34 10 **

飽和交通流率の基本値 𝐵𝑆𝐹𝑅 [pcu/h] -2.03 10 ** -2.12 10 ** -1.71 10 **

指定 高速度40km/h ダミー 𝑆𝐿  -0.973** -1.12** -1.28**

指定 高速度50km/h ダミー 𝑆𝐿  -0.460** -0.534** -0.604**

信号交差点密度 𝐷  [箇所/km] -0.611** -0.525** -0.416**

サイクル長 𝐶 [s] -8.87 10 ** -7.93 10 ** -6.24 10 **

サンプル数 n 2430 2430 2430 

重決定係数 R2 0.931 0.936 0.933 

t値の凡例：**1%有意，*5%有意 

 

表-4.6 パラメータ𝜂の重回帰分析の結果（車線数2,青時間比別） 

パラメータ𝜂 
𝑁 2 

𝑔 0.4 𝑔 0.5 𝑔 0.6 

切片 𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡. 6.13** 6.13** 6.12**

ピーク率 𝑝 [%] 2.75 10 ** 3.28 10 2** 3.58 10 2**

昼夜率 𝑟  [%] -1.33 10 ** -1.19 10 ** -1.22 10 **

飽和交通流率の基本値 𝐵𝑆𝐹𝑅 [pcu/h] -1.81 10 ** -1.89 10 ** -2.00 10 **

指定 高速度40km/h ダミー 𝑆𝐿  -0.912** -1.05** -1.22**

指定 高速度50km/h ダミー 𝑆𝐿  -0.431** -0.501** -0.588**

信号交差点密度 𝐷  [箇所/km] -0.557** -0.477** -0.369**

サイクル長 𝐶 [s] -8.23 10 ** -7.36 10 ** -6.09 10 **

サンプル数 n 2430 2430 2430 

重決定係数 R2 0.932 0.936 0.940 

t値の凡例：**1%有意，*5%有意 
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表-4.7 パラメータ𝜂の重回帰分析の結果（車線数3,青時間比別） 

パラメータ𝜂 
𝑁 3 

𝑔 0.4 𝑔 0.5 𝑔 0.6 

切片 𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡. 5.85** 5.87** 5.86**

ピーク率 𝑝 [%] 2.59 10 ** 3.09 10 2** 3.36 10 2**

昼夜率 𝑟  [%] -1.17 10 ** -1.05 10 ** -1.08 10 **

飽和交通流率の基本値 𝐵𝑆𝐹𝑅 [pcu/h] -1.67 10 ** -1.75 10 ** -1.85 10 **

指定 高速度40km/h ダミー 𝑆𝐿  -0.877** -1.01** -1.18**

指定 高速度50km/h ダミー 𝑆𝐿  -0.415** -0.483** -0.567**

信号交差点密度 𝐷  [箇所/km] -0.532** -0.457** -0.352**

サイクル長 𝐶 [s] -7.87 10 ** -7.05 10 ** -5.83 10 **

サンプル数 n 2430 2430 2430 

重決定係数 R2 0.932 0.936 0.940 

t値の凡例：**1%有意，*5%有意 

 

表-4.8 パラメータ𝜃の重回帰分析の結果（車線数1,青時間比別） 

パラメータ𝜃 
𝑁 1 

𝑔 0.4 𝑔 0.5 𝑔 0.6 

切片 𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡. -4.21 10 ** -4.40 10 ** -6.21 10 **

ピーク率 𝑝 [%] -6.16 10 ** -7.95 10 ** -9.37 10 **

昼夜率 𝑟  [%] 67.1** 83.4** 1.05 10 **

飽和交通流率の基本値 𝐵𝑆𝐹𝑅 [pcu/h] 6.98** 8.70** 10.9**

指定 高速度40km/h ダミー 𝑆𝐿  9.85 10 ** 1.31 10 ** 1.85 10 **

指定 高速度50km/h ダミー 𝑆𝐿  3.83 10 ** 5.14 10 ** 7.75 10 **

信号交差点密度 𝑙𝑛 𝐷   -1.99 10 ** -2.77 10 ** -3.93 10 **

サイクル長 𝐶 [s] -6.40** -11.4** -15.8**

サンプル数 n 2430 2430 2430 

重決定係数 R2 0.884 0.877 0.867 

t値の凡例：**1%有意，*5%有意 
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表-4.9 パラメータ𝜃の重回帰分析の結果（車線数2,青時間比別） 

パラメータ𝜃 
𝑁 2 

𝑔 0.4 𝑔 0.5 𝑔 0.6 

切片 𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡. -6.01 10 ** -5.07 10 ** -6.19 10 **

ピーク率 𝑝 [%] -1.34 10 ** -1.74 10 ** -2.07 10 **

昼夜率 𝑟  [%] 1.37 10 ** 1.67 10 ** 2.10 10 **

飽和交通流率の基本値 𝐵𝑆𝐹𝑅 [pcu/h] 14.3** 17.7** 21.6**

指定 高速度40km/h ダミー 𝑆𝐿  2.39 10 ** 3.10 10 ** 4.14 10 **

指定 高速度50km/h ダミー 𝑆𝐿  9.36 10 ** 1.22 10 ** 1.63 10 **

信号交差点密度 𝑙𝑛 𝐷   -5.04 10 ** -6.76 10 ** -9.39 10 **

サイクル長 𝐶 [s] -23.5** -36.3** -51.8**

サンプル数 n 2430 2430 2430 

重決定係数 R2 0.883 0.879 0.870 

t値の凡例：**1%有意，*5%有意 

 

表-4.10 パラメータ𝜃の重回帰分析の結果（車線数3,青時間比別） 

パラメータ𝜃 
𝑁 3 

𝑔 0.4 𝑔 0.5 𝑔 0.6 

切片 𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡. -5.41 10 ** -3.15 10  -3.79 10

ピーク率 𝑝 [%] -2.15 10 ** -2.78 10 ** -3.32 10 **

昼夜率 𝑟  [%] 2.01 10 ** 2.43 10 ** 3.07 10 **

飽和交通流率の基本値 𝐵𝑆𝐹𝑅 [pcu/h] 21.6** 26.5** 32.4**

指定 高速度40km/h ダミー 𝑆𝐿  3.84 10 ** 4.92 10 ** 6.54 10 **

指定 高速度50km/h ダミー 𝑆𝐿  1.51 10 ** 1.93 10 ** 2.57 10 **

信号交差点密度 𝑙𝑛 𝐷   -8.17 10 ** -1.08 10 ** -1.49 10 **

サイクル長 𝐶 [s] -44.1** -64.6** -90.6**

サンプル数 n 2430 2430 2430 

重決定係数 R2 0.886 0.882 0.875 

t値の凡例：**1%有意，*5%有意 
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パラメータ 𝜂 パラメータ 𝜃 

(a)車線数𝑁 1 

(b)車線数𝑁 2 

(c)車線数𝑁 3 

図-4.24 実パラメータ値と推定値の比較（パラメータ𝜂, 𝜃） 
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以上より，特定の道路構造・交通運用および交通量変動指標においては曲線を設定できない可

能性があるものの，検討した説明変数を用いて交通量変動指標に応じたQ-Vが設定できることを

示した． 

図-4.25に重回帰分析のモデル式を用いたQ-Vと実データを基に描いたQ-Vを示す．いずれの交

通量変動指標のケースにおいても日交通量が𝑄 以下の交通状況において，ほぼ同じ傾向を表現で

きていると言える．また，実データとの誤差は 大約5 km/h程度の差にとどまっており，比較的

良好な精度であると言える． 

 

図-4.25 実データに基づくQ-Vとモデル式によるQ-V 
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4.3.2 推定モデルの制約条件 

図-4.26に推定パラメータ𝜃と𝑄 の散布図を，表-4.11に推定パラメータ𝜃 𝑄 1となるサンプ

ル数を示す．いずれの車線数別，青時間比別のモデルにおいても一定数推定パラメータ𝜃 𝑄

1となる道路構造・交通運用が存在することが確認された．また，車線数が少なく，青時間比が大

きいとその割合が多くなる傾向にある． 

図-4.27~図-4.29に車線数，青時間比以外の道路構造・交通運用において推定パラメータ𝜃

𝑄 1となる割合を示す．飽和交通流率の基本値，指定 高速度，サイクル長はどの値もまんべ

んなく推定パラメータ𝜃 𝑄 1となる道路構造・交通運用が存在する．信号交差点密度に関し

ては，𝐷 4.0で推定パラメータ𝜃 𝑄 1となる道路構造・交通運用条件の9割以上を占めてい

ることが確認された．式(4.22)でモデルに使用できる説明変数の値を提示しているが，特に信号交

差点密度𝐷 4.0では推定パラメータ𝜃 𝑄 1となることがあるため，モデルの適用に当たっ

ては十分に留意する必要がある． 

 

(a)車線数𝑁 1 (b)車線数𝑁 2 

- 

(c)車線数𝑁 3 - 

図-4.26 𝑄 と推定パラメータ𝜃の関係 
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表-4.11 推定パラメータ𝜃 𝑄 1となるサンプル数一覧 

パラメータ𝜃 𝑔 0.4 𝑔 0.5 𝑔 0.6 

𝑁 1 
サンプル数 2430 2430 2430

うち推定𝜃 𝑄 1となるサンプル数 414(17%) 475(20%) 526(22%)

𝑁 2 
サンプル数 2430 2430 2430

うち推定𝜃 𝑄 1となるサンプル数 381(16%) 445(18%) 489(20%)

𝑁 3 
サンプル数 2430 2430 2430

うち推定𝜃 𝑄 1となるサンプル数 361(15%) 434(18%) 483(20%)

 

(a) 飽和交通流率の基本値 𝐵𝑆𝐹𝑅 (b) 指定 高速度 𝑆𝐿 

(c) 信号交差点密度 𝐷  (d) サイクル長 𝐶 

図-4.27 推定𝜃 𝑄 1となる道路構造・交通運用条件（車線数=1） 
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(a) 飽和交通流率の基本値 𝐵𝑆𝐹𝑅 (b) 指定 高速度 𝑆𝐿 

(c) 信号交差点密度 𝐷  (d) サイクル長 𝐶 

図-4.28 推定𝜃 𝑄 1となる道路構造・交通運用条件（車線数=2） 

 

(a) 飽和交通流率の基本値 𝐵𝑆𝐹𝑅 (b) 指定 高速度 𝑆𝐿 

(c) 信号交差点密度 𝐷  (d) サイクル長 𝐶 

図-4.29 推定𝜃 𝑄 1となる道路構造・交通運用条件（車線数=3） 
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4.4 既存の旅行速度推定手法と提案手法の比較 

ここでは，既存の旅行速度推定手法として交通量配分などで一般的に用いられている値によっ

て設定した日交通量-速度関係（既存Q-V）と4.3で開発した推定モデルに基づく日交通量-速度関

係（提案Q-V）を比較する． 

4.4.1 道路構造・交通運用および交通条件の設定 

既存Q-Vは，2.2.2で整理したとおりQ-Vを設定するために必要な道路構造・交通運用として，

道路種別，指定 高速度，沿道状況，車線数を設定している．また，提案Q-Vでは，道路構造・

交通運用（信号交差点密度，飽和交通流率の基本値，信号サイクル長，青時間比），交通条件（ピ

ーク率，青時間比）の設定が必要となる．ここでは，実際の道路区間を一例として抽出し，その

道路・交通条件に対する既存Q-Vと提案Q-Vを設定し，比較を行う． 

交通条件は，表-4.2に示す岡崎上り線（平日）の𝑝 7.3，𝑟 149とし，道路構造・交通運

用条件は，道路交通センサスの岡崎の区間（23300010310）を参考に，直轄国道，市街地，車線数

往復4車線（𝑁 2），𝑆𝐿 50[km/h]，𝐷 2.4[箇所/km]とする．その他，提案Q-Vに必要となる

道路構造・交通運用は，以下の値を用いる． 

 𝑔 0.5， 

 𝐶 120[s] 0.0333[h]， 

 𝐵𝑆𝐹𝑅 1800[pcu/h] 

既存Q-Vは，日交通量の単位がveh/dayでありかつ上下線合計の交通量-速度関係を示している．

そのため，大型車混入率20%，PCE=1.7と仮定し，上り線と下り線の交通量は等しいものとして提

案Q-Vと同じ片方向，乗用車換算台数[pcu/day]となるよう変更を加える．さらに，2.2.2で述べた

とおり，既存Q-Vで用いられている可能交通容量には計画水準に応じた低減率を乗じている．計

画水準に応じた補正を乗じていない提案Q-Vとそのまま比較するのは不適切であるため，既存Q-

Vの交通量を計画水準の値で除すことで提案Q-Vと同等の条件に修正する．計画水準に応じた低

減率𝑟 は，道路の交通容量(日本道路協会，1986)の「計画水準1は高いサービスが求められる第1種

の道路に適用し，計画水準2はその他の道路に対して適用する．」の記載に従い，計画水準2（都市

部）の値である0.9を用いる． 

4.4.2 既存の旅行速度推定手法と提案手法の比較 

図-4.30に既存Q-Vと提案Q-Vのグラフを示す．既存Q-Vと提案Q-Vは日交通量が少ない状態に

おいては極めて近い形状をしているが，速度低下開始点が大きく異なり日交通量22,000 [pcu/day]

付近の値では日平均旅行速度が約10 km/h異なることが確認された．提案Q-Vは，日交通量25,000 

[pcu/day]程度までは緩やかに速度が減少し，それ以上の日交通量になると急激に速度が減少する

形状となっている．また，参考までに既存Q-Vと近い形状になる提案Q-Vにおける交通条件を確
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認し，そのQ-Vを図中の点線として示す．𝑝 11.9，𝑟 115となる交通条件で提案Q-Vが既存

Q-Vに形状に近いものとなった．この交通条件は，今回モデルに用いたデータの中で もピーク

率が大きく， も昼夜率が小さいものであり直轄国道（市街地）の区間の平均的な値を指すとは

考えにくい．また，道路の交通容量(日本道路協会，1984)で示されているピーク率の値は

6.9 %~9.1 %，昼夜率は123 %～147 %となり大幅に標準とは異なる条件になっていることがわか

る． 

既存Q-Vと提案Q-Vとの比較により提案Q-Vが既存Q-Vと比べて形状等異なるものの，自由速度

の値などは近しい値を取っており，これまでのものから大きく逸脱したものでないことが確認で

きた．また，道路構造・交通運用条件が同じであっても交通条件により形状が大きく変わり，様々

な条件を表現できるQ-Vを設定することが可能となった． 

 

図-4.30 既存Q-V（大型車混入率20%，PCE=1.7）と提案Q-Vの比較 

 

4.5 まとめ 

本章では，計画段階において検討する交通条件の抽出及びその交通条件を検討可能な交通量-

速度関係として，新たな日交通量-速度関係（Q-V）を提案した．本研究では，旅行速度照査を時

間交通量-速度関係(q-v)にて実施することから関連の高い時間交通量の変動指標であるピーク率

と昼夜率を選定した．道路構造・交通運用条件に応じて決定するq-vと交通量変動指標（ピーク率

と昼夜率）を用いて新たなQ-Vのモデル化を行った．車線数と青時間比別にモデルを構築し，道

路構造・交通運用およびピーク率，昼夜率を説明変数として精度の高いモデルを構築した．構築

したモデルによるQ-Vと既存の手法のQ-Vを比較し，既存のQ-Vに比べて条件設定に対する柔軟

性やとりうる値が多くなるなどの構築したモデルの優位性が明らかとなった． 
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第5章 旅行速度推定に基づく性能照査型道路計画手法の提案 

5.1 本研究が提案する性能照査型道路計画手法の実施手順 

本研究で提案する旅行速度照査に基づく性能照査型道路計画手法は第1章でも述べたとおり，

対象とする道路区間が目標旅行速度を達成するために必要な道路構造・交通運用を決めるための

もであり，できる限り従来の道路計画手法を踏襲する形で提案するものである．また，本手法で

異なる単位の設計交通量でも道路構造・交通運用を検討可能であるものとなる．設計交通量とは，

どの程度の交通状況まで目標を達成できるようにするかの設計対象とする交通量を指す．例えば，

設計時間交通量（ピーク時）を用いて旅行速度の照査を行った場合は，計画交通量のピーク時間

帯の時間交通量の状況まで時間平均旅行速度が目標旅行速度を達成できることを指し，計画交通

量（AADT）を用いて旅行速度の照査を行う場合は，AADTの日交通量の状況まで日平均旅行速

度が目標旅行速度を達成できることを指す．この場合，前者の方が求められる道路構造・交通運

用が高規格なものとなる．また，前者は道路構造・交通運用の変更や交通量のピークカットの施

策の影響を反映することが可能である．後者は，前者で考慮できる影響に加えてピークシフトの

施策の影響を反映することが可能である．このように，目的に合わせて旅行速度の照査対象を変

更できることも本手法の特徴である． 

図-5.1に本研究で提案する性能照査型道路計画手法の概要を示す．第2章の整理と同じく，交通

性能の目標設定，将来交通量の推計，道路構造・交通運用に応じた交通性能の推定の3つの項目に

分かれており，以降(1)～(3)で各段階での手順を説明する． 
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(a) 設計交通量：設計時間交通量 

(b) 設計交通量：計画交通量 

図-5.1 提案する性能照査型道路計画手法のフロー 
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(1) 交通性能の目標設定 

計画対象とする道路区間の交通性能の目標設定を行う．ここでは，交通性能として旅行速度

を選定する．3.1.2の手法を用いて目標を設定することとし，設定手順を図-5.2に再掲する．ま

ず，対象道路区間を含む周辺道路ネットワーク条件を決定する．その後，対象区間の道路に関

する上位計画の有無を確認し，上位計画がある場合は上位計画に定められた内容を基に目標

を設定する．そうでない場合は，周辺道路ネットワークを確認する．周辺道路ネットワークを

確認し，設計対象とする道路が上位，中位のいずれの位置づけとなるかを把握し，用いる目標

旅行速度の条件式を選定し，各々の手順に沿って目標旅行速度を設定する． 

 

 

図-5.2 目標旅行速度の決定手順（再掲） 

 

(2) 将来交通量の推計 

将来交通量の推計は，基本的に従来の道路計画手法と同じ手法により行うことを想定して

いる．従来手法と異なる部分は，交通量配分に用いる日交通量-速度関係（Q-V）が本研究で提

案する交通量変動を考慮した方向別の日交通量-速度関係（提案Q-V）を用いることである．提

案Q-Vは，従来の道路計画では考慮していない信号交差点密度，サイクル長，青時間比，飽和

交通流率の基本値，ピーク率，昼夜率を用いる．既存道路の改良・改築であれば，既存道路の

値を仮設定することとなる．新設道路であれば，目標旅行速度を見据えて道路構造・交通運用

条件を仮設定する必要があり，ピーク率・昼夜率などの交通条件は道路交通センサスデータを

基に類似の道路の値を引用することとなる．また，提案Q-Vは上下別に設定されるものであり，

将来交通量の推計値も上下別別となることに留意が必要である． 

提案Q-Vを用いて日交通量配分を行うことで，より実際の道路構造・交通運用条件を考慮し

対象道路（2階層の上位道路）の決定

(a)対象道路に対して地域の
上位計画に基づく性能⽬標

がある

(b)対象道路に対して上位階
層の道路がある

Yes

No

Yes

No

=
上位計画の性能⽬標

(1) (2) (3)

対
象
道
路
の
条
件
整
理

性
能
⽬
標
の
決
定
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た方向別の計画交通量（例えば，AADTなど）を設定することが可能となる．また，旅行速度

の照査の際には，計画交通量を用いるか計画交通量を時間換算した設計時間交通量を用いる

かを選択することで，設計交通量に応じた検討が行える． 

 

(3) 道路構造・交通運用に応じた交通性能の推定 

道路構造・交通運用に応じた交通性能の推定は，大きく2つのフローが存在しており，1つは

従来の道路計画手法で行われている道路の種級区分と設計基準交通量の設定である．(2)で算

出した方向別の計画交通量を上り線と下り線で合算することで従来と同様に断面の計画交通

量を設定できる．これを用いて，道路の種級区分を決定する．また，道路の種級区分から得ら

れた設計基準交通量と断面の計画交通量を用いて車線数の検討を行う． 

次に，将来交通量の推計で仮設定した道路構造・交通運用と決定した車線数を用いて交通量

-速度関係を設定する．設定した交通量-速度関係を用いて計画交通量もしくは設計時間交通量

時点での推計旅行速度を算出し，推定旅行速度の照査を行う．照査の結果，目標旅行速度を達

成できない場合は道路構造・交通運用の再検討を行い，目標旅行速度を達成できる場合は，そ

の道路構造・交通運用および交通条件を採用する． 

本手法では，2.2.2で指摘した道路の種級区分から設計基準交通量を設定する際の課題は残

存するものの，交通渋滞が発生する道路構造・交通運用では目標旅行速度の達成は不可能であ

ることから，従来手法の課題を旅行速度の性能照査の部分で補完するフローとする． 
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5.2 本研究で提案する性能照査型道路計画手法の実践 

5.2.1 ケーススタディ対象箇所の概要 

本研究では性能照査型道路計画手法の実践として，4つの経路を対象にケーススタディを行う． 

表-5.1にケーススタディ経路の概要を示す．経路A～Cは名古屋の市内を通る経路であり，それ

ぞれ国道19号，国道22号を対象区間とする．経路Dは，静岡県の富士市役所から沼津市役所を対

象とする．この経路は，静岡市役所から三島市役所の間に位置し，上位階層の道路として伊豆縦

貫自動車道や東名高速道路が存在するため，中間階層の道路として検討をする． 

表-5.1 ケーススタディ経路の概要 

経路 
起点 

(上位階層)

終点 

(上位階層)
対象区間 

A 名古屋市役所 守山区役所 国道19号 

B 守山区役所 名古屋市役所 国道19号 

C 中川区役所 名古屋市役所 国道22号 

D 
富士市役所 

(静岡市役所) 
沼津市役所 

(三島市役所) 
国道1号 

(伊豆縦貫,東名) 

 

 

(a) 経路A（国道19号） (b) 経路B（国道19号） 

  

(c) 経路C（国道22号） (d) 経路D（国道1号） 

図-5.3 各経路の詳細 
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5.2.2 交通性能の目標設定 

(1) ケーススタディ経路のネットワーク条件 

表-5.2に，ケーススタディ区間の道路情報を示す．道路の区間延長や旅行時間の情報は

Googleマップの情報を用いる．経路A~Cの下位道路の実旅行速度𝑣 及びアクセス/イグレス道

路の実旅行速度𝑣 は，17.5 ~ 21.3 km/hであったため，20.0 km/hと仮定して計算を行う．また，

経路Dの𝑣  , 𝑣  , 𝑣 は，実測値の小数第一位を切り上げた値を用いる．本ケーススタディで

は， 短時間経路により目標旅行速度を設定する． 

 

表-5.2 ケーススタディ経路の情報 

経路 
起点 

(上位階層) 

終点 

(上位階層) 
ラインホール

𝑋  
[km]

𝑋
[km]

𝑋 𝑋
[km] 

𝛼 
(𝛼 )

𝛽 
(𝛽 ) 

𝑣 * 
[km/h] 

𝑣 * 
[km/h]

A 名古屋市役所 守山区役所 国道19号 8.4 2.4 6.4 1.0 0.3 

20 20 B 守山区役所 名古屋市役所 国道19号 7.5 3.2 4.7 1.1 0.4 

C 中川区役所 名古屋市役所 国道22号 8.5 4.2 5.8 1.2 0.4 

D 
富士市役所 

(静岡市役所) 
沼津市役所 

(三島市役所) 
国道1号 

(伊豆縦貫,東名) 
19.3 

(62.3)
15.0 

(69.4)
7.0 

(7.6) 
1.1 

(1.2)
0.7 

(0.9) 
23 

(23) 
32 

(46) 

＿: 𝑣 𝑣 として得られた値 
*経路A~Cの𝑣 と𝑣 は，20 km/hと仮定する. また，経路D, Eの𝑣 , 𝑣 , 𝑣 は実測値の小数第一位を切り上げた値を用いる． 

 

(2) 対象道路の目標旅行速度設定 

図-5.4に，表-5.2に示す経路A~Dの目標旅行速度𝑣 の検討結果を示す．経路Aは，迂回

率が約1.0であったためラインホールの目標旅行速度はアクセス/イグレスなどと同レベルの速

度が目標旅行速度の下限値となった．それ以外の経路は，迂回率が1.0より大きいためアクセ

ス/イグレス速度より大きい値となった．また，経路Dは上位の階層に高速道路を有する中間層

の道路であったため，下限値と上限値を設定した． 

表-5.3に各経路の目標旅行速度の下限値と上限値を整理した．また，参考としてGooglemap

の経路検索で得られる旅行時間データから計算した現在の予測旅行速度も掲載している．

Googlemapの旅行速度と比較すると，経路A以外の経路では旅行速度が目標旅行速度を下回っ

ていることが確認された．Googlemapの旅行時間データは，閑散時のデータに限らず交通量の

多い時間のデータも含まれている．このことからも当該区間は旅行速度の観点から見て，低い

性能となってしまっていることがわかる． 
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(a) 経路A~C（𝑣 20 km/h, 𝑣 20 km/h） (b) 経路D（𝛽 0.9） 

図-5.4 各経路の目標旅行速度の領域 

 

表-5.3 最短旅行時間経路の目標旅行速度とGoogleの旅行速度 

経路 
起点 

(上位階層) 

終点 

(上位階層) 
下限値 
[km/h] 

上限値 
[km/h] 

Googleの𝑣 * 

[km/h] 

A 名古屋市役所 守山区役所 20.0 - 28.8 

B 守山区役所 名古屋市役所 25.9 - 24.0 

C 中川区役所 名古屋市役所 34.3 - 21.0 

D 
富士市役所 

(静岡市役所) 
沼津市役所 

(三島市役所)
46.0 62.0 42.9 

*Googleの𝑣 を計算するための旅行時間はGoogleマップから入手 

5.2.3 将来交通量の推計 

将来交通量の推計は，前述のとおり基本的に従来の道路計画手法と同じ手法により行う．本研

究では，日交通量配分を行っての将来交通量の推計は割愛し，常時観測データにより得られた

AADTを将来交通量の推計結果に基づく計画交通量として以降の検討を行う．計画交通量を設計

時間交通量に換算する際は，現在の交通条件の値としてピーク率を用いて設定する．設定した計

画交通量および設計時間交通量はを表-5.4に示す． 

表-5.4 ケーススタディ経路の計画交通量および設計時間交通量 

経路 
対象道路 

（常観箇所） 
計画交通量 

AADT [pcu/day] 

設計時間交通量 
(ピーク時)[pcu/h] 

ピーク率 
𝑝 

A 
国道19号 

（瑞穂通下り） 
32,996 2,145 6.5 

B 
国道19号 

（瑞穂通上り） 
32,293 2,196 6.8 

C 
国道22号 

（黒川上り） 
26,995 1,917 7.1 

D 
国道1号 

（富士上り） 
25,541 1,737 6.8 

25.9
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迂回率: α
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5.2.4 設計基準交通量の照査（車線数の決定） 

設計基準交通量の照査も基本的に従来の道路計画手法と同じ手法により行う．本研究では，既

存道路の改良に関するケースステディであり，設計基準交通量の照査は実施済みとする．よって，

車線数は既存の道路と同じものを採用し，表-5.5に示すとおりとする． 

表-5.5 ケーススタディ経路の車線数 

経路 
対象道路 

（常観箇所） 
車線数 

A 
国道19号 

（瑞穂通下り） 
3 

B 
国道19号 

（瑞穂通上り） 
3 

C 
国道22号 

（黒川上り） 
3 

D 
国道1号 

（富士上り） 
2 

5.2.5 道路構造・交通運用および交通条件に応じた交通性能の推定 

(1) 道路構造・交通運用の設定 

経路A~Dの道路構造・交通運用の初期条件を設定する．本ケーススタディでは，既往道路の

改良を検討しているため，基本的な道路構造・交通運用は既存の道路の条件を踏襲するものと

して設定する．また，既存道路の条件として道路交通センサス等からデータの取得が困難な，

飽和交通流率の基本値，青時間比およびサイクル長はそれぞれ，1800[pcu/h]，0.5，120[s]と仮

定する．ケーススタディ経路の道路構造・交通運用は表-5.6に示すとおりとする．また，新設

の道路の場合は，交通量-速度関係のモデルに使用する道路構造・交通運用を任意に設定する

こととなる． 

 

表-5.6 ケーススタディ経路の現在の道路構造・交通運用 

経路 
対象道路 

（常観箇所） 

道路構造・交通運用条件 

𝑆𝐿 𝑁 𝐵𝑆𝐹𝑅 𝐷  𝑔 𝐶 

A 
国道19号 

（瑞穂通下り） 
60 3 1800 4.2 0.5 120 

B 
国道19号 

（瑞穂通上り） 
60 3 1800 4.2 0.5 120 

C 
国道22号 

（黒川上り） 
60 3 1800 3.5 0.5 120 

D 
国道1号 

（富士上り） 
60 2 1800 1.8 0.5 120 

 

(2) 交通条件の設定 

交通条件の設定は，検討する道路計画が新規事業か改良事業によって方法が異なる．新規事



105 
 
 
 

業において新規の道路区間の交通量変動指標は全くの未知であるのに対し，改良事業では既

存の交通条件を基に検討することが可能である．本研究のケーススタディでは，既存道路の改

良として考え，表-5.7に示す既存の交通条件を用いる． 

表-5.7 ケーススタディ経路の現在の交通条件 

経路 
対象道路 

（常観箇所） 

交通条件 

𝑝 𝑟  

A 
国道19号 

（瑞穂通下り）
6.5 142 

B 
国道19号 

（瑞穂通上り）
6.8 137 

C 
国道22号 

（黒川上り） 
7.1 141 

D 
国道1号 

（富士上り） 
6.8 158 

 

しかしながら，実務での適用を検討した際，交通条件を考慮する本手法においてその値の設

定は非常に重要である．ここでは，中部地方整備局管内の岐阜県，三重県，愛知県，静岡県の

直轄国道の常時観測データを用いて，交通条件（ピーク率，昼夜率）と道路構造条件との関連

を分析し，交通条件の推定に向けた基礎集計結果も記す． 

A) 改良事業における交通条件の設定 

改良事業における交通条件は現在の交通条件と同じであると仮定することも可能である．

しかしながら，本研究で用いた交通条件は常時観測データを基に1年間のデータを集計して算

出したものであり，全ての道路でそれを行うのは現実的ではない．そのため，道路交通センサ

スで求めることができる交通条件の値が常時観測データで求めた値との乖離を確認し，常時

観測データがない場所における交通条件の設定が可能かを確認する． 

ここでは，常時観測データの取得箇所と道路交通センサス区間をマッチングし，道路交通セ

ンサス情報の昼夜率および昼間12時間ピーク比率により求めた値との比較を検討する． 

道路交通センサスにおける昼夜率及び昼間12時間ピーク比率[%]は，次式にて与えられる． 

昼夜率
24時間自動車類交通量

昼間12時間自動車類交通量
 (5.1) 

ピーク比率
ピーク時間自動車類交通量

昼間12時間自動車類交通量
100 （5.2） 

式(5.2)に昼夜率の逆数をかけることにより，式(5.3)のとおりピーク率を算出することが可能

である． 

ピーク率
ピーク時間自動車類交通量

24時間自動車類交通量
100 （5.3） 

道路交通センサスの昼夜率と式(5.3)によって求めたピーク率と常時観測データの全日の交
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通量変動指標との関係を図-5.5に示す．ピーク率は，値が小さい（5%～8%）において概ね45

度線上にあるものの，それより値が大きくなるとばらつきが大きくなる傾向にある．また，昼

夜率は，一部のデータを除きほぼ45度線上に値があることが確認された．これにより，ピーク

率は，いくつかの値を用いて性能評価を行うか安全側を取って大きいピーク率を使用するこ

とが想定される．昼夜率は，道路交通センサスデータの値そのままを用いることで問題ないと

言える． 

 

(a) ピーク率 (b) 昼夜率 

図-5.5 道路交通センサスデータの交通条件と全日の交通条件の関係 

 

B) 新規事業における交通条件の設定 

図-5.6にそれぞれ，道路交通センサスから得た車線数，沿道代表状況，指定 高速度と常時

観測データから求めた全日の交通条件（ピーク率，昼夜率）の関係を箱ひげ図で示す．ここで

示す，箱ひげ図は，箱の長さ（第1-第3四分位点間）の1.5倍より離れている値を外れ値とし，

大値及び 小値を算出している．また，サンプル数が50未満のデータは白抜きとする． 

車線数とピーク率の関係を見ると，2車線区間で中央値は約7.6 %，4車線区間で中央値が約

6.6 %となり，箱の大きさ（25パーセンタイル値から75パーセンタイル値まで）も幅1 %程度で

あった．車線数と昼夜率においても，2車線区間で中央値は約131 %，4車線区間で中央値が約

145 %となり，箱の大きさ（25パーセンタイル値から75パーセンタイル値まで）も幅10 %程度

であった．また，沿道代表状況では，サンプル数が平地に偏っており，沿道代表状況によって

ピーク率，昼夜率を定めることは難しい．さらに，指定 高速度では，指定 高速度60 km/h

でばらつきが小さく，ピーク率の中央値は約6.5 %，昼夜率の中央値は142 %であり，ある程度

交通条件を絞り込むことが可能である．このように簡易ではあるものの新規路線の道路構造・

交通運用条件を定めることによって交通条件を絞り込むことが可能となる．実際には周辺の

道路状況や新規路線の階層・利用のされ方に応じて交通条件を決定する方法の開発が必要で

ある． 

 

4%
5%
6%
7%
8%
9%

10%
11%
12%
13%

4% 5% 6% 7% 8% 9% 10% 11% 12% 13%

全
⽇

ピ
ー

ク
率

[%
]

道路交通センサス_ピーク率[%]

100%

110%

120%

130%

140%

150%

160%

170%

180%

190%

100% 110% 120% 130% 140% 150% 160% 170% 180% 190%

全
⽇

昼
夜

率
[%

]

道路交通センサス_昼夜率[%]



107 
 
 
 

ピーク率 昼夜率 

(a) 車線数と全日の交通量変動指標の関係 

ピーク率 昼夜率 

(b) 沿道代表状況と全日の交通量変動指標の関係 

ピーク率 昼夜率 

(c) 指定 高速度と全日の交通量変動指標の関係 

図-5.6 道路条件と全日の交通条件（ピーク率，昼夜率）の関係 

 

(3) 交通量-速度関係の設定 

(1)，(2)で設定した道路構造・交通運用と交通条件を基に交通量-速度関係の設定を行う．結

果により設定する．3.2.3に示す手法を基に設定した時間交通量-速度関係を図-5.7に示す． 
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(a) 経路A (b) 経路B 

(c) 経路C (d) 経路D 
図-5.7 現在の道路構造・交通運用を基に推定した時間交通量-速度関係 

 

(a) 経路A (b) 経路B 

(c) 経路C (d) 経路D 
図-5.8 現在の道路構造・交通運用，交通条件を基に推定した日交通量-速度関係 
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5.2.6 推定旅行速度の照査 

ここでは，5.2.5で設定した交通量-速度関係に交通量を代入することで推定旅行速度を算出し，

目標旅行速度と比較することで照査を行う．設計交通量には， 大日（時間）交通量や平均日（時

間）交通量など道路区間に期待するサービスレベルに応じた値を用いることで，様々なサービス

レベルの道路構造・交通運用の検討が可能である．設計時間交通量（時間単位）を用いる場合は，

ある時間交通量まで目標旅行速度が達成できるか否かを判定するものである．設計時間交通量は

計画交通量を時間単位に換算することで算出することとする．換算に当たっては，対象区間のピ

ーク率を用いる．また，計画交通量（日単位）を用いる場合は，1日（24時間）の旅行速度の加重

平均値が目標旅行速度を達成できるか否かを判定するものである．計画交通量は，年平均日交通

量（AADT）を用いる．本ケーススタディでは，5.2.3で設定した値を用いる． 

 

(1) 設計時間交通量（ピーク時）を設計交通量とした場合 

図-5.7で設定したq-vに設計時間交通量（ピーク時）を代入して推定旅行速度を算出し，設計

時間交通量（ピーク時）時点の推定旅行速度が目標旅行速度を上回る道路構造・交通運用を検

討する． 

図-5.9に，各経路における現在の道路構造・交通運用でのq-vと信号交差点密度を変えて設計

時間交通量（ピーク時）時点で目標旅行速度が達成可能となる道路構造・交通運用のq-vを示

す．経路Aは，現在のままでも目標旅行速度を達成可能であるため信号交差点密度の変更はな

い．経路B，経路C，経路Dは，それぞれ信号交差点密度を4.2から2.8，3.5から1.8，1.8から0.3

まで減らすことで目標旅行速度が達成できる道路構造・交通運用となることが確認された．い

ずれの経路でも信号交差点密度を1以上減らす必要があり，実際に信号交差点密度を減らすた

めには交差点の閉鎖，立体化，部分出入制限などが必要となる． 

図-5.10に，信号交差点密度の大幅な削減が難しい場合，他の条件の改良によって目標旅行

速度を達成できる道路構造・交通運用を示す．経路Bは，現在の信号交差点密度のままでも青

時間比を多く与えることで目標旅行速度が達成できることが確認された．経路C，経路Dでは，

青時間比やサイクル長を変更することで信号交差点密度の削減量を減らしても目標旅行速度

が達成できることを確認した．このように，道路構造・交通運用に感度のあるq-vを用いるこ

とで，地域の道路の状況に応じたあらゆる対策の検討を行うことができる． 
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(a) 経路A（𝐷 4.2） (b) 経路B（𝐷 4.2⇒𝐷 2.8） 

(c) 経路C（𝐷 3.5⇒𝐷 1.8） (d) 経路D（𝐷 1.8⇒𝐷 0.3） 
図-5.9 現在のq-vと設計時間交通量まで目標達成可能なq-v（信号交差点密度を変更） 

 

(a) 経路A（𝐷 4.2） (b) 経路B（𝐷 4.2⇒𝐷 4.2） 

(c) 経路C（𝐷 3.5⇒𝐷 2.8） (d) 経路D（𝐷 1.8⇒𝐷 1.0） 
図-5.10 現在のq-vと設計時間交通量まで目標達成可能なq-v（様々な条件を変更） 
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(2) 計画交通量（AADT）を設計交通量とした場合 

図-5.8で設定したQ-Vに計画交通量（AADT）を代入し推定旅行速度を算出し，計画交通量

（AADT）時点の推定旅行速度が目標旅行速度を上回る道路構造・交通運用を検討する． 

図-5.11に，各経路における現在の道路構造・交通運用でのQ-Vと信号交差点密度を変えて計

画交通量時点で目標旅行速度が達成可能となる条件のQ-Vを示す．経路Aは，現在のままでも

目標旅行速度を達成可能であるため信号交差点密度の変更はない．経路B，経路C，経路Dは，

それぞれ信号交差点密度を4.2から3.7，3.5から2.5，1.8から0.4まで減らすことで目標旅行速度

が達成できる道路構造・交通運用となることが確認された．設計時間交通量を設計交通量とし

た場合の信号交差点密度に比べて，少ない信号交差点密度の削減量でも目標旅行速度が達成

できることとなっており，箇所に応じて段階的な整備を検討するうえで有益な検討材料とな

りうることが確認された． 

図-5.12に，信号交差点密度の大幅な削減が難しい場合に，その他の道路構造・交通運用や

交通条件に対する施策によって，目標旅行速度を達成できる条件を示す．経路Bは，現在の信

号交差点密度のままでもピーク率や昼夜率の変化により目標が達成できることが確認された．

これにより，ピークカット及びピークシフトなどのTDM（Transportation Demand Managemant）

施策の効果を反映することが可能であることがわかる．経路C，経路Dでは，青時間比やサイ

クル長を変更することで信号交差点密度の削減量を減らしても目標旅行速度が達成できるこ

とを確認した．このように，道路構造・交通運用および交通条件に感度のあるQ-Vを用いるこ

とで，地域の道路の状況に応じた対策やソフト対策の検討を行うことができる． 

(a) 経路A（𝐷 4.2） (b) 経路B（𝐷 4.2⇒𝐷 3.7） 

(c) 経路C（𝐷 3.5⇒𝐷 2.5） (d) 経路D（𝐷 1.8⇒𝐷 0.4） 
図-5.11 現在のQ-Vと計画交通量まで目標達成可能なQ-V（信号交差点密度を変更） 

0

10

20

30

40

50

60

0 10000 20000 30000 40000 50000 60000 70000

⽇
平

均
旅

⾏
速

度
[k

m
/h

]

⽇交通量[pcu/day]

現在の道路条件計画交通量(AADT)

⽬標旅⾏速度

0

10

20

30

40

50

60

0 10000 20000 30000 40000 50000 60000 70000

⽇
平

均
旅

⾏
速

度
[k

m
/h

]

⽇交通量[pcu/day]

現在の道路条件

計画交通量まで達成

計画交通量(AADT)

⽬標旅⾏速度

0

10

20

30

40

50

60

0 10000 20000 30000 40000 50000 60000 70000

⽇
平

均
旅

⾏
速

度
[k

m
/h

]

⽇交通量[pcu/day]

現在の道路条件

計画交通量まで達成
計画交通量(AADT)

⽬標旅⾏速度

0

10

20

30

40

50

60

0 10000 20000 30000 40000 50000

⽇
平

均
旅

⾏
速

度
[k

m
/h

]

⽇交通量[pcu/day]

現在の道路条件
計画交通量まで達成

計画交通量(AADT)



112 
 
 
 

 

(a) 経路A（𝐷 4.2） (b) 経路B（𝐷 4.2⇒𝐷 4.2） 

(c) 経路C（𝐷 3.5⇒𝐷 3.0） (d) 経路D（𝐷 1.8⇒𝐷 1.4） 
図-5.12 現在のQ-Vと計画交通量まで目標達成可能なQ-V（様々な道路構造・交通運用を変更） 

5.2.7 道路構造・交通運用および交通条件の決定 

5.2.6の照査結果を踏まえ道路構造・交通運用と交通条件を決定する．表-5.8に設計時間交通量

（ピーク時）で目標旅行速度が達成できる道路構造・交通運用を示す．本ケーススタディでは，

主に信号交差点密度や青時間比を変化させることで目標旅行速度を達成する道路構造・交通運用

を検討しているが，ほかにも指定 高速度，車線数や飽和交通流率の基本値に影響を与える対策

などを検討することでも考えられる．さらに，表-5.9に計画交通量（AADT）で目標旅行速度が達

成できる道路構造・交通運用および交通条件を示す．通常計画段階で検討することなかったが本

手法では，想定される交通条件では目標旅行速度が達成できない場合，事前にTDMをはじめとす

るピークカット，ピークシフトの施策により交通条件を変えることで目標を達成できる道路区間

を実現することも可能である． 

表-5.8と表-5.9の道路構造・交通運用を比較すると設計時間交通量（ピーク時）を用いた照査に

よって得られる条件の方が厳しいことがわかる．設計交通量（ピーク時）で検討した際に，目標

が達成できないため目標値に低減率をかけるなどの対応をとると，その道路の交通機能の性能が

不明確になってしまう．その際に，設計交通量を変えることで目標は同一としながらも目指すべ

き性能を達成するための道路構造・交通運用が設定でき，設計時間交通量（ピーク時）で達成で

きるようにするための段階的に改良・整備の検討に活用できる． 
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表-5.8 設計時間交通量（ピーク時）まで目標旅行速度が達成可能な道路構造・交通運用 

経

路 

対象道路 

（常観箇所） 

道路構造・交通運用 

𝑆𝐿 𝑁 𝐵𝑆𝐹𝑅 𝐷  𝑔 𝐶 

A 
国道19号 

（瑞穂通下り） 
60 3 1800 4.2 0.5 120 

B 
国道19号 

（瑞穂通上り） 

60 3 1800 2.8 0.5 120 

60 3 1800 4.2 0.6 120 

C 
国道22号 

（黒川上り） 

60 3 1800 1.8 0.5 120 

60 3 1800 2.8 0.6 120 

D 
国道1号 

（富士上り） 

60 2 1800 0.3 0.5 120 

60 2 1800 1.0 0.6 90 

着色は道路構造・交通運用条件の変更点 

 

表-5.9 計画交通量（AADT）まで目標旅行速度が達成可能な道路構造・交通運用，交通条件 

経

路 

対象道路 

（常観箇所） 

道路構造・交通運用 交通条件 

𝑆𝐿 𝑁 𝐵𝑆𝐹𝑅 𝐷  𝑔 𝐶 𝑝 𝑟  

A 
国道19号 

（瑞穂通下り） 
60 3 1800 4.2 0.5 120 6.5 142 

B 
国道19号 

（瑞穂通上り） 

60 3 1800 3.7 0.5 120 6.8 137 

60 3 1800 4.2 0.5 120 6.0 155 

C 
国道22号 

（黒川上り） 

60 3 1800 2.5 0.5 120 7.1 141 

60 3 1800 3.0 0.5 90 7.1 141 

D 
国道1号 

（富士上り） 

60 2 1800 0.4 0.5 120 6.8 158 

60 2 1800 1.4 0.6 90 6.8 158 

着色は道路構造・交通運用条件，交通条件の変更点 

5.3 まとめ 

本章では，第2章で整理した目指すべき性能照査型道路計画手法と従来の道路計画設計を踏ま

えて，本研究で提案する性能照査型道路計画手法の内容について概説した．従来の道路計画手法

を踏襲しながら旅行速度の照査を取り込むことで，すぐに実務に適用することのできる手法を構

築した．また，本手法では，計画交通量（日単位）と設計時間交通量（時間単位）の両方による

旅行速度照査を可能にし，検討する設計交通量に応じて使い分けが可能となることも大きな特徴

である． 

本研究で提案する性能照査型道路計画手法を，第3章と第4章までに開発した手法を用いて実道
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路を対象にケーススタディを行った．任意の道路ネットワークの目標旅行速度の設定を行い，各

経路の目標旅行速度を設定した．また，交通条件の設定に際しては，既存の道路の改良事業であ

れば現在の交通条件を用いることが想定されるが，新設の道路では交通条件の設定が必要となる

ことから，参考値として中部地方整備局管内の常時観測データを用いて車線数，沿道代表状況，

指定 高速度と交通量変動指標（ピーク率，昼夜率）を示した．推定旅行速度の照査では，信号

交差点密度のみを変えて目標旅行速度を達成するケースと信号交差点密度の削減量を減らし他

の道路構造・交通運用条件，交通条件を変えて目標旅行速度を達成するケースの双方を行い，道

路構造・交通運用条件，交通条件に感度のある交通量-速度関係を用いることで様々な施策が検討

可能となった．さらに，計画交通量を用いた旅行速度照査と設計時間交通量を用いた旅行速度照

査により，検討する設計交通量を変えることで目標を達成する道路構造・交通運用および交通条

件が異なることを示した． 
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第6章 結論 

6.1 本研究の成果および得られた知見 

道路の量的拡充から道路の交通機能の質的な向上を図る機運が高まっている今，従来の道路計

画手法を仕様設計から性能設計へ転換することが望まれている．従来の道路計画手法からの大規

模な転換は数年単位では行うことが不可能であり，また，道路計画手法のみならずその他の調査，

評価体系にも影響を及ぼす．しかしながら，交通機能の質の低下がもたらす交通課題への対応や

広域道路ネットワークの再編は喫緊に対応すべき課題である．これらのニーズに対し，本研究で

は，性能照査を行う上で必要となる性能目標としての目標旅行速度の設定手法，道路構造・交通

運用に基づく交通性能の推定手法を開発し，従来の道路計画手法に旅行速度の照査を組み込んだ

性能照査型道路計画手法の具体的なフレームワークを提案した．さらに，提案した道路計画手法

を用いた実道路を対象としたケーススタディを行い，提案した道路計画手法の有用性を示した． 

 

(1) 従来の道路計画手法を踏まえた性能照査型道路計画手法の提案 

道路計画手法として目指すべき性能照査型道路計画手法の理想像と従来の道路計画手法を

交通性能の目標設定，将来交通量の推計，道路構造・交通運用に応じた交通性能の推定の3項

目に分け，体系的に整理を行った．その中で，目指すべき性能照査型道路計画手法において必

要となる調査体系や技術的な内容を明らかにするとともに，従来の道路計画手法で交通機能

の照査を行う上での課題を指摘した．目指すべき性能照査型道路計画手法では，新たな調査体

系の確立や将来交通量の推定手法及び推定精度などの技術的な課題が未だ多く存在すること

が確認された．さらに，従来の道路計画手法では，交通機能の性能の目標設定が行われていな

いこと，将来交通量の推計が断面単位，日単位であること，道路の種級区分に応じた設計基準

交通量のみが交通性能として設定されているなど，道路の区間単位旅行速度の照査が困難な

状況にあることを明らかにした．これを踏まえて，目指すべき性能照査型道路計画手法で示さ

れている交通性能の目標設定と道路構造・交通運用に応じた交通性能の推定手法を従来の道

路計画手法に取り入れた性能照査型道路計画手法のフレームワークを提案した．これにより，

従来の道路計画手法から大きく変更を伴わず，道路区間の旅行速度の性能を照査する性能照

査型道路計画が可能となった． 

 

(2) 目標旅行速度の設定手法の開発 

性能照査型道路計画手法を行う上で必要となる目標旅行速度の設定手法を開発した．目標

旅行速度の設定では，単純2経路の上位と下位の2階層を持つ仮想道路ネットワークを設定し，

任意の拠点間を移動する際に上位の道路が旅行時間・旅行コストの各々の観点で下位の道路
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に比べて利用されるための必要条件を明らかにした．検討する道路ネットワーク形状（迂回率，

ラインホール距離比）とアクセス/イグレス旅行速度，一般道路の旅行速度を変数として，目

標とする対象道路（ラインホール）の目標旅行速度を設定することが可能となった． 

 

(3) 旅行速度照査に用いる交通性能推定手法の開発 

従来の道路計画手法では，旅行速度の照査が行われていない関係で交通性能の推定手法が

定められておらず，また道路事業評価などでは日平均旅行速度が用いられており諸研究で検

討されている交通性能の推定手法をそのまま用いることはできない．よって，本研究では，本

研究で提案する性能照査型道路計画手法で用いる交通性能推定手法を開発した．ここでは，交

通量-速度関係により交通性能を設定している． 

様々な道路構造・交通運用に感度のある交通量-速度関係として，車線数，信号交差点密度，

指定 高速度，飽和交通流率の基本値，信号サイクル長，青時間比を用いて設定される時間交

通量-速度関係を用いることとした．また，従来の道路計画手法で適用できるよう，常時観測

データ分析より得られた交通量変動指標（昼夜率とピーク率）と設定した時間交通量-速度関

係から日交通量-速度関係のモデル化を行った．これにより，様々な道路構造・交通運用や交

通条件を表現できる日交通量-速度関係が設定可能となった． 

 

(4) 提案する性能照査型道路計画手法の実践 

本研究で提案する旅行速度推定に基づく性能照査型道路計画手法のフレームワークを用い

て，東海地域の道路から4本の経路を抽出しケーススタディを行った．提案する道路計画手法

に基づき交通性能の目標設定，将来交通量の推計（割愛），道路構造・交通運用および交通条

件に応じた交通性能の推定を行い，目標旅行速度が達成可能な条件を設定した．計画交通量

（日単位）と設計時間交通量（時間単位）の異なる設計交通量における道路構造・交通運用お

よび交通条件を決定することが可能となった． 
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6.2 今後の課題と展望 

本研究で提案した性能照査型道路計画手法について，残された課題及び今後の展望は以下のと

おりである． 

 

(1) 目指すべき性能照査型道路計画手法の実現に向けた研究 

今回は，従来の道路計画手法を踏まえた性能照査型道路計画手法の提案を行っているが，2.1

で述べた目指すべき性能照査型道路計画手法を行えることが本来は望ましい．そのため，目指

すべき性能照査型道路計画手法の導入に向けて，調査体系の見直しや将来交通量の推計手法

及び推定精度の向上に関する研究が必要である．交通性能の目標設定や道路構造・交通運用に

応じた交通性能の推定手法などは本研究で開発した手法を用いることが可能であり，段階的

に目指すべき性能照査型道路計画手法への移行が求められる． 

また，今回提示した目指すべき性能照査型道路計画手法では，交通機能に高い性能が求めら

れる幹線道路などを対象としていることから旅行速度の照査を行っている．そのため，生活道

路など交通機能を重視しない（沿道出入機能などを重視する）道路に本手法を適用することは

必ずしも適切ではない．よって，道路の求める機能に応じた性能を照査することができる道路

計画手法の検討も今後必要である． 

 

(2) 交通性能の目標設定の考え方 

今回は，交通性能の目標値として，任意の拠点間を移動する際に上位の道路が旅行時間・旅

行コストの各々の観点で下位の道路に比べて利用されるための旅行速度を用いた．しかしな

がら，これは幹線道路などの高い交通機能の性能が求められる道路に対する目標設定の考え

方であり，より下位の生活道路などは交通性能の目標を旅行速度で与えること自体が適切で

ない．よって，旅行速度以外の交通性能の指標の目標を設定する手法の検討も必要となる． 

 

(3) 日交通量-旅行速度関係のモデルの適用範囲および精度向上 

今回は，道路構造・交通運用条件として車線数，指定 高速度，飽和交通流率の基本値，信

号交差点密度，サイクル長，青時間比をある範囲の中でのみ集計してモデルを構築している．

そのため，実務で用いる際に，これらの説明変数の範囲外となる道路構造・交通運用条件を持

つ区間も存在するため適用範囲の拡大が必要である．また，4.2.1で述べたとおり日交通量-旅

行速度関係が描けない道路構造・交通運用条件も存在することから，分析ケースの拡充および

推定式の見直しも検討していく必要がある．さらに，本研究で構築した日交通量-速度関係の

横軸の単位は[pcu/day]と大型車を乗用車換算したものであり，PCE=1.7を使用している．この

値は，道路の交通容量(日本道路協会，1984)で示された値であり，それ以降の研究(桑原・陳，

1991，鹿田ら，2000)により一般道路のPCEは1.4～1.6程度となる報告もあることから，乗用車
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換算を行わず，大型車混入率を説明変数として追加し，単位を[veh/day]とするなどの改良も考

えられる． 

 

(4) 目標旅行速度を達成できる道路構造・交通運用および交通条件の評価 

目標旅行速度を達成できる道路構造・交通運用および交通条件は，一意に決まるものではな

く複数存在する．本論文では，特に信号交差点密度の減少と信号交差点密度の減少を少なくす

る場合の2ケースをケースステディで紹介した．これら以外にも，目標を達成する条件は多々

あることから，複数の道路構造・交通運用および交通条件に対して，費用の観点，土地制約，

他の道路の交通状況などによる実現可能性の評価を行うことで， 適な条件の設定をするこ

とが可能となる． 

 

(5) 将来交通量の推計への適用および道路事業評価との連携 

本研究では，将来交通量の推計などで日単位の交通量，旅行速度を用いることも考慮し日交

通量-速度関係のモデル化を行っている．旅行速度は上下線を別々の区間として考えるのが妥

当であることから，日交通量-速度関係も片方向としている．しかしながら，従来の日交通量

配分は断面で行っているものであり，本研究の中で実際に開発した日交通量-速度関係を用い

て方向別の日交通量配分を行っていない．そのため，開発した日交通量-速度関係を用いるこ

とによる将来交通量の推計精度の検証が求められる． 

道路事業評価や環境負荷量の評価に将来交通量の推計値が用いられることから，ここで開

発した日交通量-速度関係により従来と結果が変わってくる可能性がある．従来の日交通量-速

度関係に比べて，様々な道路構造・交通運用および交通条件への感度があることから従来評価

が難しかった道路施策の評価も可能となる可能性があり，実際に実事例に適用してその効果

を把握したい． 

 

(6) 実務への導入に向けたツールの開発 

本研究で提案する性能照査型道路計画手法のフレームワークでは，様々な道路構造・交通運

用および交通条件を試行錯誤しながら目標旅行速度を達成する条件を見つける必要があり，

大きな手間となっている．上位計画および道路ネットワーク条件に応じた目標旅行速度，設計

交通量（計画交通量，設計時間交通量），現在の道路構造・交通運用および交通条件を入力す

ると自動的に改良案を複数出力するようなツールを開発することで，より実務への導入が促

進されると考える． 
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